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はじめに 

本レポートは，株式会社リクルート ワークス研究所からの委託研究として社会科学研究

所が，2007 年度と 2008 年度の 2年間にわたり実施した「インターネット調査の有効性に関

する調査研究」の成果を取りまとめたものである． 

2 年間の研究では，訪問調査，郵送調査，登録モニターを利用したインターネット調査な

ど様々な調査手法の比較を通じて，それぞれの調査方法の有効性，限界，課題などを検討

した．調査手法の比較分析のために，2007 年度には同一設問により登録モニターを利用し

た調査（異なる調査会社の WEB モニター調査 3件，郵送モニター調査 1件）と郵送ランダ

ム調査（母集団は選挙人名簿）を，2008 年度には同一設問によりエリアサンプリングによ

る大規模訪問留置調査と登録モニターを利用した WEB 調査を実施した．これらの調査は，

本研究のためにリクルート ワークス研究所が，研究会の議論を踏まえて実施したものであ

る． 

本レポートでは，これらの調査データの相互比較や代表性の高い従来型調査と比較を詳

細に行っている． 

研究会では，下記の研究会を組織し，2年間にわたり活発な議論を行い，本レポートを取

りまとめた．本レポートの執筆に際して，本研究会に参加された石田浩，佐藤香，萩原雅

之の 3氏の意見やコメントがきわめて有益なものであった． 

 

     研究会（肩書きは 2009 年 3 月 31 日現在，＊は執筆メンバー） 

  佐藤博樹 東京大学社会科学研究所教授・座長＊ 

  石田 浩 東京大学社会科学研究所教授 

  佐藤 香 東京大学社会科学研究所准教授 

  前田幸男 東京大学大学院情報学環准教授（社会科学研究所准教授（兼任））＊ 

  三輪 哲 東京大学社会科学研究所准教授＊ 

本多則惠 東京大学社会科学研究所客員准教授 

（内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付 少子・高齢化対策担当参事官）＊ 

  萩原雅之 ネットレイティングス株式会社 代表取締役社長 

  豊田義博 株式会社リクルート ワークス研究所主任研究員 

  萩原牧子 株式会社リクルート ワークス研究所研究員＊ 

 

 最後に，本研究を実施する機会をご提供いただいた，株式会社リクルート ワークス研究

所の大久保幸夫所長に記してお礼を申しあげたい． 

 

                            佐藤博樹 
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第１章 第 1 期調査設計と基本分析 

 
 萩原牧子 

１．調査設計 
1.1 比較調査の目的 
社会調査でもっとも信頼性が高いとされてきた「住民基本台帳から無作為抽出した者へ

の訪問面接調査」は，2006 年の住民基本台帳法改正により，公益性が高い調査目的以外で

の住民基本台帳の閲覧が禁止されたことで，実施困難になった．さらに，昨今の個人情報

保護への過剰ともいえる関心の高まりや，女性の社会進出に伴う調査実施時の不在世帯の

増加などによって，訪問調査の回答率が大きく低下し，もはやこの従来型の調査手法の特

徴である「代表性」は失われつつある．状況が改善する期待が持てない今，次なる信頼性

のある調査手法の確立が求められている． 
本研究は，同じ設問を異なる調査手法で実施し，その回答を比較することで，従来型の

調査手法に代替する調査手法の可能性を検討するものである． 
 

1.2 比較調査の基本設計 
5 つの調査手法を同じ設問を用いて同時に実施した（表 1）．信頼性のある調査手法の可

能性を検討するためには，事実と各調査結果の誤差を比較する必要がある．そこで，最も

統計的に代表性が高いとされる無作為抽出法によりサンプリングした「①郵送ランダム調

査」を実施し，比較する際に基準とする調査データとして位置づけた1．その他 4 つの比較

調査は，登録モニターを対象に，郵送で調査するもの（②）と，インターネットで調査を

するもの（③④⑤）である．同じインターネットモニターでも，③④は調査専用のモニタ

ー，⑤は懸賞メーリングリストのひとつのサービスとして調査があるもので，莫大なモニ

ター数をかかえるが，回答者にモニターという意識は薄く，回答率も低い【モニターの概

要―付属資料Ⅰ－1】． 
また，調査設問には，従来型の調査法による既存調査の回答と比較できるように，いく

つかの設問を抜粋して入れている．おもに参考にした調査は，住民基本台帳から無作為抽

出し訪問面接法により調査した，総務省の「就業構造基本調査」（2007）と，エリアサンプ

リングで訪問留め置き法により調査した，リクルートの「ワーキングパーソン調査」（2006）
である（表 2）． 

                                                  
1 訪問面接法ではなく「郵送調査」の結果を比較基準としたのは次の理由による．（1）訪問面接法には莫大な費用が 
かかる．予算の制約上，今回新たに実施する調査については「無作為抽出かモニターか」によって発生する回答の偏り

（サンプリング効果）の比較分析に注力して設計し（発生誤差を整理する枠組みについては後述），訪問面接法との回答

比較は，その測定法による既存の調査設問をいれて比較することで補うことにした．（2）郵送調査は回収率の低さから

しばしば標本誤差の大きさが問題視されてきたが，昨今の訪問面接法の回収率低下という背景もあり，郵送調査の可能

性が見直されている．郵送調査の方法論について研究するものや（林 2006），工夫によって郵送調査の高回収率を達成

した報告もあり（松田 2006），今回は郵送調査で回収率を高めることに注力することにした． 
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表 1 比較調査の概要 

　　調査名 台帳（サンプリング） 調査法（測定法） 調査時期

　①郵送ランダム 　選挙人名簿　無作為抽出 　郵送 　2007年10月11-31日

　②郵送モニター 　登録モニター

　③WEBモニターA 　インターネット 　2007年10月12-16日

　④WEBモニターB

　⑤WEBモニターＣ 　懸賞メーリングリスト  

表 2 参考調査の概要 

　（参考）既存調査名〔実施主体〕 台帳（サンプリング） 調査法（測定法） 調査時期

　⑥就業構造基本調査07〔総務省〕 　住民基本台帳　無作為抽出 　訪問面接 　2007年10月1日-

　⑦ワーキングパーソン調査06〔リクルート〕 　エリアサンプリング 　訪問留め置き 　2006年8月24日-9月7日  
 
調査結果の誤差は発生要因で大きく 2 つに整理するとわかりやすい（本多 2006b）．ひと

つは，調査対象の選び方によって規定され，目標母集団と回収標本の体系的な誤差である

「サンプリング効果」である．いまひとつは，「測定法効果」といい，他記式（電話や面接

など人が介する方法）か自記式（回答者が自分で回答を記入する方法）かで回答内容が異

なることがあるが，このような回答収集法の影響による誤差である． 
今回の比較調査と参考調査の回答差をこの枠組みで整理すると，次のようになる（図 1）．

例えば，郵送ランダム調査（①）と郵送モニター調査（②）との回答の差は，無作為抽出

かモニターかによる違いで発生する「サンプリング効果」によるもので，就業構造基本調

査（⑥）とWEBモニター（③④⑤）との回答の差は，サンプリング効果に加えて，調査員

が介在するか否か，また，紙の調査票かネットの調査票かの違いにより発生する，「測定法

効果」との両方によるものと整理できる2． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

①郵送ランダム ②郵送モニター

③④⑤WEBモニター

サンプリング効果（無作為抽出 有作為抽出）

測
定
法
効
果
（他
記
式

自
記
式
）

⑥就業構造基本調査
（訪問面接ランダム）

⑦ワーキングパーソン調査
（訪問留め置きエリアサンプリング）

①郵送ランダム ②郵送モニター

③④⑤WEBモニター

サンプリング効果（無作為抽出 有作為抽出）

測
定
法
効
果
（他
記
式

自
記
式
）

⑥就業構造基本調査
（訪問面接ランダム）

⑦ワーキングパーソン調査
（訪問留め置きエリアサンプリング）

図 1 調査の基本設計 

                                                  
2 測定法が異なれば回答する人のタイプも違うことがあり，測定法はサンプリング効果の発生要因ともなる（本多 2006a，
本多 2006b）． 
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1.3 調査設計詳細 
（１） 調査対象と割付  
調査対象は男女 20 歳から 59 歳，調査エリアは東京都（首都圏 50 ㎞圏内）である． 
郵送ランダム調査（①）は，対象エリアを７つに層化【付属資料Ⅱ－1】，各層の人口規

模（平成 17 年国勢調査）により，調査地点数を比例抽出した【Ⅱ－2】．モニター調査（②

③④⑤）は，郵送ランダム調査と同じく対象エリアを７つに層化，各層の人口規模により，

10 歳刻みの男女で割付を行った【Ⅱ－3】．この詳細の割付は，通常のモニター調査では行

われないものであるが，今回の研究目的が実践的な調査手法を検討することにあるため，

モニター調査とランダム調査の条件を近づけるために行った． 
 
（２）配布・配信数 
 郵送ランダム調査は，回収サンプル 1000 を目標とし，回収率を 3 割弱と想定し，計 3500
人抽出，配布した．モニター調査は，回収サンプル 1000 を目標とし，配信数の設定や催促

の方法は各調査会社のノウハウにより実施してもらった（表 3）． 
 

表 3 調査設計詳細 
　　調査名 配信数 回収数 回収率 回収締め切り方法 催促の有無 依頼主

　①郵送ランダム 3500 753 21.5% 10/16に督促はがき発送 開示

　②郵送モニター 1340 1108 82.7% 10/16に督促はがき発送

　③WEBモニターA 2666 1201 45.0%
督促なし。回収数未達のセル
のみ追加配信10/15に実施

　④WEBモニターB 2005 1472 73.4% 先着順受付
督促は1回（10/16）

配信方法は回収数をみながら
期間中分割配信

　⑤WEBモニターC 29995 2088 7.0%
調査期間終了後、予定より多く回収したセ

ルは無作為抽出
10/15に1回

非開示

調査期間終了後、予定より多く回収したセ
ルは無作為抽出

 
 
（３）各モニターの母集団 
 モニター調査の母集団を男女年代別にまとめると表 4 のとおりである【エリア別詳細―

付属資料Ⅰ－2】．インターネット調査は，男女ともに 50 代のモニター数が少ない．配信者

は，各割付内の母集団からランダム抽出している． 
 

表 4 モニターの母集団（男女年代別） 
割付
サンプル

②郵送モニター
（2007/11/20時点）

③WEBモニターＡ
（2007/11/5時点）

④WEBモニターB
（2007/11/21時点）

⑤WEBモニターC
（2007/10/4時点）

男性20代 129 2223 8964 13830 38759
男性30代 150 2308 16532 14981 58297
男性40代 114 3288 12066 8089 44943
男性50代 121 2291 4435 3047 26292
女性20代 120 4059 11845 17283 26108
女性30代 142 4399 21448 21727 40987
女性40代 106 4930 10443 8265 21132
女性50代 118 3030 3102 2400 8000  
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（４）回答の受付方法 
通常のインターネットモニター調査は，回収サンプルが目標数に達すると回答の受付を

終了するものが多いが，その方法だと回答が早い人の意見が反映されてしまうという指摘

がある．よって，郵送調査（①②）の条件にあわせ，回答期間中は回答を受け付けて，期

間終了後に回収目標を超えた割付セル3については，セル内で無作為抽出するという方法を

試みた（③⑤）．ただし，インターネット専属モニター調査の 2 種類のうち，ひとつは通常

の回収方法である先着順受付で回答を締め切る方法を残した（④）（表 3）． 
 
（５）その他 
調査を実施するにあたり，調査主体である東京大学の名前を明記したのは，郵送ランダ

ム調査だけである．調査実施期間は，回収に時間がかかる郵送調査は期間が長くなってい

る（表 1）．謝礼は，郵送ランダム調査は回答者に後日発送（500 円の商品券）し，その他

のモニターに対しては，各調査会社の通常の方法に準じた．調査を実施した会社は，郵送

ランダム，郵送モニター，インターネットモニターAが同一の会社（a社）で，インターネ

ットモニターB（b社），インターネットモニターC（c社）の，計 3 社である4． 
 

1.4 回収状況 
男女年代別の回収状況をまとめた（表 5）【エリア別詳細―付属資料Ⅱ－4】．まず，全体

の回収率傾向を見てみると，同じインターネット調査でも，懸賞メーリングリストのサー

ビスの中のひとつとして調査がある WEB モニターC は一桁台である．その次に期間中回答

を受け付け続けた WEB モニターA，通常どおり回収数をみながら分割配信し先着順で回答

を受け付けた WEB モニターB の順で回収率があがる．事実に近い基準調査として位置づけ

た郵送ランダム調査は，回収率が目標の 30％弱に届かず 21.5％（宛先不明戻り分を除くと

21.8％）であった．苦労してランダムサンプリングを実施したが，この回収率では代表性が

高いとはいえない可能性があり，データを扱う際に注意が必要である． 
次に，男女年代別に回収率を見てみる．どの調査手法も男性 20代の回収率が比較的低い．

郵送調査（①②）は年齢が高いほど回収率が高くなる．一方，インターネット調査（③④

⑤）では，先述のとおり 50 代のモニター数は少なかったが（表 4），回収率については他の

年代と大きな差はない． 
割付に対する回収数を見てみる．モニター調査に関しては，ほぼすべてのセルで目標数

に達しており，郵送でもインターネットでも，通常調査の経験値から回収数をかなりコン

トロールできることがわかる．一方，郵送ランダム調査は，女性 50 代のセル以外のすべて

のセルで目標数に達成していない． 
 

                                                  
3 「セル」とは，10 歳刻みの「年代×性別×エリア」で区別した回答者の集団をさす． 
4 郵送ランダム，郵送モニター調査を同一の会社に依頼し，封筒や調査票の形状や色，発送や催促のタイミングなどの

方法など，可能な限り条件を統一することに注力した． 
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表 5 回収状況（男女年代別） 
 
 
 

 
 

割付
サンプル

発送数
配信/割
付

回収数 回収率
宛先不
明戻り数

発送数
配信/割
付

回収数 回収率 配信数
配信/割
付

回収数 回収率 配信数
配信/割
付

回収数 回収率 配信数
配信/割
付

回収数 回収率

男性20代 129 441 3.4 59 13.4% 11 174 1.3 130 74.7% 411 3.2 157 38.2% 263 2.0 192 73.0% 3870 30.0 129 3.3%
男性30代 150 518 3.5 79 15.3% 7 199 1.3 173 86.9% 380 2.5 178 46.8% 302 2.0 222 73.5% 4500 30.0 302 6.7%
男性40代 114 394 3.5 91 23.1% 5 153 1.3 135 88.2% 337 3.0 142 42.1% 216 1.9 168 77.8% 3420 30.0 271 7.9%

121 419 3.5 106 25.3% 4 162 1.3 144 88.9% 266 2.2 142 53.4% 238 2.0 176 73.9% 3630 30.0 224 6.2%
120 413 3.4 91 22.0% 7 161 1.3 116 72.0% 356 3.0 149 41.9% 247 2.1 181 73.3% 3600 30.0 166 4.6%
142 494 3.5 105 21.3% 3 191 1.3 154 80.6% 387 2.7 173 44.7% 293 2.1 210 71.7% 4260 30.0 346 8.1%
106 362 3.4 87 24.0% 9 142 1.3 120 84.5% 281 2.7 121 43.1% 220 2.1 159 72.3% 3180 30.0 325 10.2%
118 411 3.5 135 32.8% 2 158 1.3 136 86.1% 248 2.1 139 56.0% 226 1.9 164 72.6% 3535 30.0 325 9.2%

1000 3452 753 21.8% 1340 1108 82.7% 2666 1201 45.0% 2005 1472 73.4% 29995 2088 7.0%

④WEBモニターB①

男性50代
女性20代
女性30代
女性40代
女性50代
合計

郵送ランダム（宛先不明戻り分を除く） ③WEBモニターA ⑤WEBモニターC②郵送モニター

 
 
1.5 設問・調査票 
 調査結果の比較検討を行うため，おもに従来型の調査手法による既存調査の設問を抜粋

した（表 6）．また，設問数が多すぎることで回収率が下がることを避けるため，分析に必

要な最低限の設問数（A3 版の表裏に収まる数）だけ採用した【調査票，各インターネット

調査画面―付属資料Ⅲ】． 
 
（１） 生活意識に関する設問 
総務省「就業構造基本調査」（2007 年：層化二段無作為抽出法，訪問面接）より，一部 

の設問を抜粋した． 
（２） 就業状況・就業意識などについての設問 
株式会社リクルート「ワーキングパーソン調査」（2006 年：エリアサンプリング，訪問留

め置き）と，「日本版 General Social Survey」（2007 年：層化二段無作為抽出法，面接留

め置き）より，一部の設問を抜粋した． 
（３）政治意識に関する設問 
財団法人明るい選挙推進協会「参議院議員通常選挙についての意識調査」（2007 年：層化 

二段無作為抽出法，訪問面接）より，一部の設問を抜粋した． 
（４）調査の協力意向・インターネット利用状況・モニター調査登録状況についての設問 
総務省「平成 18 年通信利用動向調査」（2006 年：層化二段無作為抽出法，郵送調査），

独立行政法人労働政策研究・研修機構「日本人の働き方調査」（2005 年：層化二段無作為抽

出法，訪問留め置き）より，一部の設問を抜粋した． 
（５） 基本属性についての設問 
「日本版 General Social Survey」（2007 年：層化二段無作為抽出法，面接留め置き） 

と，株式会社リクルート「ワーキングパーソン調査」（2006 年：エリアサンプリング，訪問

留め置き）より，一部の設問を抜粋した． 
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表 6 抜粋した設問の今回の郵送調査票の設問番号 

　（参考）既存調査名〔実施主体〕

　⑥就業構造基本調査07〔総務省〕 　Q1、Q2、Q9、SQ9‐A1・A2・A3・A4、SQ9‐B、Q16

　⑦ワーキングパーソン調査06〔リクルート〕 　SQ9‐A5・A6、Q11

　⑧日本版General Social Survey07 　Ｑ5、Ｑ6、Ｑ8

　⑨参議院議員通常選挙についての意識調査07〔明るい選挙推進協会〕 　Ｑ3、SQ3-1・3、Ｑ7

　⑩平成18年通信利用動向調査〔総務省〕 　Ｑ14

　⑪日本人の働き方調査〔労働政策研究・研修機構〕 　Ｑ15、ＳＱ15-1・2

郵送調査の設問番号

 
 
 
2．クロス集計 
2.1 クロス集計による検証 
全体と男女別で，5 つの調査手法との全設問のクロス集計を作成した【付属資料Ⅳ】．以

下，特徴を列挙する． 
 

（１）基本属性の比較 
郵送，インターネット調査ともにモニター回答者の学歴が高い傾向がある（Q16）5．イ

ンターネットモニター調査回答者の未婚率が郵送調査に比べて高い（Q1）． 
  
（２）生活意識の比較 
年金制度に対する信頼（Q4），所得税の高低感（Q5），人への信頼（Q8－2）で，インタ

ーネットモニター調査の回答が批判的で，次に郵送モニター，郵送ランダムの順で肯定的

になる傾向がある．日本社会階級での自分の位置づけ（Q8－3）はインターネットモニター

調査のなかでも懸賞メーリングリストで「中の下」「下」が高く（計 51.3％），インターネ

ット専属モニター，郵送モニターの順でその割合は下がり，郵送ランダムでは 47.5％が「中

の中」と回答している． 
 

（３）就業状況の比較 
全体では男性の 9 割弱，女性の半数弱が仕事をおもにしていると回答している（Q9）．調

査手法で比較すると，郵送調査に比べ，インターネットモニターの女性の回答者は，「仕事

をおもにしている」割合，「家事をおもにしている」割合がともに高い傾向があり，郵送調

査は，「家事がおもで仕事もしている」という回答がインターネットモニターより高い． 
ふだん働いている人の就業形態を見ていく．就業形態については，雇用者・自営といっ

た従業上の地位区分と，雇用者については勤務先での呼称という 2 つの調査設問から比較

する．郵送ランダム回答者は，ほかに比べて，常雇（期間の定めのない雇用者）の割合が

                                                  
5本多・本川（2005）のモニター調査回答者が，従来型調査回答者と比較して，中卒，高卒が少なく，大卒

が多いという結果と整合的である． 
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低い．インターネットモニター回答者の自営業（雇用人なし）の割合が高い（SQ9－A1）．
勤務先での呼称は，女性の郵送モニター回答者のパートタイマーの割合（34.3％）が女性全

体（27.5％）と比較して高い．１週間の就業時間（SQ9－A2）は，男性では郵送ランダム

回答者が最も長い傾向があり，郵送モニター，インターネットモニター調査の順に短くな

る一方，女性ではインターネットモニター調査回答者のほうが，長い傾向がある．収入（SQ9
－A3）も，男性では郵送ランダムが高い傾向があり，郵送モニター，インターネットモニ

ター調査の順に低くなるが，インターネットモニター調査の中でも懸賞メーリングリスト

は最も低い．女性は，インターネットモニター調査回答者のほうが，収入が高い傾向があ

る．職種（SQ9－A4）は，全調査とも分散していることに変わりはないが，郵送調査が営

業・販売職，サービス職の割合が比較的に高く，インターネットモニター調査が専門・技

術的職業，女性のインターネットモニター回答者は事務職の割合が高くなる．退職経験

（Q11）は，WEB モニターA，WEB モニターC で多い傾向があり，退職経験者の退職回数

は郵送ランダムが最も少なく，郵送モニター，インターネットモニター調査の順で多くな

る傾向がある． 
ふだん仕事をしていないひとで，「収入になる仕事をしたいと思っている」という回答率

は，インターネットモニター調査のほうが高く，次に郵送モニター，郵送ランダムの順で

低くなる（SQ9－B）． 
 

（４）就業意識の比較 
仕事満足度（SQ9－A5）は，インターネットモニター調査回答者が低い傾向がある．働

く理由（SQ9－A6）については，郵送ランダム回答者に前向きな回答率が高く，次に郵送

モニター，インターネットモニター調査の順で，後ろ向きの回答率が高くなる傾向がある．

例えば，「視野を広げるため」を働く理由として「あてはまる」と回答した率が，郵送ラン

ダム（26.0％），郵送モニター（20.0％），インターネットモニター調査（17％前後）であ

る一方，「他にやることがないから」に「あてはまらない」と回答した率は，郵送ランダム

が最も高く（41.8％），郵送モニター（36.6％），インターネットモニター調査と低くなる． 
 

（５）政治意識の比較 
07 年 7 月 29 日の参議院選挙で，選挙区，比例代表のどちらも投票しなかった割合が，

インターネットモニター調査で比較的に高い（Q3）．投票の際，重視した問題（SQ3－2）
は，「政治とカネの問題」と回答した率が，インターネットモニター調査で比較的に高い．

投票した政党（SQ3－3）として，「民主党」の回答率がインターネット調査で比較的に高

く，支持政党は「支持政党なし」と，「民主党」の回答率が同じくインターネットモニター

調査で比較的に高い（Q7）6． 
 

                                                  
6 前田・大隈（2006）のウェブパネル回答者が郵送パネル回答者よりも民主党支持が少し高いという結果

と整合的である． 
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（６）調査協力意向・インターネット利用状況・モニター調査登録状況などの比較 
どこが実施している調査なら回答するか（Q12）は，回答者全体では「国や都道府県など

の自治体」「大学や公的な研究機関」は高い．一方，「マスコミ」，「民間調査会社」は，郵

送ランダム回答者の協力意向度が比較的低く（40％以下）差が開いた．ただし，この結果

には今回の調査が郵送ランダム調査のみ，調査主体名を東京大学と表記していることが影

響している可能性があるので，注意が必要である． 
つぎに調査手法による協力意向度を見る．今回の調査は郵送とインターネット調査によ

る回答であるので，各回答者のそれぞれの調査手法に対する協力意向度が高いのは当然だ

が，注目すべきは，インターネットモニター調査回答者でも郵送調査への協力意向度が高

いこと（WEBモニターAから順に 70.4％，80.1％，62.6％）だろう．一方，郵送調査回答

者のインターネット調査協力意向度は，郵送ランダムが 39.7％，郵送モニターで 60.1％で

ある．郵送ランダム回答者にはインターネットでの調査可能性が一見低いように思われる

が，郵送ランダム回答者のほかの手法への意向度と比較すると，「訪問面接」5.6％，「留め

置き」18.9％，「電話」9.7％と，実は，インターネット調査は比較的可能性が高い手法であ

ることがわかる．また，モニターの調査手法による協力意向度に注目すると，郵送とイン

ターネット以外は協力意向度が低く，従来調査の訪問面接や留め置き法では，回答者とし

て取り込めていない層である可能性がある（Q13）7． 
１年間のインターネット利用経験（Q14）は，郵送調査でも 9 割前後が利用していると回

答している．民間調査会社登録状況（Q15）は，郵送ランダム回答者では 14.5％だが，「登

録していないが登録してもよい」という回答が 30.5％であり，「登録するつもりがない」も

54.2％と過半数を超すものの，今後の可能性が感じられる．一方，懸賞メーリングリストの

WEB モニターC は，「登録している」という回答率が 67.5％で，回答者に登録モニターで

あるという意識は専属モニター調査に比べて低いことが確認された． 
 
2.2 クロス集計による比較の要約 

5 つの調査のうち，3 つのインターネットモニター調査は，運営する調査会社，モニター

の特徴（専属モニターか，懸賞メーリングリストか），調査回収方法（回収後無作為抽出か，

先着順受付か）など異なるものだが，残り 2 つの郵送調査と比べると回答の傾向に大きな

違いはなかった8．詳細に目をつぶると，郵送ランダムとインターネットモニター調査の回

答の間に，郵送モニターの回答が位置する傾向が見られた． 
個人属性は，郵送調査と比べて，インターネットモニター調査で学歴が高めで，未婚率

が高いこと，自営業（雇用人なし）が多いこと，職種が専門・技術的職業が多いこと（女

                                                  
7 日本マーケティング・リサーチ協会（2005）でも，モニターが訪問面接，留め置き，電話のいずれにお

いても協力意向が低く（順に 8％，15％，23％），調査員が介在する他記式を好まない傾向があることを指

摘している． 
8 本多・本川（2005）の確率抽出訪問面接調査とモニター調査（インターネット 4 種，郵送 1 種）の比較

分析，松田（2006）の郵送調査とインターネットモニター調査（2 社）の比較分析でも，インターネット

モニター調査は，調査会社間で回答傾向に大きな差はみられなかった． 
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性は事務職も多い），労働時間は男性が短く，女性が長いこと，給与は男性が低めで女性が

高いこと，退職経験率が高く，回数も多いことが確認された． 
意識設問では，郵送ランダムに比べてインターネットモニター調査で批判的で，間に郵

送モニターの回答が位置するという傾向が見られた． 
調査協力意向度の設問からは，従来型の調査手法（訪問面接，訪問留置調査）への意向

度が低いことが確認された．今回の郵送調査，インターネットモニター調査の回答者が，

従来型の調査でとりこめていない可能性もあり，代表性が高いとされている従来型の調査

手法の限界を再認識させられた．どの調査手法を選択しても，調査をすれば必ず誤差は発

生する．従来型の調査手法の回収率低下が進むなかで，もはやその回答を基準として補正

するという方法にも限界があるだろう．調査実施者は，調査手法によりどのような偏りが

発生するか注意したうえでデータを読むことが，ますます重要になってくるであろう． 
郵送ランダムと郵送モニターの回答を比較することで，ランダムとモニターの違いによ

り発生する回答の偏り（サンプリング効果）の影響をみようとしたが，結果的には郵送ラ

ンダム調査の回収率が低かったことで，その枠組みでの単純比較には限界があるといわざ

るをえない．続く分析編では，さまざまな条件をコントロールした上で，モニターによる

効果が分析されている．また，代表性が高いデータと比較することで，各調査の回答の偏

りについて検証されている． 
 
【文献】 
日本マーケティング・リサーチ協会，2005，『平成 16 年度調査研究委員会報告書 テーマ

2．マルチモード調査の有効性検証』（社）日本マーケティング・リサーチ協会． 
林英夫，2006，『郵送調査法〔増補版〕』関西大学出版部．  
本多則惠，2006a，「調査法が調査結果に与える影響について―インターネット調査，モニ

ター型調査の特性―」『日本人の働き方とセーフティネットに関する研究―予備分析』

（JILPT 資料シリーズ No.14）：129-197，労働政策研究・研修機構． 
―，2006b，「インターネット調査・モニター調査の特質―モニター型インターネッ

ト調査を活用するための課題―」『日本労働研究雑誌』551：32-41．  
―・本川明，2005，『インターネット調査は社会調査に利用できるか―実験調査によ

る検証結果―』（労働政策研究報告書 No.17）労働政策研究・研修機構．  
前田忠彦，2005，「郵送調査法の特徴に関する一研究―面接調査法との比較を中心として―」
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―・大隅昇，2006，「自記式調査における実査方式間の比較研究」『ESTRELA』143． 
松田映二，2006，「世論調査報告 長野県知事選挙（2006 年 7～8 月）郵送・インターネッ

ト比較調査で世論調査の可能性を探る」『朝日総研リポート』198．  
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第２章 各調査回答者の属性分布 

―就業構造基本調査（東京都・平成 14 年度）との比較― 

 
本多則惠 

 

１．分析の趣旨・目的 

  

代表性が高い調査である就業構造基本調査（総務省）と、実験調査５種の結果を属性

（性、年齢、学歴、就業状態、雇用形態）に着目して比較する。これにより、無作為抽

出サンプル・郵送調査、モニター・郵送調査、モニター・インターネット調査といった

調査法の違いと回答者の属性分布の関係を把握する。 

 

〔各調査名の表記と概要〕 

 

「就調 14」：「平成 14 年就業構造基本調査」から、実験調査の調査対象者と同じ「東京都在住」「20

歳～59 歳」の者の分のみを集計したもの。 

「郵送ランダム」：無作為抽出サンプル・郵送調査 

「郵送モニター」：モニター・郵送調査（インテージ） 

「web モニターＡ」：モニター・インターネット調査（インテージ(yahoo リサーチ)） 

「web モニターＢ」：モニター・インターネット調査（マクロミル） 

「web モニターＣ」：モニター・インターネット調査（エルゴブレインズ） 

 

＊以下の図表では、。就調 14 と比較して±5%ポイント以上の差があるセルをマーキング

している。 

＊図表中、空白のセルは 0.0％を意味している。 
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２．分析結果 1 

 

(1) 性、年齢 

 

・ 回答者の性別、年齢別の構成は、web モニター調査３種と就調 14 では大きな違いはない。 

・ 郵送ランダム調査は、男性の比率が低い。また、20 代、30 代が少なく、50 代が多い。 

 
 調査名 と 性別 のｸﾛｽ表 

（単位：人、％）  

 人数 男性 女性 合計

就調 14 7,219,300 51.4 48.6 100.0

（割付） － 51.4 48.6 100.0 

郵送ランダム 753 44.5 55.5 100.0 

郵送モニター 986 51.7 48.3 100.0 

webモニターＡ 1000 51.4 48.6 100.0 

webモニターＢ 1000 51.4 48.6 100.0 

webモニターC 984 50.7 49.3 100.0 

 

 調査名 と 年代 のｸﾛｽ表 

                                                  （単位：％）  

 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 不明 

就調 14 27.5 27.9 20.4 24.1 － 

（割付） 25.2 29.4 22.2 23.2 － 

郵送ランダム 19.9 24.4 23.6 32.0 0.0 

郵送モニター 24.1 29.5 22.2 24.1 0.0 

webモニターＡ 24.9 29.2 22.0 23.9 0.0 

webモニターＢ 24.1 29.4 22.3 24.2 0.0 

webモニターC 24.0 29.1 22.6 23.8 0.6 

 
 

                                                  
1 分析対象となる項目について無回答の者は、各項目についての集計から除外した。 
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(2) 学歴 

 

・ 実験調査５種はすべて、就調 14 よりも「大学･大学院卒」の比率が大幅に高い。性別、

年代別の各層においても同様の傾向である。若年層ほどインターネット利用は浸透して

いるものと思われるが、ネットモニターは高学歴が多い特徴は若年層でも高年層でも変

わらない。 

・ 実験調査５種のなかでは、郵送ランダムの回答者の学歴がやや低い。 

 
 調査名 と 学歴 のｸﾛｽ表 

（単位：％）  

  
小学・ 
中学 

高校・ 
旧制中 

短大・高専・
専門学校 

大学・ 
大学院 合計  

調査名 就調14 7.2 35.1 20.9 36.7 100.0 

  郵送ランダム 3.1 24.6 27.0 45.3 100.0 

  郵送モニター 1.8 20.2 23.3 54.7 100.0 

  webモニターＡ 1.8 18.5 24.9 54.8 100.0 

  webモニターＢ .8 18.3 24.6 56.3 100.0 

  webモニターC 1.4 23.3 25.3 50.0 100.0 

（注） 「短大・高専・専門学校」については、就調14では、選択肢は「短大・高専」である。（なお、「専門学校」は選

択肢には明示されていないが、調査票設計上では、「短大・高専」に「専門学校」が含まれるものとされている。   

統計審議会  答申 参照。） 

 
 調査名 と 学歴 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                     （単位：％）  

  
小学・ 
中学 

高校・ 
旧制中 

短大・高専・
専門学校 

大学・ 
大学院 合計  

男 就調14 8.2 33.2 10.5 48.1 100.0 

  郵送ランダム 3.9 20.6 10.9 64.5 100.0 

  郵送モニター 1.6 17.8 10.6 70.1 100.0 

  webモニターＡ 2.1 17.3 15.4 65.2 100.0 

  webモニターＢ 0.6 13.6 14.0 71.8 100.0 

  webモニターC 1.6 20.0 17.0 61.4 100.0 

女 就調14 6.1 37.2 32.0 24.8 100.0 

  郵送ランダム 2.5 27.8 40.2 29.5 100.0 

  郵送モニター 1.9 22.9 37.0 38.2 100.0 

  webモニターＡ 1.4 19.8 35.0 43.8 100.0 

  webモニターＢ 1.0 23.3 35.8 39.9 100.0 

  webモニターC 1.2 26.7 33.7 38.3 100.0 
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調査名 と 学歴 と 年代 のｸﾛｽ表 

                                                       （単位：％）  

 
小学・ 
中学 

高校・ 
旧制中 

短大・高専・
専門学校 

大学・ 
大学院 合計  

20代 就調14 3.9 24.5 24.9 46.6 100.0 

  郵送ランダム 2.0 9.4 33.6 55.0 100.0 

  郵送モニター 1.3 7.7 14.6 76.4 100.0 

  webモニターＡ 2.8 13.7 19.3 64.3 100.0 

  webモニターＢ .8 12.9 20.3 66.0 100.0 

  webモニターC 1.3 14.4 23.7 60.6 100.0 

30代 就調14 4.3 34.0 25.1 36.6 100.0 

  郵送ランダム 1.7 22.7 27.3 48.3 100.0 

  郵送モニター 1.7 19.9 25.9 52.4 100.0 

  webモニターＡ 2.4 19.9 31.8 45.9 100.0 

  webモニターＢ 1.0 16.3 32.0 50.7 100.0 

  webモニターC 2.8 21.7 26.2 49.3 100.0 

40代 就調14 5.6 38.3 19.8 36.3 100.0 

  郵送ランダム 2.3 27.3 25.0 45.3 100.0 

  郵送モニター .9 24.7 27.9 46.5 100.0 

  webモニターＡ 1.4 20.5 26.4 51.8 100.0 

  webモニターＢ .4 26.0 20.2 53.4 100.0 

  webモニターC .9 28.8 26.1 44.1 100.0 

50代 就調14 15.6 45.8 12.6 26.0 100.0 

  郵送ランダム 5.5 33.5 24.2 36.9 100.0 

  郵送モニター 3.0 28.9 24.7 43.4 100.0 

  webモニターＡ .4 20.1 20.9 58.6 100.0 

  webモニターＢ .8 19.0 24.0 56.2 100.0 

  webモニターC .4 29.1 24.8 45.7 100.0 
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調査名 と 学歴 と 年代 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                （単位：％）  

 

小学・中学
高校・旧制

中 
短大・高専・
専門学校 

大学・大学
院 

男 就調14 5.0 26.9 13.7 54.4 

 郵送ランダム 3.4 8.5 18.6 69.5 

 郵送モニター .0 6.5 8.9 84.7 

 webモニターＡ 3.1 14.7 13.2 69.0 

 webモニターＢ .0 9.7 12.1 78.2 

 

20代 
  
  
  
  

webモニターC 1.7 11.3 18.3 68.7 

 就調14 5.4 34.8 12.7 47.1 
 郵送ランダム 1.3 17.9 12.8 67.9 

 郵送モニター 1.4 20.4 10.9 67.3 

 webモニターＡ 3.3 19.3 22.7 54.7 

 webモニターＢ .0 11.8 22.9 65.4 

 

30代 
  
  
  
  

webモニターC 3.4 19.0 19.7 57.8 

 就調14 7.3 33.8 8.6 50.3 

 郵送ランダム 3.4 25.0 6.8 64.8 
 郵送モニター .9 16.2 15.3 67.6 

 webモニターＡ 1.8 20.2 16.7 61.4 

 webモニターＢ .9 17.7 10.6 70.8 

 

40代 
  
  
  
  

webモニターC .9 25.7 12.4 61.1 

 就調14 16.3 38.1 5.9 39.8 

 郵送ランダム 6.7 25.7 8.6 59.0 

 郵送モニター 4.2 27.7 7.6 60.5 
 webモニターＡ .0 14.9 7.4 77.7 

 webモニターＢ 1.6 16.1 8.1 74.2 

 

50代 
  
  
  
  

webモニターC .0 24.2 16.7 59.2 

女 就調14 2.8 21.9 37.0 38.2 

 郵送ランダム 1.1 10.0 43.3 45.6 

 郵送モニター 2.8 9.2 21.1 67.0 

 webモニターＡ 2.5 12.5 25.8 59.2 

 webモニターＢ 1.7 16.2 29.1 53.0 

 

20代 
  
  
  
  

webモニターC .8 17.4 28.9 52.9 

 就調14 3.2 33.1 38.4 25.2 
 郵送ランダム 2.0 26.5 38.8 32.7 

 郵送モニター 2.2 19.4 41.7 36.7 

 webモニターＡ 1.4 20.4 41.5 36.6 

 webモニターＢ 2.1 21.3 41.8 34.8 

 

30代 
  
  
  
  

webモニターC 2.2 24.5 33.1 40.3 

 就調14 3.8 43.0 31.8 21.5 

 郵送ランダム 1.2 29.8 44.0 25.0 
 郵送モニター 1.0 33.7 41.3 24.0 

 webモニターＡ .9 20.8 36.8 41.5 

 webモニターＢ 34.5 30.0 35.5 

 

40代 
  
  
  
  

webモニターC .9 32.1 40.4 26.6 

 50代 就調14 14.9 53.5 19.3 12.2 
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 郵送ランダム 4.6 39.7 36.6 19.1 

 郵送モニター 1.7 30.2 42.2 25.9 
 webモニターＡ .8 25.4 34.7 39.0 

 webモニターＢ .0 22.0 40.7 37.3 

 

  
  
  
  

webモニターC .9 34.2 33.3 31.6 
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(3) 就労状態 

 

・ 回答者全体で見ると、郵送ランダム、郵送モニターでは「家事が主、仕事が従」が就調

14 よりやや多いが、全体としてそれほど大きな乖離はない。（ただし、カイ２乗検定（適

合度検定、独立性検定）では、どの実験調査も就調 14 とは有意な差があった。） 

・ 性別に見ると、男性は、どの実験調査でも就調 14 に比べて「仕事が主」の割合が３～

４％ポイント高い。女性は、就調 14 と比較すると、郵送ランダムと郵送モニターはと

もに、「家事が主、仕事が従」が多く「家事」が少ないのが特徴である。web モニターA、

web モニターBは就調 14 と大きな違いはない。web モニターCは「仕事が主」が多く、「家

事」が少ない。 

・ 年代別にみると、郵送ランダム、郵送モニターは 20 代で「仕事が主」が少なく、「通学

が主、仕事が従」が多い。 

 
調査名 と 就労状況 のｸﾛｽ表 

                                                                （単位：％）  

 仕事が主 

家 事 が
主 、 仕 事
が従 

通 学 が
主 、 仕 事
が従 

家事通学
以外が主

、仕事が従 家事 通学 その他 合計 

就調14 64.9 8.9 1.8 .6 14.0 4.5 5.2 100.0

郵送ランダム 64.5 13.9 3.4 .7 12.1 3.5 2.0 100.0

郵送モニター 65.4 12.7 4.2 .8 11.2 4.4 1.3 100.0
webモニターＡ 67.6 9.7 2.0 1.4 13.1 4.0 2.2 100.0

webモニターＢ 65.9 9.1 1.5 1.4 16.2 4.4 1.5 100.0

 

webモニターC 68.8 9.6 2.1 1.6 11.1 2.8 3.9 100.0
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調査名 と 就労状況 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                                 （単位：％）  

 
仕事が
主 

家 事 が
主 、 仕 事
が従 

通 学 が
主 、 仕 事
が従 

家事通学 
以外が主、
仕事が従 家事 通学 その他 合計 

就調14 84.9 .2 1.9 .4 .5 5.2 6.8 100.0

郵送ランダム 88.4 3.5 .6 .3 4.1 3.1 100.0

郵送モニター 87.4 .4 5.2 .4 .2 4.4 2.0 100.0

webモニターＡ 88.9 .4 1.6 1.2 .8 5.1 2.1 100.0

webモニターＢ 88.3 1.2 1.6 1.2 1.2 5.3 1.4 100.0

男 
  
  
  
  

webモニターC 87.3 1.4 2.2 .8 1.2 3.6 3.4 100.0

就調14 43.8 18.0 1.7 .8 28.4 3.7 3.5 100.0

郵送ランダム 45.3 25.1 3.3 .8 21.5 3.0 1.0 100.0

郵送モニター 41.7 25.9 3.0 1.3 23.1 4.3 .6 100.0
webモニターＡ 45.1 19.5 2.5 1.6 26.1 2.9 2.3 100.0

webモニターＢ 42.2 17.5 1.4 1.6 32.1 3.5 1.6 100.0

女 

webモニターC 49.9 18.0 2.1 2.5 21.3 1.9 4.3 100.0

 

調査名 と 就労状況 と 年代 のｸﾛｽ表 

                                                                 （単位：％）  

 
仕事が
主 

家 事 が
主 、 仕 事
が従 

通 学 が
主 、 仕 事
が従 

家事通学 
以外が主、
仕事が従 家事 通学 その他 合計 

就調14 61.5 2.4 6.2 1.0 6.8 15.6 6.5 100.0

郵送ランダム 63.4 15.5 4.2 16.2 .7 100.0

郵送モニター 57.6 5.1 15.7 .4 3.0 16.5 1.7 100.0

webモニターＡ 62.2 2.4 7.2 1.2 7.6 15.7 3.6 100.0

webモニターＢ 59.3 3.7 6.2 1.2 10.8 17.0 1.7 100.0

20
代 
  
  
  
  

webモニターC 62.3 5.9 8.5 1.3 8.1 10.6 3.4 100.0

就調14 68.7 7.7 .3 .4 17.7 .6 4.5 100.0
郵送ランダム 67.0 13.1 18.2 .6 1.1 100.0

郵送モニター 69.6 11.7 .7 .4 16.3 1.1 .4 100.0

webモニターＡ 71.6 9.6 .7 1.4 15.8 .3 .7 100.0

webモニターＢ 71.4 8.5 1.0 16.3 1.0 1.7 100.0

30
代 
  
  
  
  

webモニターC 72.4 9.1 .3 1.0 14.0 .3 2.8 100.0

就調14 66.1 14.1 .1 .5 15.5 .1 3.7 100.0

郵送ランダム 69.3 17.5 .6 12.0  .6 100.0
郵送モニター 69.0 20.0 .5 1.0 8.1  1.4 100.0

webモニターＡ 70.9 15.0 2.3 11.8  100.0

webモニターＢ 68.6 13.0 .4 17.0  .9 100.0

40
代 
  
  
  
  

webモニターC 73.9 10.4 2.3 10.4 .5 2.7 100.0

就調14 63.4 13.2 .0 .5 16.8 .1 6.0 100.0

郵送ランダム 59.8 20.5 .4 2.2 12.2 .4 4.4 100.0

郵送モニター 65.0 15.0 1.7 16.2  2.1 100.0
webモニターＡ 65.3 12.6 .8 16.7  4.6 100.0

50
代 
  
  
  
  webモニターＢ 63.2 11.6 2.9 20.7  1.7 100.0
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 webモニターC 66.2 13.2 2.1 11.5  6.8 100.0

 
 

調査名 と 就労状況 と 性・年代 のｸﾛｽ表 

                                                                （単位：％）  

 
仕事が
主 

家 事 が
主 、 仕 事
が従 

通 学 が
主 、 仕 事
が従 

家事通学 
以外が主、
仕事が従 家事 通学 その他 合計 

男    

就調14 66.4 .1 6.3 1.1 .5 18.0 7.7 100.0

郵送ランダム 58.9 19.6 21.4 100.0

郵送モニター 60.3 .8 18.3 .8 17.5 2.4 100.0

webモニターＡ 66.7 5.4 .8 3.1 20.2 3.9 100.0

webモニターＢ 66.1 .8 6.5 1.6 1.6 21.8 1.6 100.0

20
代 
  
  
  
  

webモニターC 67.0 .9 8.7 2.6 1.7 14.8 4.3 100.0

就調14 92.3 .1 .4 .3 .4 .8 5.7 100.0
郵送ランダム 96.1 1.3 1.3 1.3 100.0

郵送モニター 98.0 1.3 .7  100.0

webモニターＡ 96.0 1.3 .7 1.3  .7 100.0

webモニターＢ 93.5 2.0 1.3 1.3  2.0 100.0

30
代 
  
  
  
  

webモニターC 93.9 1.4 .7 1.4  2.7 100.0

就調14 93.8 .4 .2 .1 .4 .0 5.1 100.0

郵送ランダム 98.8  1.2 100.0
郵送モニター 97.2 .9  1.9 100.0

webモニターＡ 98.2 1.8  100.0

webモニターＢ 98.2 .9 .9  100.0

40
代 
  
  
  
  

webモニターC 94.7 1.8 .9 .9 1.8 100.0

就調14 90.0 .4 .1 .1 .7 .1 8.7 100.0

郵送ランダム 90.0 2.0  8.0 100.0

郵送モニター 94.1 .8 .8  4.2 100.0
webモニターＡ 95.0 .8  4.1 100.0

webモニターＢ 95.2 .8 1.6 .8  1.6 100.0

50
代 
  
  
  
  

webモニターC 91.7 1.7 1.7  5.0 100.0

女    

就調14 56.3 4.9 6.1 .9 13.7 13.0 5.1 100.0

郵送ランダム 66.3 12.8 7.0 12.8 1.2 100.0

郵送モニター 54.5 10.0 12.7 6.4 15.5 .9 100.0

webモニターＡ 57.5 5.0 9.2 1.7 12.5 10.8 3.3 100.0

webモニターＢ 52.1 6.8 6.0 .9 20.5 12.0 1.7 100.0

20
代 
  
  
  
  

webモニターC 57.9 10.7 8.3 14.0 6.6 2.5 100.0

就調14 43.4 15.9 .2 .6 36.3 .4 3.2 100.0
郵送ランダム 44.4 23.2 31.3  1.0 100.0

郵送モニター 38.1 24.6 34.3 2.2 .7 100.0

webモニターＡ 45.8 18.3 .7 1.4 32.4 .7 .7 100.0

30
代 
  
  
  
  webモニターＢ 47.5 15.6 .7 32.6 2.1 1.4 100.0
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 webモニターC 49.6 17.3 2.2 27.3 .7 2.9 100.0

就調14 36.8 28.5 .1 .9 31.4 .1 2.2 100.0

郵送ランダム 38.3 35.8 1.2 24.7  100.0
郵送モニター 39.8 40.8 1.9 16.5  1.0 100.0

webモニターＡ 41.5 31.1 2.8 24.5  100.0

webモニターＢ 38.2 25.5 .9 33.6  1.8 100.0

40
代 
  
  
  
  

webモニターC 52.3 19.3 3.7 21.1  3.7 100.0

就調14 36.6 26.2 .9 33.0 .0 3.3 100.0

郵送ランダム 36.4 36.4 .8 2.3 21.7 .8 1.6 100.0

郵送モニター 35.3 29.3 3.4 31.9  100.0
webモニターＡ 34.7 25.4 .8 33.9  5.1 100.0

webモニターＢ 29.7 22.9 4.2 41.5  1.7 100.0

50
代 
  
  
  
  

webモニターC 39.5 25.4 4.4 21.9  8.8 100.0
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  (4) 就労形態 

 

・ 就労している者について、就労形態別の構成比を見ると、全体では就調 14 と実験調査

に大きな差は見られない。 

・ 性別にみると、郵送ランダム、webB、webC は女性の常雇が少なく自営業主が多い。 

・ 年代が高い層では、実験調査は就調 14 よりも役員が少なく、自営業主が多い。 

 

調査名 と 就労形態 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

  常雇 臨時雇 日雇 
会社などの

役員 
自営業

主 
家族 

従業者 
 

合計 

就調14 72.8 9.3 1.9 6.4 7.4 2.3 100.0

郵送ランダム 69.1 11.4 1.6 3.7 11.0 3.1 100.0

郵送モニター 77.0 9.3 .6 2.6 8.3 2.2 100.0

webモニターＡ 71.6 9.3 1.6 3.5 11.6 2.4 100.0

webモニターＢ 69.8 8.9 1.4 3.6 13.9 2.4 100.0

webモニターC 66.3 10.6 1.4 3.4 16.0 2.4 100.0

 

調査名 と 就労形態 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

 常雇 臨時雇 日雇 
会社など
の役員 自営業主 

家族 
従業者 合計  

男  就調14 76.1 4.1 1.5 8.3 9.0 .9 100.0

   郵送ランダム 76.7 4.7 .8 5.0 11.6 1.2 100.0

   郵送モニター 81.2 4.8 .5 3.3 9.0 1.2 100.0

   webモニターＡ 76.7 4.0 .6 4.2 14.2 .2 100.0

   webモニターＢ 74.7 4.9 1.7 5.3 12.7 .8 100.0

   webモニターC 70.9 5.3 .9 4.4 17.4 1.1 100.0

女  就調14 67.9 16.8 2.4 3.7 5.1 4.2 100.0

   郵送ランダム 61.2 18.4 2.4 2.4 10.4 5.2 100.0

    郵送モニター 70.7 16.3 .7 1.4 7.2 3.6 100.0

    webモニターＡ 64.4 16.8 3.0 2.4 8.1 5.4 100.0

    webモニターＢ 62.3 15.1 1.0 1.0 15.7 4.9 100.0

    webモニターC 60.3 17.4 2.0 2.0 14.3 4.0 100.0
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調査名 と 就労形態 と 年代 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

 常雇 臨時雇 日雇 
会社など
の役員 自営業主 

家族 
従業者   

20代  就調14 80.8 13.3 2.3 .8 1.8 1.1 100.0

   郵送ランダム 81.1 14.2 .9  1.9 1.9 100.0

   郵送モニター 80.7 13.7 2.5 .6 1.9 .6 100.0

   webモニターＡ 80.2 12.6 2.2  3.8 1.1 100.0

   webモニターＢ 80.0 12.4 1.8 1.8 3.5 .6 100.0

   webモニターC 72.8 19.0 1.1 1.6 4.3 1.1 100.0

30代 就調14 79.3 6.5 1.3 4.0 6.7 2.2 100.0

  郵送ランダム 79.2 9.6 .8 1.6 5.6 3.2 100.0

  郵送モニター 84.2 6.5 2.3 5.1 1.9 100.0

  webモニターＡ 80.7 6.2 1.6 2.5 7.0 2.1 100.0

  webモニターＢ 69.3 10.1 1.7 2.5 13.9 2.5 100.0

  

 

webモニターC 75.5 6.3 .8 2.1 11.0 4.2 100.0

40代  就調14 70.3 8.6 1.7 8.7 8.7 2.0 100.0

   郵送ランダム 68.3 7.3 1.6 4.1 16.3 2.4 100.0

   郵送モニター 72.1 10.9  3.6 9.7 3.6 100.0

   webモニターＡ 66.0 9.8 1.0 4.6 14.9 3.6 100.0

   webモニターＢ 70.5 7.1 1.1 2.7 14.8 3.8 100.0

   webモニターC 60.9 8.9 1.6 3.6 23.4 1.6 100.0

50代  就調14 59.1 9.0 2.2 13.0 12.9 3.8 100.0

   郵送ランダム 53.2 14.3 2.6 7.8 17.5 4.5 100.0

   郵送モニター 68.6 7.1  3.8 17.9 2.6 100.0

   webモニターＡ 57.4 9.6 1.6 6.9 21.8 2.7 100.0

   webモニターＢ 60.6 5.9 1.1 7.4 22.3 2.7 100.0

   webモニターC 53.9 9.4 2.1 6.3 26.2 2.1 100.0
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調査名 と 就労形態 と 年代 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

   常雇 臨時雇 日雇 
会社など
の役員 

自 営 業
主 

家 族
従 業
者 

合計  

男 20代  就調14 82.9 10.2 2.4 1.2 2.2 1.1 100.0

      郵送ランダム 79.5 13.6   2.3 4.5 100.0

      郵送モニター 82.0 13.5 2.2 1.1 1.1   100.0

      webモニターＡ 83.0 10.6 2.1  3.2 1.1 100.0

      webモニターＢ 81.7 8.6 3.2 3.2 3.2   100.0

      webモニターC 74.7 15.4 1.1 2.2 4.4 2.2 100.0

  30代  就調14 82.4 2.7 1.1 5.2 7.1 1.5 100.0

      郵送ランダム 89.4 3.0  3.0 4.5   100.0

      郵送モニター 85.6 5.0  3.6 5.0 .7 100.0

      webモニターＡ 87.2 2.7  2.7 7.4   100.0

      webモニターＢ 75.0 5.4 2.0 3.4 12.8 1.4 100.0

      webモニターC 80.1 3.5 1.4 3.5 9.2 2.1 100.0

  40代  就調14 74.8 1.8 1.2 11.2 10.4 .6 100.0

      郵送ランダム 78.4 2.7 1.4 2.7 13.5 1.4 100.0

      郵送モニター 81.1 1.1  4.2 11.6 2.1 100.0

      webモニターＡ 69.3 2.6 .9 7.0 20.2   100.0

      webモニターＢ 78.6 3.6  4.5 12.5 .9 100.0

      webモニターC 67.3 1.8  4.5 26.4   100.0

  50代  就調14 63.2 2.1 1.4 16.3 16.5 .4 100.0

      郵送ランダム 62.2 2.7 1.4 12.2 21.6   100.0

      郵送モニター 74.5   4.1 19.4 2.0 100.0

      webモニターＡ 65.5 1.7  6.9 25.9   100.0

      webモニターＢ 65.3 2.5 1.7 9.9 19.8 .8 100.0

      webモニターC 59.8 2.7 .9 7.1 29.5   100.0

女 20代  就調14 78.3 16.8 2.1 .4 1.3 1.1 100.0

      郵送ランダム 82.3 14.5 1.6  1.6   100.0

      郵送モニター 79.2 13.9 2.8  2.8 1.4 100.0

      webモニターＡ 77.3 14.8 2.3  4.5 1.1 100.0

      webモニターＢ 77.9 16.9   3.9 1.3 100.0

      webモニターC 71.0 22.6 1.1 1.1 4.3   100.0

  30代  就調14 74.1 13.0 1.6 2.0 5.9 3.3 100.0

      郵送ランダム 67.8 16.9 1.7  6.8 6.8 100.0

      郵送モニター 81.6 9.2   5.3 3.9 100.0

      webモニターＡ 70.2 11.7 4.3 2.1 6.4 5.3 100.0

      webモニターＢ 60.0 17.8 1.1 1.1 15.6 4.4 100.0

      webモニターC 68.8 10.4   13.5 7.3 100.0

  40代  就調14 63.5 18.9 2.5 4.8 6.2 4.2 100.0

      郵送ランダム 53.1 14.3 2.0 6.1 20.4 4.1 100.0
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      郵送モニター 60.0 24.3  2.9 7.1 5.7 100.0

      webモニターＡ 61.3 20.0 1.3 1.3 7.5 8.8 100.0

      webモニターＢ 57.7 12.7 2.8  18.3 8.5 100.0

      webモニターC 52.4 18.3 3.7 2.4 19.5 3.7 100.0

  50代  就調14 53.1 18.9 3.2 8.3 7.7 8.7 100.0

      郵送ランダム 45.0 25.0 3.8 3.8 13.8 8.8 100.0

      郵送モニター 58.6 19.0  3.4 15.5 3.4 100.0

      webモニターＡ 44.4 22.2 4.2 6.9 15.3 6.9 100.0

      webモニターＢ 52.2 11.9  3.0 26.9 6.0 100.0

      webモニターC 45.6 19.0 3.8 5.1 21.5 5.1 100.0
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  (5) 雇用形態 

 

・ 雇用者（常雇、臨時雇、日雇。役員は含まない。）について、雇用形態別の構成比を見

ると、男性ではあまり差がないが、女性では、就調 14 に比べて、実験調査５種は正社

員の比率が低く、非正規社員の比率が高い。 

・ web 調査 3 種では、全体的に、20 代、30 代では就調よりも正社員比率が低い、50 代以

上ではパート比率が高い、契約社員がやや多いといった特徴がある。 

 

 調査名 と 雇用形態 のｸﾛｽ表 

                                                  （単位：％）  

 
正社員・正

職員 パート アルバイト
派遣社

員 
契約社員・

嘱託 合計  

就調14 71.5 11.5 9.7 2.7 4.6 100.0 

郵送ランダム 63.1 14.9 10.1 3.4 8.4 100.0 

郵送モニター 64.8 14.0 8.3 4.2 8.8 100.0 

webモニターＡ 66.2 11.1 6.3 6.6 9.8 100.0 

webモニターＢ 68.1 10.3 6.6 6.9 8.2 100.0 

webモニターC 64.7 10.8 8.1 4.8 11.6 100.0 

 

 

調査名 と 雇用形態 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

  
正社員・正

職員 パート アルバイト 派遣社員 
契約社員・

嘱託 合計  

男  就調14 87.0 .9 8.1 .7 3.4 100.0

    郵送ランダム 85.2 .5 8.1 1.9 4.3 100.0

    郵送モニター 83.1 .3 8.6 .6 7.5 100.0

    webモニターＡ 82.9 1.0 4.9 2.3 8.8 100.0

    webモニターＢ 84.7 .3 7.0 2.1 6.0 100.0

    webモニターC 81.1 .6 8.6 .3 9.4 100.0

女  就調14 50.5 25.9 12.0 5.4 6.1 100.0

    郵送ランダム 40.5 29.8 12.2 4.9 12.7 100.0

    郵送モニター 37.3 34.4 7.9 9.5 10.8 100.0

    webモニターＡ 43.4 24.9 8.2 12.5 11.0 100.0

    webモニターＢ 41.4 26.4 5.9 14.6 11.7 100.0

    webモニターC 44.1 23.7 7.5 10.4 14.3 100.0
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調査名 と 雇用形態 と 年代 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
正社員・ 
正職員 パート アルバイト 派遣社員 

契約社員・
嘱託 合計  

20代  就調14 66.3 3.4 22.0 3.2 5.1 100.0

    郵送ランダム 56.4 3.0 32.7 4.0 4.0 100.0

    郵送モニター 60.6 3.9 23.2 3.9 8.4 100.0

    webモニターＡ 59.5 2.9 17.9 8.7 11.0 100.0

    webモニターＢ 60.6 3.8 16.9 10.0 8.8 100.0

    webモニターC 55.6 6.4 21.6 5.3 11.1 100.0

30代  就調14 78.2 7.6 5.8 4.0 4.4 100.0

    郵送ランダム 75.9 10.7 3.6 5.4 4.5 100.0

    郵送モニター 70.3 10.3 5.1 5.6 8.7 100.0

    webモニターＡ 72.6 7.0 2.3 8.4 9.8 100.0

    webモニターＢ 72.0 8.3 3.6 8.8 7.3 100.0

    webモニターC 70.4 9.2 4.6 4.1 11.7 100.0

40代  就調14 72.3 17.8 3.8 1.7 4.5 100.0

    郵送ランダム 72.3 16.0 4.3 1.1 6.4 100.0

    郵送モニター 65.4 24.3 2.2 3.7 4.4 100.0

    webモニターＡ 64.4 21.5 3.4 3.4 7.4 100.0

    webモニターＢ 70.1 14.6 2.1 6.9 6.3 100.0

    webモニターC 68.6 12.4 2.2 8.0 8.8 100.0

50代  就調14 68.6 22.6 3.6 1.0 4.2 100.0

    郵送ランダム 48.1 29.6 .9 2.8 18.5 100.0

    郵送モニター 60.3 21.6 .9 2.6 14.7 100.0

    webモニターＡ 66.7 17.1 .8 4.7 10.9 100.0

    webモニターＢ 69.3 16.5 3.1  11.0 100.0

    webモニターC 64.0 17.6 1.6 1.6 15.2 100.0
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調査名 と 雇用形態 と 年代 と 性別 のｸﾛｽ表 

                                                          （単位：％）  

    
正社員・正

職員 パート アルバイト 派遣社員 
契約社員・

嘱託 合計  

男 20代  就調14 73.4 1.0 20.8 1.0 3.8 100.0

      郵送ランダム 62.5 2.5 35.0     100.0

      郵送モニター 64.0 1.2 26.7   8.1 100.0

      webモニターＡ 67.8 2.2 16.7 3.3 10.0 100.0

      webモニターＢ 72.4  18.4 3.4 5.7 100.0

      webモニターC 66.3 1.2 24.1 1.2 7.2 100.0

  30代  就調14 91.2 .5 4.1 .8 3.3 100.0

      郵送ランダム 96.7  1.6 1.6   100.0

      郵送モニター 86.5  5.6 1.6 6.3 100.0

      webモニターＡ 86.6  .7 3.7 9.0 100.0

      webモニターＢ 86.1 .8 4.1 3.3 5.7 100.0

      webモニターC 82.5  5.8   11.7 100.0

  40代  就調14 93.7 .8 2.6 .3 2.6 100.0

      郵送ランダム 91.7  3.3 1.7 3.3 100.0

      郵送モニター 93.5  1.3   5.2 100.0

      webモニターＡ 85.5 2.4 3.6 1.2 7.2 100.0

      webモニターＢ 91.3  2.2 1.1 5.4 100.0

      webモニターC 89.5  2.6   7.9 100.0

  50代  就調14   91.8 1.3 2.5 .3 4.1 100.0

      郵送ランダム 81.6   4.1 14.3 100.0

      郵送モニター 88.9     11.1 100.0

      webモニターＡ 91.0     9.0 100.0

      webモニターＢ 88.1  4.8   7.1 100.0

      webモニターC 87.3 1.4 1.4   9.9 100.0

女 20代  就調14 58.0 6.2 23.5 5.8 6.6 100.0

      郵送ランダム 52.5 3.3 31.1 6.6 6.6 100.0

      郵送モニター 56.5 7.2 18.8 8.7 8.7 100.0

      webモニターＡ 50.6 3.6 19.3 14.5 12.0 100.0

      webモニターＢ 46.6 8.2 15.1 17.8 12.3 100.0

      webモニターC 45.5 11.4 19.3 9.1 14.8 100.0

  30代  就調14 56.8 19.3 8.6 9.1 6.2 100.0

      郵送ランダム 51.0 23.5 5.9 9.8 9.8 100.0

      郵送モニター 40.6 29.0 4.3 13.0 13.0 100.0

      webモニターＡ 49.4 18.5 4.9 16.0 11.1 100.0

      webモニターＢ 47.9 21.1 2.8 18.3 9.9 100.0

      webモニターC 51.3 23.7 2.6 10.5 11.8 100.0

  40代  就調14 42.4 41.5 5.4 3.6 7.1 100.0

      郵送ランダム 38.2 44.1 5.9   11.8 100.0

      郵送モニター 28.8 55.9 3.4 8.5 3.4 100.0

      webモニターＡ 37.9 45.5 3.0 6.1 7.6 100.0

      webモニターＢ 32.7 40.4 1.9 17.3 7.7 100.0

      webモニターC 42.6 27.9 1.6 18.0 9.8 100.0

  50代  就調14 39.1 49.5 5.0 2.1 4.3 100.0

      郵送ランダム 20.3 54.2 1.7 1.7 22.0 100.0

      郵送モニター 13.6 56.8 2.3 6.8 20.5 100.0

      webモニターＡ 29.4 43.1 2.0 11.8 13.7 100.0

      webモニターＢ 32.6 48.8  .0   18.6 100.0

      webモニターC 33.3 38.9 1.9 3.7 22.2 100.0
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第３章 調査方法による回答分布の偏りの相対的布置 

 

三輪 哲 

 

１．問題設定 

 科学的な手続きに基づく社会調査であっても，調査により得られた回答分布が異なるこ

とが常である．そもそも母集団が異なれば結果は違って当然であろうし，同一母集団から

の標本調査であればサンプリングに伴う標本誤差ゆえに回答結果にはいくらかの違いが生

じうる．本稿で問題にしたいのは，そうした違いではなく，同一母集団に対し，異なる調

査方法によってアプローチした場合における系統的な結果の差異である．すなわち，調査

における質問への回答傾向は調査方法に依存しているのか，依存しているなら質問項目群

ごとに何らかの系統的な差異があるのか，あるいは方法ごとの特徴はいかなるものかであ

ろうか．これらの問いに答えることが本稿の目的となる． 

 方法論者であろうと応用的研究者であろうとも，社会調査を生業とする研究者のあいだ

では，調査方法が回答分布に何らかの影響を及ぼすであろうことは暗黙のうちに認められ

ているのではなかろうか．控えめに言うとしても，回答分布を比較するにあたり調査方法

による違いを考えずともよいと強弁するに足る証拠は見当たらない．調査結果に対して調

査方法の影響があることは定評ある社会調査法テキストでも論じられていることであるし

（原・海野 2004），そもそも方法による偏りがあることを前提として議論を立てることも

しばしばある（大隈 2002; 前田 2005）． 

 さて，さまざまある調査方法の中でも，とりわけ偏りが強調されがちなのは，インター

ネットを通した Web 調査であろう．近年，Web 調査の普及は著しい．コストが安く，調査

実施から結果報告までがきわめて短時間でできる点がその利点といえる．しかしながら，

標本設計，質問への回答段階など調査の全工程にわたって伝統的な方法との違いが大きく，

確かに回答に偏りが発生するとの疑念を抱くことは無理なからぬことかもしれない．現に，

Web 調査における回答傾向と他のそれとのあいだに隔たりがあることを実証する知見は既

に存在している（本多・本川 2005; 前田・大隈 2006）． 

 しかしながら，Web 調査だけが「真の姿」から乖離するという見方は誤りであろう．Web

調査にはアクセスしないが訪問すれば回答してくれる人もいる一方で，逆に訪問面接調査

には協力しないけれども Web 調査ならば答えてくれる人もいるわけである．ならば，調査

方法はそれぞれが特異なのであることを認めたうえで，調査方法間相互の距離をまずは測

ってみることが有用なのではないだろうか．つまり，調査方法互いの相対的位置から各々

がもつ独自の偏り方の全体像を知ること，およびどの項目でどのタイプの偏りが拡大され

るのか質問項目ごとの偏り方の特性を知ること，以上 2 点に関する基本的知見を獲得する

ことが調査方法と結果の関係に関しておさえるべき課題となる． 
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 そこで本稿では，比較のためにデザインされた複数の調査データに対し，個人差多次元

尺度構成法を適用して，調査方法ごとの回答分布の偏りが分析される．そのねらいは 2 つ

あり，回答分布の偏りにみられる調査方法の相違と類似の識別と，質問項目ごとの偏りの

出方に関する特徴の記述である． 

 

２．データと方法 

2.1 データ 

 本稿においては，2 つの種類の調査プロジェクトに基づくデータセットを使用した．第 1

に，リクルートワークス研究所と東京大学社会科学研究所によりおこなわれた調査手法の

比較調査である．ランダムサンプリングによる標本抽出をした郵送調査（以降，郵送ラン

ダムと略す），モニターから割り当て法で標本抽出をした郵送調査（郵送モニターと略す），

そして 3 社それぞれが実施した Web 調査（Web モニターA，B，C とそれぞれ略す）の，計 5

つからなる．これらは，実査方法の違い，標本抽出法の違い，調査会社の違いの効果を識

別するために設計された．各々の調査法の詳細については，萩原（2009）を参照されたい． 

 第2に，リクルートワークス研究所が実施したワーキングパーソン調査2006（これ以降，

WPS調査と略す）より東京都在住のサンプルだけに絞られた比較用WPS調査データである．

WPS 調査そのものは，首都圏全域にわたる調査であるが，そのなかから今回の比較調査の

設計にあわせてというわけである． 

 それらのカバーする範囲をあわせ，比較の条件をそろえるために，(1)東京都在住で，(2)

被雇用者の，(3)20-59 歳男女というように分析対象を限定した．そのため，分析に用いら

れる標本規模は，郵送ランダムが 410，郵送モニターは 578，Web モニターA は 670，Web

モニターB は 608，Web モニターC は 635，比較 WPS は 2,463 となった． 

 さらに工夫をしたのは，比較用 WPS 調査データから，無作為にリサンプリングして，そ

れぞれ標本規模 500 となるデータセットを 25 個作成したことである．25 のリサンプリン

グデータのそれぞれから得られる統計数値は，このリサンプリングの確率的手続きによっ

てのみばらつきが発生する．それゆえ，これらのばらつきをいわば「（今回の比較調査くら

いの標本規模のときに表れる）ランダムな誤差の程度」と擬似的にみなし，他の統計数値

の違い，たとえば郵送ランダムと郵送モニターとの違いを評価する際のベースラインとし

て用いることができるというわけである． 

 回答傾向の偏りを検討するための材料とする，分析に使用する変数は，基本属性（性別，

年代，婚姻状態，学歴，就労形態，職種，収入），仕事の状況（労働時間，退職経験），意

識（仕事満足度，仕事理由：生計維持のため，仕事理由：視野を広げるため，仕事理由：

他にやることがないため，仕事理由：今の仕事が好きなため，仕事理由：社会に影響を与

えたいため）であり，合計で 15 項目となる． 
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2.2 分析法 

 統計分析法としては，個人差MDS（INDSCAL）を採用した．MDSとは多次元尺度構成法の略

称である1．対象間の類似性または非類似性を表す距離行列から，対象それぞれのあいだの

近さ-遠さを導く方法で，マーケティングリサーチや心理学，社会学などでしばしば用いら

れる（岡太 2001; 田辺 2004）．今回のケースでは，それぞれの調査方法間で回答分布がど

れだけ似ているか，あるいはどれだけ離れているかを判断するための基礎情報を得るため

に用いる．散布図におけるプロットの位置を見れば相対的な布置がわかるので，調査方法

間の回答の偏りに関する概略図を描くのにふさわしい方法であるといえよう． 

 さらに，個人差 MDS では，個人それぞれが得られた次元にいかほどの重みをもつかが析

出される．注意が必要なのは，ここでいう「個人」というのは，本稿の分析では，「質問項

目」に相当するということである．つまり，まず 15 個の質問項目について，1 つずつ調査

データ間の距離行列が求められる．その行列をもとにして，平均像として調査方法の相対

的布置が出る（共通対象布置という）とともに，個々の質問項目がもつ次元ないし軸に対

する重みが算出される．重みはいわば「軸の伸び率」とも言い換えられる．重みが大きい

ということは，その軸に調査データ間での回答分布の違いが反映されていることを示唆す

る．仮に，性別が第 2 次元の軸に大きな重みをもっており，その第 2 次元では郵送調査と

Web 調査が遠くに離れているとしよう．もしそのようになっているならば，性別の回答分

布の違いは，郵送と Web 調査とで大きく異なることを意味する． 

 個人差 MDS の要諦を簡潔に述べるとすると，共通対象布置をもとに対象（本稿では調査

手法）のあいだの類似性の平均的な構造をとらえ，個人（本稿では個々の質問項目）の重

みによって個人ごとの構造の特異性を測る手法といえる．統計手法には仮定・制約がつき

ものであるが，MDS ではそうした仮定がきわめて緩いことや，探索的因子分析などに比べ

比較的次元数の少ないシンプルな解が得られやすいことも本稿の目的にとっては利点とな

る．調査手法間の類似性の総合的把握に向けた情報縮約に，まさに MDS が適していること

が強調できる． 

 

３．結果 

3.1 記述統計にみる 5 調査間比較 

 それでは，表 1 により，5 つの調査および WPS のあいだでの回答分布を比べてみよう．

ここでは，性別などの基本的属性から働く理由などの意識項目まで，合計 15 の変数に関し

て検討している．ただし WPS については，先に述べたように，ケース数を 500 としてリサ

ンプリングを 25 回繰り返したデータセットから得られた平均値，標準偏差，最小値，最大

                                                        
1 MDSの解説には，Kruskal and Wish（1976=1980），岡太・今泉（1994），齋藤・宿久（2006）
などの邦語書籍がある．個人差MDSについては，岡太・今泉（1994），Arabie et al.（1987=1990）
を参照されたい． 
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値を表示している．太字の数値は，それが WPS リサンプリングデータ 25 個における最小値

未満の値であることを，太字斜体の数値は WPS リサンプリングデータにおける最大値より

も大きい値であることを，それぞれ示している． 
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 WPS のエリアを東京のみに限定し，比較 5 調査はいずれも被雇用労働者に限定するよう

にして，すべての調査で母集団の定義を形式上揃えたものの，基本属性の分布からして小

さくはないズレがさまざま出ていることがわかる．性別や年代に関しては，ランダムサン

プリングをした郵送調査と WPS との違いは大きい．これは，回収率の偏りによるものであ

る．計画標本の時点では母集団を反映する構成比になっているのだが，回収された有効標
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本では若年や男性の回収率が相対的に低くなり，回答分布が崩れるのだ．一方，モニター

調査の場合は，性別や年代は割り当ての条件になっているゆえ，回収後の乖離が生じにく

い．そのようなわけで問題は小さいものの，それでもなお若年層が過小となっていること

に注意を要する．これは，WPS では性別・年代と就労形態の組み合わせに応じて割り当て

たのに対し，比較用のモニター4 調査では就労形態を割り当てには用いなかったことに起

因する．つまり，これら調査に若年で答えてくれたのは，被雇用労働者以外の者，おそら

くは仕事に就いていない者が実態よりも多めだったということであろう． 

 労働に関わる項目を見ると，就労形態はほとんど違いがないにもかかわらず，労働時間

や収入の回答分布にはさまざまな乖離があることに気付く．ただしそれら乖離のうち，系

統的なのは，比較のための郵送・Web 調査のほうが収入の最上層が多めなことと，労働時

間が最も少ないカテゴリーが多めなことである．あとは，WPS に比べ，分布の中央に集中

していない傾向があるくらいで，違うことは違うのだけど，一定方向へのバイアスとして

読むのはやや難しい． 

 それに対して満足度や仕事の理由などの意識項目には，一貫した傾向がみてとれる．WPS

に比べて郵送・Web 調査の回答は，ネガティブな方向に偏っている．すなわち，満足して

いない，仕事の理由も「他にやることがない」という負のニュアンスの質問へは肯定的に，

他の正のニュアンスをもつ質問に対しては否定的になっている．とりわけこのような意識

の回答傾向が Web 調査について表れることは，既に指摘されている（本多・本川 2005）． 

 最後に強調したいのは，系統的で最も大きな偏りをみせるのは，学歴であることだ．郵

送・Web 調査いずれも，学歴が高めになっていることは明白である．訪問留置法に比べて，

モニターに基づく Web 調査や郵送調査では，より協力意向のある人が回答しがちであり，

それは高学歴者に多いことがうかがえる結果といえる． 

 以上のように 15 項目の乖離具合を概観したところ，やはり少なからず WPS からズレがあ

ることが明らかとなった．では，どの調査同士は相対的に近いといえるのか，またそこで

みられた調査間の「距離（非類似度）」はランダムに発生しうる誤差と比べてどの程度のも

のと判断するべきか，検討を続けていこう． 

 

3.2 個人差 MDS による 5 調査の布置 

 記述統計では，全 15 項目を総合的に考慮したときに，調査データのうちいったいどれと

どれとが近いのか，あるいは遠いのか，判断がしがたかった．その点を明らかにするため

にここで用いるのは，個人差多次元尺度法（MDS）である．個人差 MDS により情報を縮約し

た結果を本項では検討していくこととする． 

 具体的な分析結果に先立って，まずは解の次元を増加させたときにどれだけ適合度が改

善されるのか，モデルのあてはまりを確認したい．表 2 は，個人差 MDS において解を 1 次

元から 5 次元まで増加させていったときに，それぞれ VAF 比の値がどれほどになるかを示

 38



している．VAF 比は 0 から 1 までの範囲をとり，値が大きいほど適合度がよいとされる指

標である．全体の VAF 比は，1 次元のときの 0.412 から 5 次元の 0.686 まで増加する．0.686

という値は十分高いとはいえないけれども，それほど悪くもない許容できる水準と考えら

れる（岡太・今泉 1994）．VAF 比の増加量に着目すると，3 次元解から 4 次元解に上がると

きに VAF 比が顕著に増加することがわかる．しかも，4 から 5 次元に上げても，それほど

VAF 比は増加しない．そこで，4 次元解が採用されるべき解の次元数というように決定され

る． 

 

1次元 2次元 3次元 4次元 5次元
（平均） .412 .483 .579 .651 .686

性別 .000 .000 .610 .634 .632
未既婚 .427 .705 .704 .820 .884
年齢 .170 .442 .443 .506 .525
就労形態 .006 .012 .671 .662 .665
労働時間 .774 .786 .788 .810 .813
収入 .026 .087 .106 .924 .966
職種 .304 .322 .349 .373 .371
仕事満足 .882 .905 .906 .909 .901
生計維持 .389 .643 .641 .630 .670
視野広げる .797 .829 .830 .833 .850
他にない .612 .626 .630 .621 .683
今の仕事好き .271 .364 .365 .335 .584
社会に影響 .775 .769 .783 .775 .823
退職経験 .000 .000 .091 .086 .088
学歴 .754 .752 .760 .856 .830

表２　INDSCALにおける解の次元数と適合度（VAF比の値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項目ごとにみていくと，どの次元で当該の項目の情報がある程度反映されるかがわかる．

1 つの次元だけで，既に学歴，職種，労働時間のほか，仕事満足や仕事の理由のうちいく

つかの情報がとらえられているようである．2 次元にすると，年代，配偶関係，仕事の理

由から 2 つ（生計維持のため，今の仕事が好き）の情報がそれぞれの軸に反映されるよう

になったわけである．最終的に 4 次元にまで解の次元数を上げると，重要な変数の 1 つで

ある収入の違いの情報も入ってくる．なお，退職経験のように，4 次元（そして 5 次元で

も）の解であっても情報がほとんど含まれないこともあるし，職種や「今の仕事が好き」

という仕事理由のように VAF 比が決して高くはならないこともある．だが，細かい適合度

はさておき，ここで重要なのは，部分的にそれぞれ項目をみたときでも，4 次元を超える

解を採用する理由は見つけにくいことである．したがって，この後は解の次元を 4 とした

ときの結果をみていこう． 

 図 1 は，求められた 4 つの次元のうち，第 1 次元と第 2 次元とでつくられた平面上に，

30 の調査データの布置をプロットしたものである．○と●は郵送調査であり，前者がラン
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ダムサンプリングの調査，後者がモニターによる調査であることを示す．◆，■，▲はそ

れぞれ A 社，B 社，C 社による Web モニター調査である．そして×は，WPS からリサンプリ

ングされたデータであり，図中に 25 個存在している． 
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図１　個人差MDSの共通対象付置（第1次元×第2次元）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図から読み取れる基本傾向は，調査方法による違いによって大きく群が分かれているこ

とである．郵送，Web，留置の 3 者はそれぞれ他から区別される独自の群を形成しているが

ごとく，図中でかたまっている．3 つの群の分かれ方は，第 1 次元では留置-郵送-Web とい

う順序で並んでおり，第 2 次元は留置とそれ以外とが分かれているととらえられる．原点

付近に×印が少しばらつきながら分布しているが，これらはすべて WPS から無作為にリサ

ンプリングしたデータであるので，標本規模が 500 ではこの程度のばらつきが確率的に生

じてしまうことを示唆する．そのばらつき具合を基準として考えると，2 つの郵送調査の

なかでの回答分布の違いはあまり大きくないといえそうである．また，Web 調査のなかの

違いは，郵送のそれよりは大きいかもしれないが，やはりリサンプリングデータ内のばら

つきを参考にする限り，特筆に値するほど大きいわけではないのである． 

 続いて図 2 および図 3 をみてみよう．図 2 は第 1 次元と第 3 次元，図 3 は第 2 次元と第

3 次元による散布図である．それらによると，第 3 次元に沿って×印が長く散らばってい

ることがわかる．つまりこれは，第 3 次元が確率的な誤差の情報を多く含んだ軸であるこ

とを意味する．郵送や Web 調査のほうでもデータごとに第 3 次元の違いがありそうだが，
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それはあまり意味のあるものではないだろう． 
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図２　個人差MDSの共通対象付置（第1次元×第3次元）
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図３　個人差MDSの共通対象付置（第2次元×第3次元）
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図４　個人差MDSの共通対象付置（第1次元×第4次元）
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図５　個人差MDSの共通対象付置（第2次元×第4次元）
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 それに対して，図 4，図 5 にみられる第 4 次元のほうは何らかの意味が隠されているよ

うに思われる．第 4 次元も×印が長く散らばることでうかがえるように，抽出に伴う確率

的な誤差を多く含む軸である．だが，その範囲の外に 2 つの郵送調査と C 社の Web 調査が

位置している点で第 3 次元とは話が別である．C 社の調査対象は登録されたモニターでは

なく，懸賞目的でアクセスしてきた人たちである．その意味で郵送調査の回答者と共通す

るある種の能動的要素を色濃く持っているのかもしれない． 

 個人差 MDS の結果得られた調査データ間の相対的布置からは，やはり方法による違いが

鮮明にみられたと結論すべきだろう．情報の大部分を占める第 1，第 2 の次元で描かれた

相対的布置は，疑問の余地がないほどに，調査手法間の異質性と手法内の類似性を表現し

ていたとみることができる．細かく項目やカテゴリーごとに検討すれば，統計的に差異を

検出できるのも確かだろう．だが，それでもなお，データを全体的に眺め，そしてリサン

プリングデータの散らばりによる確率的誤差の推定値を手がかりに考察する限りにおいて，

得られたデータの回答傾向の違いが第一義的には調査手法に基づくとする根本の結論は決

して揺らぐものではない． 
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図６　個人差MDSの個人（項目）付置（第1次元×第2次元）
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3.3 個人差 MDS による属性・意識項目の重み 

 個人差 MDS の強みは，データ間の類似性を明らかにすると同時に，各々の次元に与える

個人（ただし今回の場合は質問項目）の重みをとらえられることである．そこで次に，属

性や意識項目がどの次元に対して重みを与えているかをみていこう．ある項目の重みが大
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きい次元があるならば，仮にその項目だけでデータ間の相対的布置を描いたときに，当該

の次元の影響が大きい，すなわちその軸に沿って分布する調査データ間の距離を大きめに

解釈すべきだということになる（Arabie et al. 1987=1990）．そのように，重みそのもの

だけではなく，データの共通対象布置のほうも併せて情報を読むように用いられる． 

 図 6 は，第 1 次元と第 2 次元に対する項目の重みを表している．全 15 項目中 11 の項目

で原点から離れていることが確認できる．このことは，多くの項目で調査方法による回答

差が生じることの傍証となる．ここで第 1 次元において大きな重みの値をとる項目には，

仕事満足度やさまざまな仕事理由があるが，それらのような意識項目は，ネガティブな回

答割合が多い順に Web，郵送，留置の順にと，系統的に並んでいることが背景にあると思

われる．他方，第 2 次元において大きな重みをとる，職種や労働時間，学歴，年齢といっ

た社会人口学的属性は，Web と郵送ではそれほどの違いはないものの，留置と郵送・Web

とのあいだに違いが顕在化する項目なのであろう．ただし例外的なのは婚姻状態で，この

項目については第 1 次元に非常に大きな重みを持つゆえ，3 つの方法のあいだで回答が大

きく異なる．以上，第 1 次元は意識，第 2 次元は属性というように大まかに対応付けられ

ることが明らかになり，総合的な把握に役立てられる． 
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図７　個人差MDSの個人（項目）付置（第3次元×第4次元）
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 最後に図 7 をみてみよう．これは，同じく項目の重みを，第 3 次元と第 4 次元について

求めた結果の図である．一見して気付くのは，ほとんどの項目が原点付近にあることであ

る．したがって，第 3 および第 4 次元はいずれも，項目ごとの回答分布差の情報をそれほ
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ど反映していない，情報量の少ない次元としてみることができる．そんな中で，第 3 次元

には性別と就労形態が，第 4 次元には収入が大きな重みをもっていることがうかがえる．

前者は，もとの WPS 自体が性別や就労形態を割り当てていたため，リサンプリングによる

誤差がそれら項目の主たる変動要因であることによる．やはり第 3 次元は誤差の軸に他な

らないのである．第 4 次元のほうは，はっきりと大きな重みを有するのは収入くらいであ

る．それと，仕事の理由を「生計維持のため」とする意識項目が弱いながら重みをもつ．

つまり，第 4 次元は経済的な状況と認識に関わる意味をもつものであろう．ただし，あく

まで第 4 番目として出てくる軸であり，それが有する重要性は他の軸に比して小さい． 

 結局のところ，特に意味があるのは，第 1 次元に対する意識項目の重みが全体的に大き

めであること，および第 2 次元に対しては属性項目が大きな重みをもちがちであることに

集約される．残りの次元は，適合度を上げるために必要ではあるけれど，実質的な意味は

さほど大きくはないのである． 

 

４．まとめ 

 本稿で明らかにされた知見を整理すると，次の 3 点にまとめられる．第 1 に，調査方法

によって回答分布がはっきり異なることが裏付けられた．属性や意識についての 15 の質問

項目を用いて調査方法間の距離を描いたところ，訪問留置，郵送，Web はそれぞれ独自の

群を形成していた．リサンプリングされた WPS データ（留置）の 25 のプロットのある領域

には，郵送調査も Web 調査もどれひとつ入ってはこなかった．また，3 つの Web 調査と 2

つの郵送調査も領域を共有していなかった．これらを根拠にして，調査方法ごとに回答傾

向は異なることが改めて確認されたとみてよいだろう． 

 第 2 に，質問項目でも属性と意識とでは，回答の偏りにみられる調査方法間の相違パタ

ーンが違う．意識の分布の違いは，留置，郵送，Web のあいだのすべてにおいて表れがち

である．そしてこの順番に並ぶので，3 つの方法の中では，留置と Web とのあいだで最も

大きく傾向が異なる．他方，属性の分布の違いは，留置とそれ以外とのあいだに表れる傾

向がうかがえる．言い換えると，郵送と Web とでは違いがあまりないということだ．婚姻

状態のような例外もあるが，基本的には上述のパターンにしたがっている． 

 そして第 3 に，情報をうまくまとめられなかった部分がみられた．具体的に言うと，収

入，性別，就労形態については主要 2 次元では情報を縮約することができず，さらに第 3，

第 4 の次元を必要とした．このことは，標本の回収の際の設計によるものと，他の項目と

は異なる挙動を示した項目があったことに起因すると思われる．回答の偏りの分析におい

ても，質問項目の選び方に依存して結果が変わるのは間違いなかろう．含める質問項目が

他項目とは調査間での回答傾向の類似性のあり方が違うものであるなら，より複雑な構造

をなすのは自明であり，高次の解を必要とせざるを得なくなる． 

 最後に残された課題を述べたい．まず本稿の意義は，調査方法間の回答分布の類似性の

 45



総合的把握に限られることである．違いがあることと違いの有様は明らかにできたものの，

残念ながら，どうして違いが生じるのか，その要因について答えられるものではない．要

因について考察する研究は別稿（本多 2009; 三輪 2009）でおこなわれているので，そち

らに譲ることとしたい． 

それから，本稿は限られた項目，限られた調査方法・データの枠内での探索的素描に過

ぎないものである．それゆえ，別の質問項目を含めたときにも今回同様の知見が再現され

るかは必ずしも保証されない．そしてまた，本稿で扱わなかった方法，たとえば面接調査，

電話調査がどこに位置づけられるかに関しては，まったく情報は提供できていない．これ

らは皆，分析の範囲を拡大しての追試によって将来的に検証されるべき課題である．適切

な設計のもとでの実験的調査研究によって，調査方法と調査結果の関係の解明に向けた研

究の今後の発展が期待される． 
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第４章 投票参加と意識の比較 

 

 

前田 幸男 

１．はじめに  

 近年の調査環境の悪化とインターネットの急速な普及により，マーケッティング分野を中

心にインターネットを利用した「調査」は急激に増加した．インターネット調査の特性を利

用しようとする立場からの研究も積極的に行われている（例えば，井上・日本マーケッティ

ング・サイエンス学会偏 2007）．しかし，様々な要因から，インターネット調査は従来の

確率標本抽出に基づいた社会調査を代替するに至っていない（大隅 2006）．本稿では，既

存研究とは異なる観点から，インターネット調査による従来型の社会調査の代替可能性（あ

るいは不可能性）を探るために，東京大学社会科学研究所が2007年10月に東京都で行った比

較調査のデータから，投票参加と政治・社会意識の質問を検討する． 

 

２．研究目的と理論的背景 

 インターネット調査と従来型の社会調査を並行して実施し，その結果を比較した研究には

日本でも一定の蓄積がある（例えば代表的なものとして，大隅 2004, 2005）．最近では，

内閣府が「国民生活に関する世論調査」の結果と同時に行ったインターネット調査の結果を

比較検討している（片山 2008a, 2008b）．インターネット調査の究極の目的が，その結果

を旧来最も標準的とされてきた確率標本抽出された人々に対して行う面接調査の結果と置

き換えることにあると考えるならば，上記のような比較研究が出てくるのは当然であろう． 

 ただし，従来型の調査とインターネット調査との間に差が存在する原因を知りたいのであ

れば，両者を直接比較することには，適切とは言い難い面がある．何故ならば，従来型の調

査とインターネット調査との間には，単に従来型－インターネットという対比で片付けられ

ない調査実務上の差が存在するからである．通常，訪問面接調査と郵送調査の比較検討と言

えば，標本抽出方法を固定した上で，データ収集方法の違いから生ずる回収率，回答者属性

の偏り，そして回答の傾向の違い等を検討することを意味する．一方，訪問面接調査とイン

ターネット調査との比較研究となると，データ収集方法の違いのみならず標本抽出法の違い

を同時に検討する必要に迫られる．さらに言えば，インターネット調査では，多くの場合登

録済みのモニターにより言わば事後的に母集団が定義されており，国民や日本人有権者とい

うように概念的に定義された母集団に対応する台帳からの抽出が行われているわけではな

い．従って，通常の標本調査論の教科書にあるように単純無作為抽出を基準として標準誤差

の相対的大きさを議論することはできない． 

 従来型の面接調査とインターネット調査との間に存在する違いを整理したのが表１であ

る．（１）従来型調査では層化した後に，層の大きさに比例する形で，調査地点が選ばれる
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のに対し，インターネット調査では層化まではできるが，さらに地点を抽出することは困難

である．（２）従来型調査で利用する抽出枠は住民基本台帳か選挙人名簿であることが多い

が，インターネット調査の場合はモニターとなった人が何らかの経緯で自発的に登録した名

簿であることが多い．（３）やや細かい点であるが，台帳からの抽出は，従来型調査では殆

どの場合系統抽出法を用いていると思われるが，インターネット調査は調査モニターの名簿

から単純無作為で抽出していると考えられる． 

 

従来型調査 インターネット調査

地点抽出 層化多段 地区割り困難

台帳 住基台帳・選挙人名簿 自発的登録リスト

対象抽出 系統抽出 無作為抽出

郵便 電子メイル

開示 通常非開示

調査員 訪問 なし

記録方法 他記式 自記式

調査票 本人は見ない PC画面（HTML）

定額 懸賞、ポイント

測定

調査依頼

依頼主

謝礼

標本抽出

比較項目

表１ 調査方法の対比

 

 

次に，（４）実地調査の段階では，従来型の面接調査では多くの場合郵送あるいは調査員の

直接投函により依頼文書や資料が配達されるのに対し，インターネット調査では間違いなく

電子メイルである．また，（５）依頼主は，前者では開示されるが，後者は開示しないこと

が多いように思われる． 

 最後にデータの収集にかかわる部分であるが，（６）従来型の面接調査では調査員という

生身の人間と調査対象者とが対峙するのに対し，インターネット調査では調査対象者は他者

の介在無しに質問に対して回答することになる．従って，（７）従来型調査では対象者は調

査票を見ず，調査員が調査票に記入するのに対し，インターネット調査では対象者がコンピ

ュータ・ディスプレイの上に映し出された調査票に目を通すと言った具合に，細かい差が生

ずる． 

 これらの違いを全て事細かに検証するためには，最低でも変数＋１の調査を同時並行して

行う必要がある．しかし，幾つかの特徴はインターネット調査に密接不可分である．例えば，

層化二段で抽出された地点の中から系統抽出された対象者に郵便を送って特定のURLへのア

クセスを促す調査や，インターネット・モニターを訪問する調査というのも理屈の上では考

えられる．ただし，インターネット調査と従来型の調査を比較する場合，厳密に条件を揃え

ることは，ある意味でインターネット調査が有する利点（迅速性等）を無意味にしてしまい，
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比較調査の現実的な意味が失われてしまう．そこで，この研究では，従来型調査でも訪問面

接ではなく，郵送調査を比較対象として選んだ．ただし，単純に確率標本抽出された調査対

象者に対する郵送調査だけではなく，郵送モニターも比較の枠組みに組み込み調査が実施さ

れた．  

 

２. 投票率の比較 

 本比較調査の調査票は政治意識から，職業観まで多岐にわたる質問を掲載しているが，こ

こでは職業の有無によって「該当せず」に分類されることがない，政治や社会意識に関連し

た質問を主に検討する．その中でも重視するのは，2007年参議院選挙での投票・棄権である．

態度や意識項目については母集団真値を知り得ない以上，あくまで複数の調査間の相対比較

しかできない．しかし，投票・棄権については，有権者全体については選挙結果から母集団

真値を知り得るという利点がある．本比較調査では残念ながら調査対象が20歳以上59歳未満

であるため，選挙管理委員会が報告する投票率の数字を使うことはできない．しかしながら，

悉皆調査ではないものの，極めて精度が高いと思われる東京都選挙管理委員会の調査結果を

参照できる． 

 

①年代別投票行動調査（選管調査） 

 東京都選挙管理委員会は集落抽出法により各市区町村から一つの投票区を選ぶ大規模な

調査を各選挙について行っており，かなり精度の高い性・年代別投票率推計値が利用可能で

ある（東京都選挙管理委員会 2007年a）．性・年代別の投票率推計値が存在するので，それ

を本比較調査の母集団定義に合わせる形で再集計し，比較する際の基準とすることができる．

この調査は有権者に対する質問ではなく，選挙管理上の業務記録から作成されており，測定

方法による誤差は無いと考えて良い． 

 

②参議院議員選挙世論調査結果（世論調査） 

 さらに，同じく東京都選挙管理委員会は，時期が本比較調査とは異なるが，2007年9月6

日から19日まで選挙人名簿を台帳とした層化無作為抽出による訪問面接調査を行っている

（東京都選挙管理委員会 2007年b）．この調査の個票データは利用できないが，性別・年齢

別の集計結果が利用可能なので，やはり本比較調査の母集団定義に合わせる形で再集計が可

能である． 

  

以下では，この二つの選挙管理委員会の調査と，本研究の五つの調査との対比を中心に検討

を進める． 

 平成19年参議院（東京都選出）議員選挙の投票率は選挙管理員会の報告（全数）によると，

57.87％であった．本比較調査の母集団は20～59歳の成人男女なので直接の比較はできない

 51



が，先述の選管調査の結果を再集計すると投票率は52.6％と，全体よりも5％程度低い．こ

れは，選管調査において最も投票率の高い60歳代が除外されていること，並びに，70歳代

以上（67.8％）の投票率も50歳代と同じ程度（68.2％）であることが影響しているように

思われる． 

 

選管調査 世論調査 郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
全体 52.6% 71.6% 72.2% 71.3% 67.2% 70.9% 67.6%

選管調査との差 +19.0% +19.6% +18.7% +14.6% +18.3% +15.0%

選管調査 世論調査 郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
20歳代 35.5% 55.5% 53.0% 55.6% 54.6% 54.3% 50.8%
30歳代 48.7% 59.9% 65.3% 67.7% 66.4% 68.0% 63.6%
40歳代 59.1% 74.2% 76.7% 80.0% 69.0% 80.7% 75.2%
50歳代 68.2% 82.1% 86.5% 84.0% 79.4% 81.8% 82.4%

20歳代 0.040 0.031 0.040 0.037 0.035 0.023
30歳代 0.013 0.028 0.036 0.031 0.037 0.022
40歳代 0.023 0.031 0.044 0.010 0.046 0.026
50歳代 0.019 0.034 0.025 0.013 0.019 0.020

二乗誤差の和 0.095 0.123 0.145 0.090 0.138 0.092

20歳代 20.0% 17.5% 20.1% 19.1% 18.8% 15.3%
30歳代 11.2% 16.6% 19.0% 17.7% 19.3% 14.9%
40歳代 15.1% 17.6% 20.9% 9.9% 21.6% 16.1%
50歳代 13.9% 18.3% 15.8% 11.2% 13.6% 14.2%

表２　投票率の調査間比較　年代別

 

 
 各調査について全体および年齢範疇別の投票率を比較したのが表２である．選管調査も世

論調査も共に比例代表ではなく東京都選挙区についての投票率を報告しているので，本比較

調査の問３の設問については，「１．選挙区，比例代表とも投票した」，「２．選挙区だけ投

票した」の二つの和を全有効回答者数で割った数値を投票率としている．なお，二つの郵送

調査についてはこの設問を飛ばして次に進むことができるため，データセット上は若干の無

回答が存在するが，投票率を計算する段階では分母から除外した．インターネット調査では，

無回答が許されないため，厳密な比較としては郵送における無回答を分母から除外する方が

適切と考えられるからである． 

 表２の上段で全体の投票率の傾向を見ると，選管調査（集落抽出法）と比較して，全ての

調査が投票率を過剰に推定していることがわかる．その幅は14.6%から19.6％にわたるが，

都世論調査と郵送ランダムの無作為抽出調査と郵送モニターがそれぞれ19％前後過剰推定

している．インターネット調査についてはWEBモニターAが14.6％，WEBモニターCが15％

と，過剰推定の幅が小さいとも言えるが，WEBモニターBの過剰推定幅は18.3％と，むし

ろ訪問や郵送の調査と近い数値になっている．投票参加の質問は投票義務についての社会規

範が存在するため，人々は実際には棄権していても投票に行ったと答えがちと考えられてき

た（例えば，西平 1985: 7-8）．その観点から，この調査結果を解釈すると，社会的望まし

さから来る回答の歪みは，少なくとも投票参加については，調査員が介在する訪問面接でも，

郵送でも，あるいはインターネットを通じた調査でも大きくは変わらないということになる．
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インターネット調査の利点の一つは答えにくい質問に対して本音を引き出すことができる

点にあると言われるが，選挙管理委員会が行った面接調査と比べても「本音」を引き出すこ

とに成功しているとは言えない．しかし，この調査結果を見ると，棄権した人が回答者の中

に少ないのが実態で，虚偽の回答はむしろ少ないと考える方が妥当であるようにも思われる

（松本 2001: 136-140）．この推論が正しいならば，従来型調査もインターネット調査も棄

権した人々を補足することに失敗している点では共通している． 

 次に，年齢別に投票率を推定する場合について，検討したい．表２には各調査について投

票率，および選管調査を基準とした場合の二乗誤差，そして選管調査との単純な差を年齢集

団毎に表示している．若年層の投票率が過剰推定される傾向があるようにも見えるが，調査

によっては40歳代，50歳代が最も過剰に推定されているので特にどの年齢層が過剰あるい

は過小に推定されているとは言えない．二乗誤差の総和を取ると，最大値を示すのが郵送モ

ニター（0.145）なのに対して，最小値はWEBモニターA（0.090）である．WEBモニター

AとWEBモニターCについては二乗誤差の和が1を切っているが，WEBモニターBは郵送ラ

ンダムと郵送モニターの中間にあり，調査方法による差異を明確に議論することは難しい．

むしろ，インターネット調査の結果もモニター登録簿の構築方法によって結果が異なること

を示唆しているように思われる． 

 

選管調査 世論調査 郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
男性59歳以下 51.8% 70.1% 76.2% 75.2% 69.4% 74.9% 70.1%
女性59歳以下 53.5% 69.7% 69.0% 67.1% 64.8% 66.6% 64.9%

男性59歳以下 0.034 0.060 0.055 0.031 0.054 0.034
女性59歳以下 0.026 0.024 0.018 0.013 0.017 0.013

二乗誤差の和 0.060 0.084 0.073 0.044 0.071 0.047

男性59歳以下 男・乖離 18.3% 24.4% 23.4% 17.6% 23.1% 18.3%
女性59歳以下 女・乖離 16.2% 15.5% 13.6% 11.3% 13.1% 11.4%

乖離の男女差 2.1% 8.9% 9.8% 6.3% 10.0% 6.9%

表３　投票率の調査観比較　性別

 

  

 最後に，男女別の投票率推計について確認する．2007年の参議院選挙東京選挙区につい

ては，『選挙結果調』によると女性の投票率が58.0％，男性の投票率が57.8％と殆ど差が無

い．それが，年齢を59歳以下に限定すると，集落抽出法による推計ではあるが，女性の投

票率53.5％に対して男性の投票率51.8％と，1.7％の差がつく．一方，都が行った世論調査

では，男性の投票率が70.1％，女性の投票率が69.7％とほぼ等しく，それぞれ18.3％，16.2％

選管調査の結果から乖離する． 

 本比較研究の五つの調査に関して言うと，郵送ランダム調査のズレが大きく，男性の投票

率は選管調査から24.4％ずれている．一番ズレが小さいのはWEBモニターAで，17.6％と

なる．ただし，郵送モニターは23.4％，WEBモニターBは23.1％ずれており，郵送ランダ

ムの乖離幅が飛び抜けて大きいわけではない．むしろ，WEBモニターBが二つの郵送調査
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と似た傾向を示すことの方が興味深い．なお，女性の場合，選管調査と他の調査とのズレが

男性の場合よりも必ず小さいことは注目に値する．最大の乖離は郵送ランダムの15.5％で最

小はWEBモニターAの11.3％となる．その意味では，女性の結果の方が男性の結果よりも

調査間で似通っていると言える．さらに言えば，都の世論調査では男女それぞれの選管調査

からの乖離の幅の差は2.1％しかない（18.3-16.2=2.1）のに対し，他の調査では乖離の幅の

差が大きい．例えば，郵送ランダムの場合は8.9％の差（24.4-15.5=8.9）があり，最小の

WEBモニターAでも6.3％（17.6-11.3=6.3）の差がある．すなわち，この男女における投票

率のズレ方の傾向は，回収率の高い都の世論調査と比べて，本比較研究の５つの調査は良く

似ている．東京都選挙管理委員会のお墨付きで行われた回収率の高い訪問面接調査の結果と

比べると，回収率の低い無作為抽出の郵送調査と，標本抽出のフレームに問題があるインタ

ーネット調査とは，同じような傾向を示すと言うこともできよう． 

 

３．政策意見と社会意識についての比較 

 本節では，広い意味で政治や社会に関連する意見の分布が五つの調査でどう異なるかを検

討する．ここでは，選択肢が四つ以上ある五つの質問に分析を限定した．これらの質問を便

宜上連続尺度として扱い，調査毎の平均値を計算した結果が表4に示してある．また，平均

値の差の下には，調査の種類を要因とした分散分析の結果を掲載してある． 

 まず，各質問に現れる傾向を確認したい．国の年金制度に対する信頼を聞いたQ4であるが，

五つの調査を一括すると77％が年金制度を信頼していないが，その中でも調査方法による差

があることが窺える．郵送ランダム調査が最も年金制度に対する信頼が高い数値を示し，三

つのWEBモニター調査が信頼感の低い数値を示し，その中間に郵送モニター調査が位置して

いる．これらの調査間の平均値の差は，分散分析の結果を見る限り，統計的に有意である． 

 年金制度とは少し傾向が異なるが，社会階層帰属について聞いたQ8(3)では，郵送ランダ

ムと郵送モニターの数値が近く，WEBモニターの数字はやはり相互に近い．ただし，WEBモニ

ターの中でも，懸賞メイリング・リストのWEBモニターCは特に下層帰属感が強く出ている．

この質問に対する回答の平均値の差も統計的に有意である． 
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郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
平均値 2.95 3.08 3.23 3.17 3.23
対象者数 750 981 1000 998 978

要因 平方和 自由度 平均平方 F値 P値
群間（調査間） 46.75 4 11.69 18.59 0.00
群内（調査内） 2955.74 4702 0.63
計 3002.48 4706 0.64

郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
平均値 4.29 4.39 4.40 4.41 4.38
対象者数 602 826 839 854 815

要因 平方和 自由度 平均平方 F値 P値
群間（調査間） 5.70 4 1.43 2.08 0.08
群内（調査内） 2689.94 3931 0.68
計 2695.64 3935 0.69

郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
平均値 2.20 2.34 2.32 2.36 2.32
対象者数 753 986 1000 998 978

要因 平方和 自由度 平均平方 F値 P値
群間（調査間） 13.05 4 3.26 2.75 0.03
群内（調査内） 5582.52 4710 1.19
計 5595.57 4714 1.19

郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
平均値 3.04 3.01 3.05 2.97 3.06
対象者数 753 984 1000 998 978

要因 平方和 自由度 平均平方 F値 P値
群間（調査間） 5.72797291 4 1.43199323 1.68 0.1516
群内（調査内） 4012.56271 4708 0.852286048
計 4018.29069 4712 0.852778159

郵送ランダム 郵送モニター WEBモニターA WEBモニターB WEBモニターC
平均値 3.25 3.22 3.36 3.32 3.49
対象者数 746 982 1000 998 978

要因 平方和 自由度 平均平方 F値 P値
群間（調査間） 42.43 4 10.61 13.73 0.00
群内（調査内） 3630.20 4699 0.77
計 3672.63 4703 0.78

Q8．（３）かりに現在の日本社会全体を、以下の5つの層にわけるとすれば、あなた自身は
どれに入ると思いますか。（５点尺度－数値が大きいほど下層）

Q4．あなたは、国の年金制度を、全体として、信頼していますか、信頼していませんか。
（４点尺度－数値が大きいほど不信）

表4　各調査における意見の平均値

Q8．（１）男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。（４点尺度－数値が大きいほど
反対）

　* 「わからない」と「所得税を払っていない」が集計から除外されており、対象者数が他の質問と比べ少ない

Q5．あなたに課せられている所得税は、高いと思いますか。（５点尺度－数値が大きいほ
ど高いと思っている）*

Q6．「政府は、裕福な家庭と貧しい家庭の収入の差を縮めるために、対策をとるべきだ」と
いう意見に、あなたは賛成ですか、反対ですか。（５点尺度－数値が大きいほど反対）
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 一方，所得税についての重税感を聞いたQ5だが，郵送ランダム調査が低めの数値を示して

いる．郵送モニターと三つのWEBモニター調査はほぼ同じ数値を示し，ランダムかモニター

かの違いによって数値が異なっているように思える．同様の傾向は経済的格差の是正（結果

の平等）について尋ねたQ6にも存在する．郵送ランダムの平均値だけが他の調査よりも肯定

的な値を示し，他の四つのモニター調査の平均値は比較的似通っている．ただし，Q5の重税

感については，調査間で平均値は等しいという帰無仮説を危険率5％で棄却できない．また，

Q6の経済的格差の是正についての質問は，5％水準で有意であるが，F値は辛うじて棄却点を

超えるに過ぎない．重税感や年金格差については，年金信頼や階層帰属意識ほど明瞭な差が

調査の間に存在しないと言えるだろう．性別役割分業意識を尋ねるQ8(1)については，体系

的な差違はないように思われる．実際，分散分析では，各調査の平均値が等しいという帰無

仮説を棄却できない． 

 以上の分析は，あくまで五つの調査間に存在する平均値の差が偶然に発生したのか，それ

とも何か体系的な違いがあるのかを検討したものであり，個別の調査間に存在する差を検討

したわけではない．そこで，各調査間での一対一の比較をするために，多重比較（シェッフ

ェの検定）を行った結果を示したのが，表５である． 

 

郵送ランダム 郵送モニター モニターA モニターB 郵送ランダム 郵送モニター モニターA モニターB
0.13 * -0.04
(0.03) (0.95)
0.28 *** 0.15 ** 0.00 0.04
(0.00) (0.00) (1.00) (0.91)
0.22 *** 0.09 -0.06 -0.08 -0.04 -0.08
(0.00) (0.18) (0.64) (0.56) (0.93) (0.43)
0.28 *** 0.15 ** 0.01 0.06 0.02 0.05 0.01 0.09
(0.00) (0.00) (1.00) (0.56) (1.00) (0.79) (1.00) (0.28)

郵送ランダム 郵送モニター モニターA モニターB 郵送ランダム 郵送モニター モニターA モニターB
0.09 -0.03
(0.34) (0.98)
0.11 0.02 0.11 0.14 *
(0.19) (1.00) (0.17) (0.02)
0.11 0.02 0.00 0.07 0.09 -0.04
(0.15) (0.99) (1.00) (0.66) (0.22) (0.89)
0.09 -0.01 -0.02 -0.03 0.24 *** 0.27 *** 0.13 * 0.17 **
(0.42) (1.00) (0.99) (0.98) (0.00) (0.00) (0.02) (0.00)

†(p<.10)，*(p<.05)，**(p<.01)，***(p<.001)

郵送ランダム 郵送モニター モニターA モニターB
0.14
(0.13)
0.12 -0.02
(0.24) (1.00)
0.16 * 0.02 0.04
(0.05) (1.00) (0.96)
0.13 -0.01 0.00 -0.04
(0.22) (1.00) (1.00) (0.97)

モニターA

モニターB

モニターC

モニターC

郵送モニター

郵送モニター

郵送モニター

モニターB

モニターC

Q8．（１）男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。
（４点尺度－数値が大きいほど反対）

モニターC

郵送モニター

モニターA

モニターB

モニターC

モニターA

モニターB

Q8．（３）かりに現在の日本社会全体を、以下の5つの層にわけるとすれば、あ
なた自身はどれに入ると思いますか。（５点尺度－数値が大きいほど下層）

　セルの数値は、上が行の調査平均から列の調査平均を引いたものである。た
とえば、Q4の左上の数字は、郵送モニターの平均値から郵送ランダムの平均値
を引いた数値である（0.13=3.08-2.95）。
　下にある括弧内の数値は、二つの平均値が等しいという帰無仮説を基準とした
際に、実際に測定された平均値の差よりも大きな差を得る（両側）確率である。
従って、シェッフェの検定によると、国の年金制度に対する信頼について、郵送ラ
ンダム調査と郵送モニター調査の間に差はないという帰無仮説は危険率5％で
棄却される。

表５　多重比較

Q4．あなたは、国の年金制度を、全体として、信頼していますか、信頼していま
せんか。

Q5．あなたに課せられている所得税は、高いと思いますか。
（５点尺度－数値が大きいほど高いと思っている）*

Q6．「政府は、裕福な家庭と貧しい家庭の収入の差を縮めるために、対策をとる
べきだ」という意見に、あなたは賛成ですか、反対ですか。（５点尺度－数値が

郵送モニター

モニターA

モニターB

モニターA

 

 

 表５の結果は表４の結果を追認するものだが，より詳細な情報を与えてくれる．表の読み

方だが，セルの数値は，上が行の調査平均から列の調査平均を引いたものである．具体的に

は，Q4の左上の数字は，郵送モニターの平均値から郵送ランダムの平均値を引いた数値であ
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る（0.13=3.08-2.95）．下にある括弧内の数値は，二つの平均値が等しいという帰無仮説に

対して，実際に測定された平均値の差よりも大きな差を得る（両側）確率である．従って，

シェッフェの検定によると，国の年金制度に対する信頼について，郵送ランダム調査と郵送

モニター調査の間に差はないという帰無仮説は危険率5％で棄却される． 

具体的な設問について検討すると，国の年金制度に対する信頼（Q4）については，郵送ラ

ンダム調査とモニター調査（郵送モニターとWEBモニター調査）との間に統計的に有意な差

がある．ただし，郵送モニターとWEBモニターとの比較については，三つのうち二つだけが，

統計的有意差を示している．WEBモニター間には明確な差はない．やはり，郵送ランダムに

回答する人々の方が，他のモニター調査の回答者と比べて，国の年金制度に対する不信感が

弱いと言える． 

一方，階層帰属意識（Q8(3)）については，WEBモニターCが他の全ての調査との間で統計

的有意差を示す．WEBモニターCの回答者は，他のどの調査と比べても，自分自身の社会階層

を低く位置づけている．年金制度の回答については，ランダム対モニターの対比であったが，

社会階層帰属については，懸賞メイリング・リスト対それ以外という対比が明瞭である．こ

れは，一口にインターネット調査といっても，モニターの募集方式およびモニターに対する

誘因の与え方の違いにより，結果が異なることを示している点で興味深い． 

経済格差是正政策（Q6）については，郵送ランダムと郵送モニターとの間，および郵送ラ

ンダムとWEBモニターBとの間に差があるが，この差が何に起因するのかは，年金制度信頼や

社会階層帰属の差と違い，解釈が難しい．重税意識については，個別の双対比較では差を検

出できなかった．性別役割分業意識についても同様である． 

 

４．回帰分析 

 以上の分析は，各調査で対象者が回答を与える際の因果関係は一定であることを前提に，

平均値の差のみを検討してきた．しかしながら，調査間に単純な平均値の差がある以上に，

様々な要因がその差を増幅，あるいは相殺している可能性は否定できない．本節では，交互

作用項を投入した重回帰分析を行って，平均値の差が他の要因により増幅あるいは相殺され

ているかを，年金制度信頼と社会階層帰属の二つについて確認する． 

 回帰分析の手続きは以下の通りである．まず，参照基準となる調査を除き各調査をダミー

変数とし，諸要因を統制した後でも平均値の差が有意となるかを確認する．統制する変数は

社会属性変数に限る．具体的には，性別（男性が１，女性が０）のダミー変数，年齢（実数），

そして学歴（大学・大学院以上を１，それ以外を０）のダミー変数である．調査のダミー変

数と社会属性のみを統制した回帰分析を行った後に，一つの社会属性変数と調査の種類との

交互作用項を投入した分析を行う．調査は五つあるので，分析に投入される調査のダミー変

数は四つである．その四つのダミー変数についてそれぞれ社会属性変数との交互作用項を作

成し，一挙に分析に投入する．ただし，三つの社会属性について，全ての交互作用項を投入
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すると，結果の解釈が著しく煩雑になるので，交互作用を用いた分析は社会属性毎に3回行

った． 

 

独立変数 （１） （２） （３） （４）
性別（男=1/女=0) 0.107 *** 0.108 *** 0.241 *** 0.107 ***

(0.024) (0.024) (0.059) (0.024)
年齢(実数） -0.011 *** -0.009 *** -0.011 *** -0.011 ***

(0.001) (0.002) (0.001) (0.001)
大学・大学院 -0.091 *** -0.093 *** -0.093 *** -0.010

(0.024) (0.024) (0.024) (0.059)
郵便モニタ 0.109 ** 0.250 † 0.163 ** 0.154 **

(0.039) (0.140) (0.053) (0.054)
WEBモニターA 0.247 *** 0.240 † 0.286 *** 0.258 ***

(0.038) (0.141) (0.053) (0.054)
WEBモニターB 0.194 *** 0.186 0.283 *** 0.240 ***

(0.038) (0.141) (0.053) (0.054)
WEBモニターC 0.253 *** 0.342 * 0.361 *** 0.326 ***

(0.038) (0.143) (0.053) (0.053)
郵便モニターと年齢の交互作用 -0.004

(0.003)
WEBモニターAと年齢の交互作用 0.000

(0.003)
WEBモニターＢと年齢の交互作用 0.000

(0.003)
WEBモニターＣと年齢の交互作用 -0.002

(0.003)
郵便モニターと性別の交互作用 -0.121

(0.077)
WEBモニターAと性別の交互作用 -0.093

(0.076)
WEBモニターＢと性別の交互作用 -0.190 *

(0.076)
WEBモニターＣと性別の交互作用 -0.227 **

(0.077)
郵便モニターと学歴の交互作用 -0.097

(0.077)
WEBモニターAと学歴の交互作用 -0.035

(0.077)
WEBモニターＢと学歴の交互作用 -0.097

(0.077)
WEBモニターＣと学歴の交互作用 -0.154 *

(0.077)
定数 3.386 *** 3.342 *** 3.327 *** 3.350 ***

(0.054) (0.108) (0.059) (0.060)

標本規模 4670 4670 4670 4670
修正済決定係数 0.040 0.040 0.042 0.041

†(p<.10)，*(p<.05)，**(p<.01)，***(p<.001)

表６　年金制度信頼に対する調査方法の影響（基準・郵送ランダム）
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 表６には，年金制度信頼を従属変数とする重回帰分析の結果が掲載してある．第１列目は

社会属性と調査のダミー変数だけが投入された場合の結果が示されており，両側5％水準で

統計的に有意な係数には網掛けが施されている．全ての変数が統計的に有意であるので，各

調査で平均値が異なるのは，ここで統制されていない社会属性あるいは態度次元での差異が

存在するためだと考えられる．そして，各調査ダミー変数の偏回帰変数は，社会属性要因を

統制してもなお残る各調査と郵送ランダム調査との平均値の差を表している．1

 次に第２列には，年齢との交互作用効果を投入した重回帰分析の結果が示してある．どの

交互作用も統計的には有意ではないので，調査間の差異が年齢により増幅されるということ

はなさそうである． 

 一方，第３列は，性別と調査方法との交互作用項を投入した場合の推定結果が掲載してあ

る．ここでは，WEBモニターBと性別の交互作用，およびWEBモニターCと性別との交互作用が

それぞれ統計的に有意である．この場合，郵送ランダム調査とWEBモニターBとの平均値の差

は，社会属性を統制した後にも0.283存在するが，男性の場合はその差は0.093

（=0.283-0.190）となる．これは郵送ランダム調査とWEBモニターB調査との比較で言えば，

女性の場合は後者で0.283だけ年金不信になるが，男性は0.093だけしか変化しないことを意

味する．図１は，この交互作用を視覚的に表現したものである．データの視覚的表現と解釈

には慎重であるべきだが，二つの調査の間に存在する差は，主に女性回答者における違いだ

と思われる．同様の解釈が，郵送ランダム調査とWEBモニターC調査との間にも成立する． 

 

図１　性別と調査方法の交互作用
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1 なお，四つの偏回帰係数の大きさは，社会属性要因が統制されるために全く同一ではないが，さきほど

のシェッフェ検定の表における調査間の差と近い． 
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 最後に，学歴との交互作用であるが，WEBモニターCとの交互作用のみが統計的に有意とな

った．WEBモニターCの回答者は総じて郵送ランダム調査よりも不信感が強い（不信度が0.326

高まる）が，大学卒以上の学歴を持つ場合だけは，その影響が半減する（0.172=0.326-0.154）．

同じWEBモニター調査でも，懸賞MLのWEBモニターCだけは，特に郵送ランダムとの違いを増

幅する要因が何かあるのかもしれない． 

 なお，確認のために年齢，性別，学歴すべてについて各調査との交互作用を一挙に投入し

た場合でも，WEBモニターBと性別，およびWEBモニターCと性別の交互作用項は統計的に有意

であった．ただし，WEBモニターCと学歴との交互作用は統計的に確認できなくなった． 

 次に，表７に階層帰属意識を従属変数とした同様の分析結果を掲載している．ただし，多

重比較の結果に鑑み，ここではWEBモニターCを基準とした分析を行っている．第1列は社会

属性と調査種類ダミーだけが独立変数として投入されているが，全ての偏回帰係数が統計的

に有意である．2

 第2列から第4列までの結果をみると，第2列では，郵送ランダム調査と年齢の交互作用，

および郵送モニターと年齢の交互作用が統計的に有意になっている．係数の値は小さいが，

年齢は実年齢が投入してあるので，実際の影響は係数の大きさから受ける印象よりも大きい．

残りの第3列と第4列については，それぞれ郵送モニターとの交互作用だけが両側5％水準で

統計的に有意であった． 

 ここでは懸賞MLであるWEBモニターCと郵送モニターとの対比について，少し詳しく見てお

きたい．単純に調査が異なることだけの影響を見る場合（第1列），WEBモニターCと郵送モ

ニターとの間には，-0.252の違いがある（第1列）．即ち，郵送モニターの方が，5点尺度で

0.252だけ高い社会階層帰属感を持っている．次に，第2列の結果を利用して，20歳の年齢差

が及ぼす影響を考えてみよう．WEBモニターCの登録者については年齢が20歳上がると，階層

帰属意識の得点は約-0.18（= -0.009×20）変化し，より高い階層への帰属を表明すると解

釈できる．年齢が一定とすると，郵送モニターであることは，WEBモニターCと比較して，階

層帰属意識の得点が-0.635変化する（より高い階層への帰属を表明する）．ただし，郵送モ

ニターの登録者の場合，交互作用の存在により，年齢の影響が相殺されてしまう．具体的に

は，20歳の年齢差が階層帰属意識に与える影響は約0.02（= -0.009×20＋0.010×20）に過

ぎない．この結果を視覚的に表現したのが，図２であるが，郵送モニターとWEBモニターC

とでは，階層帰属意識に対して年齢の与える影響が大幅に異なることがよく現れている． 

  

                                                  
2 また，各調査ダミーの偏回帰係数はシェッフェ検定における平均値の双対比較と近い値である． 
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独立変数 （１） （２） （３） （４）
性別（男=1/女=0) 0.186 *** 0.186 *** 0.266 *** 0.190 ***

(0.026) (0.026) (0.055) (0.026)
年齢(実数） -0.004 ** -0.009 *** -0.004 *** -0.004 ***

(0.001) (0.003) (0.001) (0.001)
大学・大学院 -0.438 *** -0.433 *** -0.437 *** -0.345 ***

(0.026) (0.026) (0.026) (0.055)
郵送ランダム -0.242 *** -0.602 *** -0.205 *** -0.183 **

(0.042) (0.156) (0.058) (0.058)
郵便モニター -0.252 *** -0.635 *** -0.166 ** -0.170 **

(0.039) (0.144) (0.055) (0.056)
WEBモニターA -0.115 ** -0.160 -0.061 -0.090

(0.038) (0.145) (0.055) (0.056)
WEBモニターB -0.149 *** -0.336 * -0.123 * -0.070

(0.038) (0.145) (0.055) (0.056)
郵送ランダムと年齢の交互作用 0.009 *

(0.004)
郵便モニターと年齢の交互作用 0.010 **

(0.004)
WEBモニターAと年齢の交互作用 0.001

(0.004)
WEBモニターＢと年齢の交互作用 0.005

(0.004)
郵送ランダムと性別の交互作用 -0.072

(0.084)
郵便モニターと性別の交互作用 -0.169 *

(0.078)
WEBモニターAと性別の交互作用 -0.105

(0.077)
WEBモニターＢと性別の交互作用 -0.052

(0.077)
郵送ランダムと学歴の交互作用 -0.120

(0.084)
郵便モニターと学歴の交互作用 -0.158 *

(0.078)
WEBモニターAと学歴の交互作用 -0.053

(0.077)
WEBモニターＢと学歴の交互作用 -0.151 †

(0.077)
定数 3.762 *** 3.952 *** 3.723 *** 3.718 ***

(0.056) (0.106) (0.061) (0.061)

標本規模 4667 4667 4667 4667
修正済決定係数 0.068 0.071 0.069 0.070

†(p<.10)，*(p<.05)，**(p<.01)，***(p<.001)

表７　階層帰属意識に対する調査方法の影響（基準・懸賞ＭＬ）

  

 

次に性別との交互作用を確認する．第3列の結果を参照すると，WEBモニターCの場合，男

性は女性よりも0.266大きな階層帰属意識の値を示す（より低い階層への帰属を表明する）

のに対し，郵送モニターの場合は，男性は女性より0.097（=0.266-0.169）大きな値（低い
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階層への帰属）を示すだけである．従って，郵送モニターにおいては，階層帰属意識は年齢

と性別によってそれほど左右されないと言うことができる． 

 

図２　年齢と調査方法の交互作用
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それに対して，第4列の学歴については，WEBモニターCの場合，大学・大学院卒だと高卒

以下と比較して-0.345小さな値（高い階層帰属）を表明する．それが，郵送モニターになる

と，学歴による差は-0.503（=-0.345-0.158）に拡大する．従って，郵送モニターの場合，

常に社会属性による差が小さくなるのではなく，学歴のように差が拡大する場合もある．な

お，確認のために全ての交互作用項を一挙に投入しても，年齢と郵送モニターおよび年齢と

郵送ランダムの交互作用だけは，危険率5％水準で有意であり，偏回帰係数の大きさも大き

くは変化しなかった． 

 

５．考察 

 以上，簡単ではあるが，投票参加と政治的態度について五つの調査間の差異を検討した．

前者について言えば，東京都選挙管理委員会による集落抽出法の推計値と比べると，回収率

が高い選挙管理委員会世論調査も本研究の五つの調査も，投票率を過剰推定していることが

明らかになった．この結果については二つの解釈が可能である．一つは，インターネット調

査といえども特に他の調査方法と異ならず，少なくとも投票参加については，やはり社会的

に望ましい方向へ回答を誘導する傾向があるというものである．もう一つは，インターネッ
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ト調査も通常の郵送ランダム調査と同様に，投票に行かない人々を補足することはできない

という解釈である．従来は，選挙で棄権したにもかかわらず，投票に行ったと答える人がい

るため，世論調査における投票率は公式の結果よりも高めに出ると言われることが多かった

（例えば，西平 1985: 7-8）．しかし，調査員を介さない郵送でも，インターネットでも投

票率が過剰に推定されていることを考えるならば，むしろ回答者は正直に投票参加について

報告しており（松本 2001: 136－149），全ての調査が棄権者の補足に失敗していると考え

る方が妥当であるように思える．この解釈に立つと，投票参加という点に限って言えば，イ

ンターネット調査における潜在的回答者の集合と郵送ランダム調査で実際に回答する可能

性がある人々との間に体系的な差異はないことになる． 

 一般的にインターネット調査は通常の面接調査では補足しにくい若年層などを補足する

のに有益と考えられがちであるが，すくなくとも政治的に不活発，あるいは極めて政治に関

心が乏しいと思われる層を補足するのには必ずしも適当なデータ収集方法ではない．これは，

政治参加が，心理的には様々な形での社会への関わり方と連動しているからではないかと考

えられる． 

 ただし，調査間に明確な差が無いのは，単純に平均値のみを議論した場合である．実際，

回収率の高い選挙管理委員会世論調査による推定値が，男女とも同じ程度，東京都の集落抽

出法による投票率の推定値からずれていたのに対し，郵送ランダム調査を含めた五つの調査

全てにおいて，男性のズレの幅が，女性のズレの幅よりも顕著に大きかった．その意味では，

インターネット調査は回収率の著しく低い確率標本抽出データと似た傾向を示すと言える

かも知れない．おそらく，インターネット調査に答える人々と，どんな調査にでも律儀に答

える人々との間には一定の共通性があるのではないか．それと同時に，推定された複数の平

均値がそれほど違わないように見えても，二変量以上で検討した場合には，必ずしも結果が

等しいことが保証されないことをこの結果は改めて示したと言える． 

 後半の，政治的態度や階層帰属意識の分析は二変量以上で検討した結果を，別の角度から

示したものである．ただし，事態は確率標本抽出調査対インターネット調査と図式的に割り

切れるほど単純ではない．実際の所，分散分析の結果，五つの調査間で平均値に差があるら

しいということが分かっても，どこで線を引くかは質問内容毎に異なる．国の年金制度に対

する信頼は大きく分けると郵送ランダム調査とWEBモニター調査との対比という形で整理で

きる．その一方で，社会階層帰属については，懸賞MLであるWEBモニターCとそれ以外という

対比の方が鮮明である．つまり，確率標本抽出対インターネット・モニターという形で全て

が割り切れるのではなく，インターネット・モニター間の体系的な差も考えなければならな

い．さらに，回帰分析による検討では，調査間で平均値に差があるだけでなく，ある変数の

影響が「モニター独特のクセ」により，場合により増幅あるいは相殺される可能性があるこ

とが明らかになった． 
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 本章の結果を前提にすると，現段階では伝統的な確率標本抽出法に基づいた調査をインタ

ーネット・モニターの調査で完全に代替してしまうというのは軽率と判断せざるを得ない．

もし，訪問面接調査の回収率の低下が問題ならば，郵送調査へ切り替えて十分な回収率改善

の努力をする方が賢明であるように思われる（松田 2006a, 2006b）．ただし，インターネ

ット・モニターを利用した調査には，複雑な実験条件に基づいた測定やデータ収集の速度等，

それ独自の利点があることも確かなので，インターネット調査で言えることと言えないこと，

理論的に検討したい母集団と実際に調査対象となる可能性がある人々の集合との乖離を常

に意識しながら利用することを考える必要があるだろう． 
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第５章 調査回答に及ぼすモニター効果とモード効果 

 

三輪 哲 

 

１．はじめに 

調査方法が異なれば，調査結果も異なるのか．この素朴だがきわめて重要な問いに対し，

力強く否定することはもはや難しい．三輪（2009）は，回答傾向の偏りに基づいて調査方

法間の非類似性を明らかにした．それと同じ研究プロジェクトからは，萩原（2009b）も留

置調査と Web 調査とのあいだでは，属性も意識項目も非常に大きな回答分布のずれがある

ことを報告している．それ以外にも，調査方法によって結果が異なることは，さまざまな

論者が指摘していることが知られている（本多・本川 2005; 前田・大隅 2006）． 

 では何故に違いが生じるのかと言えば，実のところ，よくわかっていないことが多い．

Groves ら（2004）によれば，質問紙調査において誤差が混入する過程は，大きく次の 2 つ

に分けられる．1 つは，測定の誤差である．真値を測ろうとしているのだが，そこに何ら

かの偏りが生じてしまうとか，間違えて答えてしまうなどがありうる．もう 1 つは，対象

者選択の誤差である．これは，目標母集団をどの程度的確にとらえたフレームが利用可能

かというカバレッジ誤差，フレームから確率的に標本抽出する際に生じるサンプリング誤

差，そして計画標本に含まれた調査対象者のうちかなりの割合が回答してくれないことに

よる無回答誤差からなるとされる．これらの誤差が，調査方法に依存して発生し，結果的

に回答の偏りをもたらすのではないかと考えられる．そしてそれら誤差の原因もさまざま

であるとみられている．たとえば測定誤差 1 つとってみても，調査員による聞き間違い・

書き間違いや，本人の記憶違いなど誤差を発生させる主体も理由も多様に存在するわけで

ある． 

 話を単純にするために，本稿においては郵送調査と Web 調査だけを扱うこととする．そ

の理由は，この 2 つの調査法は，自記式でおこなわれるため測定誤差の発生主体がほぼ本

人に限られる点，調査員訪問や電話調査のような調査者側からの積極的な働きかけがない

ため調査対象者にかかる回答圧力が弱い点で共通しているからだ．対象者がある程度能動

的に調査に向かいあっているだいたい同質の状況との仮定を受け容れられれば，得られた

回答の違いを，紙かコンピュータ画面かという調査方法の違いに帰責しやすいと考えたの

である．こうした調査における回答局面の方法は，調査モードと呼ばれる．そして本稿で

は，調査モードによる差異を「モード効果」とみなすこととする． 

 郵送調査を焦点とするもう 1 つの大きな理由は，それが無作為抽出による標本設計と，

調査会社へと登録したモニターに基づく標本設計の，両者がともに頻繁に用いられている

ことである．その点，訪問留置調査はモニターを使う事例は少なく，逆に Web 調査のほと

んどがモニター調査であり代表性のあるサンプリングフレームから無作為抽出をする例は
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皆無に近い．よって，これらは同一調査モードの中での標本設計の違いを検討するのに適

していない．以上の考察の末に，本稿では郵送調査法に調査モードをそろえた中での，モ

ニター調査結果と無作為抽出調査結果とを比較していくスタンスをとることとした．これ

らの差異を，本稿では「モニター効果」とみなす． 

 調査モード効果の析出にあたって重要なことは，それが同一個体の中での違いであらね

ばならないことである．しばしばある調査方法間比較の調査設計は，同一母集団に対する

異方法（モード）によるアプローチである（本多・本川 2005; 萩原 2009a; 日本マーケテ

ィング・リサーチ協会 2005）．だがそれは，インプット（調査方法）とアウトプット（調

査結果）との関係を記述することは可能であるものの，調査モード効果を検討することは

困難である．というのは，上述の従来型比較設計のもとでは，刺激により反応が変わるか

という調査モードによる効果と，誰が答えるのかというカバレッジやレスポンスによる効

果とが交絡してしまうからだ．この問題を解消するためには，同一個体を異なる方法で追

跡調査する特殊なパネルデータが要求される．このようなデータならば，個体の異質性を

統制した上で，調査モードだけが変わったときの回答の差異を取り出すことができるのだ． 

 そしてもう 1 点強調したいのは，モニターであることが持つ何らかの効果である．実際，

これがとらえられるか否かも，比較の設計に依存する．よくあるのは，調査の質問で調査

モニターになっているかをたずね，その変数のカテゴリーで分けて回答分布を比較するや

り方である．ところが，そうしたやり方では，精確なモニター効果の抽出には決して至ら

ない．なぜなら，そこでの「モニター参加者」は，あくまで通常の（無作為抽出による）

調査に答えてくれた標本の中にいるという条件のもとでの「モニター参加者」だからだ．

モニターをしている人すべてが，自分が能動的に登録した覚えのない通常の調査へと協力

してくれるとは限らない．そもそも通常の調査とモニター調査とがカバーできる範囲の共

通性と異質性自体がモニター効果の議論以前に問われなければならない課題である．通常

の調査とモニター調査それぞれのいわば守備範囲を見極めたうえで，同一母集団・同一調

査モード・異標本設計でおこなわれた複数調査を比較することが求められる． 

 そこで本稿では，調査方法がもたらす回答の偏りの要因を 2 点のみに絞って，それらが

有するインパクトの推定を試みる．繰り返しになるが，1 つはモード効果で，もう 1 つは

モニター効果である．2 点だけとはいえ，いずれも調査方法論的に未踏の課題であって，

単なる方法間の相違の記述を超える成果をもたらすものである．そして得られた知見は，

それがもつ偏りゆえにしばしば疑いの眼差しを向けられがちな Web 調査の特性を理解する

ための資料としても有用となることだろう． 

 

２．研究方略・方法 

2.1 使用するデータ 

 本稿では，分析目的に応じて 3 つのデータを使い分ける．まず第 1 に，モード効果を析
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出するために使用される「東大社研高卒パネル調査」データである．第 2 に，モニター効

果析出のために設計された調査手法比較研究用のデータから「郵送ランダム」と「郵送モ

ニター」データを用いる．そして第 3 に，督促と有効標本の偏りとの関係を調べるための

「仙台教育意識調査」データである．ではそれぞれの調査データについて，説明を加えよ

う． 

 「東大社研高卒パネル調査」は，2004 年 1 月～3 月に日本全国４県 101 校の全日制高校

に通う高校 3 年生を対象として「高校生の生活と進路に関するアンケート調査」を実施し

た調査対象者を追跡したものである．高校調査では 7,563 人（回収率 69.1%）から協力を

得て，101 校のうち 78 校（回収率 77.2%）からは学校調査の回答を得た． 

 卒業後半年ほどたった 2004 年 10 月には，卒業後の追跡調査に協力を同意した 2000 名強

の高卒者に「高校卒業後の生活と意識に関するアンケート調査」（高卒者）を，その保護者

には同調査（保護者用）を郵送した．第 2 回目の追跡調査は 2005 年 10 月に実施し，調査

票を高卒者に郵送し，郵送で回収した．2006 年 10 月には第 3 回の追跡調査を高卒者，保

護者に対して郵送した．2007 年 1 月末日までに郵送と Web により回収できたのは，高卒者

549 名（回収率 27.9％），保護者 349 名（回収率 17.8％）であった．第 4 回目の追跡調査

は 2008 年 10 月に，郵送と Web を併用して実施された．高卒者のうち 530 名から回収票を

えた． 

 本分析で用いられるのは，郵送とWebという異なる調査モードを併用した2006年調査（第

3 回追跡）と 2008 年調査（第 4 回調査）である．前者では，507 名が郵送，42 名が Web に

より，後者は 507 名が郵送，23 名が Web で回答した．2 回とも Web だった者は 5 名に過ぎ

ない．どちらかだけ Web で回答したケースは，同一対象者が異なる調査モードで回答した

際の偏りを検討する貴重な資料となるのである． 

 次に，東京大学社会科学研究所受託研究の一環としてリクルートワークス研究所により

行われた調査方法比較調査データである．比較調査は，2007 年に，東京都の 20 歳から 59

歳までの男女を対象に実施された．ランダムサンプリングによる標本に対する郵送調査（郵

送ランダム），調査モニターに対する郵送調査（郵送モニター），そして 3 つの Web 調査の，

5 つの調査が同時になされた．標本設計や回収率等の詳細は，萩原（2009a）を参照された

い． 

 それらのなかから，本稿では，郵送ランダム調査と郵送モニター調査のデータを比較分

析のために用いる．これら両者は，ほとんど同一の調査票を使用し，ほぼ同時期に，同一

の目標母集団を設定して，同一の調査会社により実施されたため，比較可能性がきわめて

高い．唯一，実際に調査対象として選ばれたのが，有権者名簿から無作為抽出されたのか，

それとも調査モニターのリストから割り当て抽出されたのかが，はっきりした違いである．

これらを比べることにより，調査モニターがもつ特性を描き出すことがねらいである． 

 それから，筆者が独自に実施した「仙台教育意識調査」データである．同調査は 2003
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年 2 月に，仙台市在住の 20 歳以上 70 歳未満の有権者男女を対象として行われた郵送調査

である．非層化二段無作為抽出によって選ばれた計画標本 1,050 名に対して 574 名の回収

標本をえた．有効回収率は 54.7%であった． 

 この調査データを用いる理由は，督促を比較的多く行ったこと（3 回）と，督促の実施

と回収に関する情報が豊富にあるので，督促の効果をみるのに都合がよいためである． 

 

2.2 東大社研高卒パネルデータの分析法 

 前項で述べた複数のデータの分析にあたり，できる限りシンプルな統計分析によりアプ

ローチするよう心がけた．次節で扱う分析結果の大半は，構成割合や属性相関係数，比率

の差といった，クロス集計レベルで求められた結果を図示化したものである．それらは特

に解説不要であろう．ただし，「東大社研高卒パネル調査」に適用する分析方法についてだ

け，どうしてもパネルデータ分析の技法の 1 つである固定効果モデルを用いたゆえに，そ

の補足説明が必要と思われる． 

 固定効果モデルとは，線形を仮定した従属変数に対するパネルデータ用の回帰モデルの

一種である1．パネルデータを使用するメリットとして，一般に，個人の観察されない異質

性の統制が挙げられる．同じ個人の従属変数の値がいくつも観測されているので，それら

の平均的傾向をいわば「個人特有効果」としてモデルに含めれば，個人の異質性を統制す

ることができるわけである．その結果，独立変数が個人内で変わることに伴って，従属変

数がやはり個人内で変わるのかどうかとらえられる．特に固定効果モデルは，個人の異質

性を完全に統制したモデルであって，そこで残る説明されるべき変動はすべて個人内の話

に帰せられる． 

 

itiit eitXbitXbay +++= )()( 2211 

 

 上の数式は，今回用いた固定効果モデルの構造方程式である．ここでX1はWeb調査での回

答のときに 1，郵送のときに 0 をとるWebダミー変数，X2は 2008 年の回答は 1，2006 年の

回答は 0 となる 2008 年ダミー変数である．Yは各々の従属変数である．ここで添え字がit

となっているが，iは個人，tは時間（調査時点）を示す．よってYもXも個人および時間と

ともに変わるということを意味する．aiは個人別の定数項であり，これが個体特有の効果

となる．誤差eも，個人・時間ごとに独自の値をとることが示唆される． 

 この式を推定することで算出されるb1こそが，調査モード効果分析の際の根拠となる重

要な値である．なぜならそれがパネルデータの固定効果モデルで求められることによって，

同一の個人の中で，調査モードが郵送からWebに変わったときに，従属変数とした質問項目

                                                        
1 固定効果モデルを含め，パネルデータの回帰分析技法についての説明は，北村（2005），
坂本（2007），Hsiao（2003=2007）などを参照のこと． 
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への回答の変化量を示す値となるからである．そしてそれこそが，本稿でいう調査モード

効果の有無を解釈するための実証的証拠なのである． 

 

３．結果 

3.1 調査モード効果の析出 

 それでは，最初に調査モード効果の分析から始めたい．先述した，東大社研高卒パネル

調査データセットを用い，同一個体内での調査モードによる違いを固定効果モデルによっ

て取り出した．まず，日常生活の悩みに関する 9 項目における違いを図 1 に示した．参考

として，2008 年調査のダミー変数の効果も図示している．統計的有意なもの（t 比の絶対

値が 2 以上）に限り，図中に斜体太字で数値を表示した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１　日常生活における悩みに関するモード効果
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 図 1 によれば，日常生活の悩みについては，Web 調査と郵送調査とのあいだで有意な違

いはまったくみられない．同一個体の中でなら，調査を Web で行おうが郵送で行おうが，

回答の方向性に違いは出ないということである．Web で回答する時のほうが，悩みがある

と報告したりするようなことはみられないし，その逆もみられない．では，これらの項目

が意味ある差異が出ないものかといえば，そうではない．参考に示した時点効果の係数を

みると，2006 年に比べて 2008 年時のほうが，将来のことや友人関係で悩むことは減る一

方で，仕事や職場での人間関係，暮らし向きについては悩みが増えている．これは，この

調査対象者が 2006 年時では 21 歳，2008 年時は 23 歳であることから容易に理解できる．

時代効果ではなく，おそらくライフステージが学生から社会人になったことの効果によっ

て，悩みの変化がもたらされたのであろう．明らかに，仕事を中心に悩むように変貌した

ことが傍証となる．そのようなことも考慮しつつ，Web と郵送という調査モードによる効

 69



果を再考しても，やはり当初の知見は覆されなかったとするべきであろう． 
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 図 2 では，人生において重要なものは何か，項目それぞれに対して 3 件のスケールを設

定して回答を得たデータに対して，Web 調査の効果を調べている．こちらについても，Web

という調査モード特有の効果があったようには思えない．まず全 14 項目中，統計的有意な

ものは 2 つだけである．符号の向きをみると，「仕事で人に尊敬されること」に対してマイ

ナスで，「よい教育を受けること」に対してはプラスの効果がある．特に系統的に解釈しう

る結果とはあまり思えない．仮に何らかの系統的な効果があるならば，時点効果のように

ならなければならない．2008 年調査ダミー変数の係数は，重要性項目の 6 つに対し，すべ

てネガティブに効いている．このようであれば，どうもこの 2 年間のあいだに人生におけ

るいろいろな重要性を低く判断する方向へと変化したらしいと考えることができるわけで

ある．だが，調査モード間の差異についてはそうした意味のあるパターンを描いていると

はいえず，やはり基本的には効果なしとする見方が妥当であろう． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３　日常生活にかかわる事がらに関するモード効果
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 さらに図 3 に，日常生活にかかわるさまざまな事がらについての回答にみられる調査モ

ード間の違いを表示した．ここでの結果も，これまで見たものと実に似ている．時点の効

果は解釈可能であるが，調査モード効果はないとみるほかはないのである．時点の効果は

再びライフステージの変化ととらえられるものである．つまり，経済的に自立したという

のはこの 2 年の間に就職した者が多数を占めることで了解できるし，身近に子どもを産ん

だ知人がいるというのも従来からの知人が結婚・出産を迎える年代に上がってきたことを

表すものであろう．しかし，Web 調査で回答すると「経済的に自立していない」と答えや

すいというのは理解しがたい．この証拠のみで，俗説的なインターネット依存型の「ひき

こもり」や「ニート」を反映した結果と読むのは勇み足に過ぎる．なぜなら，それならば，
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異性と知り合う機会にはマイナスの効果，異性と打ち解けられないにはプラスの効果，子

どもとの接し方がわからないにはプラスの効果なども出てきそうだが，そういう証拠は得

られていない．無理やりに解釈をするよりも，日常生活の事がらに対しての調査モード効

果があるという証拠は得られなかった，としておくのが素直なデータの読み方と思われる． 

 要するに，同一個体のなかで調査モードを変えたとしても，それが回答に影響するわけ

ではないことが明らかにされた．本項での固定効果モデルに加えて，変量効果モデルでも

同様に検討したところ，全 33 項目中で 2 つだけしか統計的有意にならなかった．統計的検

定は，母集団レベルで完全に無関連でも，標本レベルで分析すると 5%程度は誤って関連を

取り出してしまうことが仮定されている．33 項目のうち有意なものが 2 つか 3 つくらいと

いう数字は，人為的に設定したそもそもの危険率とほぼ同水準の値である．したがって，

今回検討した限りにおいては，Web 調査と郵送調査とで実質的な回答分布の違いはみられ

なかったとするほうが適切であろう．同一個体であることを前提にした場合に，純粋な調

査モード効果はみられなかったのである． 

 

3.2 調査モニター効果の析出 

 調査モードの効果がそれほどではないとしたら，調査方法間の結果の違いを「応答して

くれる人」の違いのほうに求めるのは自然である．ただし調査の方法が違えば，その方法

によって調査に応じてくれるという無回答誤差の問題，それから標本設計段階の問題など

さまざまな背景要因が複雑に絡むのは当然で，いったい何が結果の差異をもたらす主要因

か見極めがたくなる．そこで本項では，同一の調査会社による 2 つの郵送調査から得られ

たデータの分析に特化して，調査モニターのもつ特徴を描くことを試みたい． 

 

 

図４　郵送モニターと郵送ランダムの属性回答の違い（Cramer's V）
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 図 4 には，属性項目について，郵送ランダム調査と郵送モニター調査のあいだでの回答

の乖離の程度を示した2．それはクラメールのV係数で測られている．この係数は，2 つの

調査間で回答分布が完全に等しければ 0 になり，1 に近づくほど両者の乖離が大きいとい

う意味として読むことができる．なお，5%水準で有意なものに限り，値を表示している． 

 結果をみると，思いのほか，両者の違いが小さいことがわかる．統計的に有意な関連を

示したのは 9 項目中で学歴ただ 1 つである．図表は割愛したが，郵送モニターのほうが学

歴が高めになる傾向がある．ただし，関連の大きさを意味する係数の値そのものに注目す

ると，それが 0.1 を超えていて関連がそれなりに大きめとみなすべきものは（Babbie et al. 

2003），実際 1 つもみあたらない．それなりの分布のずれはあるが，郵送モニターと郵送ラ

ンダムのあいだで属性が大きく異なるわけではなかった． 

 

 

図５　郵送モニターと郵送ランダムの意識回答の違い（Cramer's V）
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 図 5 から意識について検討すると，全体的にもう少し関連が強いことがわかる．つまり，

モニターの特異性が出るとしたら，それは属性よりも意識のほうにおいてであるというこ

とである．興味深いことに，モニターの意識がポジティブ，ネガティブなどどちらかへと

偏っているということはあまりなさそうである． 

意識における郵送ランダムに比べてのモニターの特徴を一言で述べると，回答が真ん中

へと集中していることである．図表は割愛したが，図 5 で分析した 10 の意識項目のうち，

無回答を欠損処理した上で平均値の差の検定をおこなうと，平均の差があるのは 2 項目（格

差縮小政策への賛否，仕事をする理由：今の仕事が好き）に過ぎないが，分散の差がある

のは 6 項目（性役割意識，仕事満足度，仕事理由のうち 4 つ）もあった．仕事をする理由

                                                        
2 無回答の出方もここでの分析の範囲内であるので，欠損値とせず 1 つのカテゴリーとし

た．なお，労働時間や収入はカテゴリー数がそれぞれ 12，16 と非常に多いが，他項目とそ

ろえるためにいずれも（無回答も含めて）6 カテゴリーへと統合した． 
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の回答分布を図示してその事実を図 6 により確認しよう．これは郵送モニターの回答比率

から郵送ランダムのそれを引いた値をプロットしたもので，もし両者のずれがなければ縦

軸が 0 の位置をとるはずである．結果は一目瞭然であり，明らかに両端の選択肢において

低い値になり，中央付近の選択肢では高い値となっている．これが先に述べたモニターに

おける回答の真ん中への集中の証拠である．これがなぜかを特定するのは困難である．あ

えて可能性を考えてみると，モニターのほうが回答者内部が同質的であることや，モニタ

ーは「調査慣れ」をして極端な回答を避けるような傾向があるのかもしれない． 

 

 

図６　「仕事をする理由」における郵送モニターの特徴
（郵送ランダムを基準とした回答のズレ）
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図７　郵送モニターと郵送ランダムの意識回答の違い（Cramer's V）

.086

.245

.472

.209 .220
.273

.173 .174

.091

.000

.050

.100

.150

.200

.250

.300

.350

.400

.450

.500

国

や
都
道
府
県

な
ど
自

治
体

大
学

や
研
究
機
関

新
聞

や
テ

レ
ビ
な
ど

マ

ス

コ
ミ

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン
グ
会
社

な
ど
民
間

い
ず
れ

の
主
体

に
も
回

答

し
た
く
な

い

面
接
法

留
置
法

電
話
法

郵
送
法

イ

ン
タ
ー

ネ

ッ
ト
調
査

い
ず
れ

の
方
法

に
も
回

答

し
た
く
な

い

項目

V
係
数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 74



 それよりも顕著な違いが観察されるのは，調査への協力性向についてである．図 7 は，

さまざまな調査主体，さまざまな調査法の社会調査に対する協力性向ないし選好における

郵送ランダムとモニターの違いを示している．属性，意識などのときとは比べものになら

ないくらい，両者の違いが際立っている．とりわけ，マーケティング会社など民間企業の

調査を許容するかどうかで違いが大きい．これは，調査モニターはこの時点で既に調査会

社にモニター登録しているのであるから，ある意味当然であろう．それ以外の選択肢のほ

とんどでも，両者の回答は異なる．再び図表は割愛するが，ここで統計的に有意差がある

項目ほとんどすべてにおいて，モニターのほうがポジティブな回答をしている．要するに，

モニターに登録してくれるくらいだから，調査に回答をする気でいてくれやすい．調査へ

の協力性あるいはやる気が，この両者ではまったく違うわけである． 

 ただし 1 つだけ例外があったことを付言しておこう．それは，大学・研究機関の調査を

許容するか，という選択肢で，これについては郵送モニターの正応答率は郵送ランダムを

下回った．この事実は次のように解釈されうる．比較のための 5 つの調査のなかで，郵送

ランダム調査のみ，選挙人名簿閲覧の必要上，東京大学社会科学研究所が実施主体である

と銘打って実査がなされた．そこで，大学・研究機関に信頼を置きやすい人が，郵送ラン

ダム調査に回答しがちであったのではないかと思われる．そうした事前の選択バイアスも

あって，大学・研究機関の調査に関する項目の結果だけが，逆の挙動を示したのではない

だろうか． 

 

図８　督促と有効回収標本の偏り：性別
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3.3 督促と有効回収標本の偏り 

 郵送調査では，督促をすることによって回収率を上げることができることはよく知られ

ている（Mangione 1995=1999）．回収率が低い郵送調査は，有効回収標本の中に調査に非常

に協力的な人が多くなり，モニターに性質が近くなるかもしれない．そこで，郵送調査に
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おいて督促によって回収率が上がると，本来とらえたい集団の特性に近づくのかどうかを

検討してみた． 

 先述の仙台教育意識調査データを用いて，計画標本において情報のわかっている，性別，

年代，居住地域の 3 変数の分布を求めた．なお計画標本の標本規模は 1,050 で，督促なし

で回収できた有効標本規模は 457（この時点で回収率は 43.5%），督促をして以降に返送さ

れた追加分の有効標本規模は 117 であった（最終的な回収率は 54.7%）．計画標本，督促前

時点での有効標本，督促後の最終的な有効標本を比較した分析結果は，以下の図 8～図 10

に示されている． 

 性別については，督促前にあった偏りがそのまま維持された．督促して追加的に回収で

きた標本も，督促前のそれとほとんど男女比が変わらなかったのである．結果的に，女性

は過大なままとなっている．よって，督促により回収率が上昇しても，偏りを補正する結

果とはまったくならなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図９　督促と有効回収標本の偏り：年代
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図１０　督促と有効回収標本の偏り：居住地域
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 だが年代は，わずかではあるが督促によって回答分布が計画標本における分布に近づい

た．図 9 でみると少ししか変わっていないように見えるが，それは督促前に回収できた標

本の規模が督促後のそれよりも 4 倍ほど大きいためである．督促後の有効標本だけをみる

と，60 代が少なめで，30 代が多めとなっており，補正というべき方向への変化をもたらし

ている．ただし，そのインパクトは必ずしも大きいとはいえない． 

 居住地域に関しては，督促前の段階でもそれほど計画標本からずれておらず，督促後も

それは変わっていない．常にこうした結果が出るとは保証し得ないが，今回に限っては，

地域間の非回収バイアスはあまりなかったといってよいだろう． 

 ここでの結論としてまず言わねばならないのは，偏った分布の補正という側面において

は督促の効果はあまり期待できないということだ．仮に 60%台の回収率を 80％台，90%台に

まで引き上げることができるなら，確かに有効標本における回答分布は計画標本のそれへ

と徐々に近づいていくことが予想されるだろう．だが郵送調査が直面しているのは，どう

にか 50%を目指し，20%とか 30%程度の回収率から督促をかけていくという現実ではなかろ

うか．そのような局面では，督促をしたとしても，それに反応して返送してくれるのは，

督促なしで返送した人びとと似たような属性をもった人である蓋然性が高い．そのため，

分布を補正する効果は小さい．しかも，督促により新たに回収できる標本規模が，当初に

回収できた標本規模を上回るようなことはほとんど考えられないので，量的に劣るがゆえ

に影響力も乏しいことだろう．郵送調査において督促を誠実におこなうべきことを否定す

る気はまったくないものの，督促に分布の偏りを補正する役割を期待するのは荷が重過ぎ

る．督促が果たすことのできる役割として強調されるべきは，分析に利用できる有効標本

規模を大きくすることなのである． 

 

４．まとめ 

 本稿では，調査方法による回答結果の違いをもたらす要因を探るために，調査モード効

果と調査モニター効果に絞って検討を進めた．できる限り当該の要因だけによる差異を取

り出そうとして設計された分析枠組みのもとで，従来の研究で明らかにできていなかった

事実の一端に迫ることができた． 

 調査モード効果は，本稿の検討の範囲ではみられなかった3．単なる方法間比較ではなく，

同一の個人の中での調査モードによる回答の違いをパネルデータ分析技法で再検討したと

ころ，統計的な有意差がみられる質問項目はあまりなかった．加えて，調査モード効果の

推定値とみなした係数の符号は，プラスのものもあればマイナスの場合もあり，特に系統

的に定まっている様子はみられなかった．したがって，今回の分析結果から，調査モード

効果をあるとみるスタンスをとることはできない． 

                                                        
3 アプローチは異なるがJMRA調査研究委員会分科会（2005）でも，郵送とWeb調査につい

て，モードの違いが回答に及ぼす影響は小さいとされている． 
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 調査モニター効果としては，以下の点が指摘できる．モニターとランダムに抽出された

回答者とでは，調査に対する協力性向が大きく異なる．モニターとはまさに調査のために

登録された人びとであり，調査を苦にしない，もしくは調査を喜んでおこなう性質の人か

ら成っているのである．だがそれが質問への回答を大きく左右するのかといえば，必ずし

もそうとはいえない．郵送法という方法の枠内で比較する限り，属性は学歴をのぞけば少

しだけしか変わらないことが明らかとなった．意識項目の分布には，郵送モニターと郵送

ランダムとで違いがあるけれども，それは平均の位置が系統的にずれるということではな

い．むしろ，分散すなわちバラツキが異なることに特徴がある．調査モニターは回答が中

央に集中しがちで回答の分散が小さいのだ．これの解釈可能性としては，モニターの内部

が同質的であること，モニターは調査に繰り返し回答するうちに極端な選択肢を避けるよ

うになること，などが考えられる．ある程度調査をやる気がある人びとがモニターに残っ

ているので，いい加減な回答をしているとは見るべきではないだろう．いずれにせよ，こ

こでみられたモニターでは分散が小さくなる現象は，今後追試で確認され，原因に迫る必

要があると思われる． 

 郵送調査における督促が回答分布を補正する効果をも検討したが，得られた結果はそれ

に否定的なものであった．督促をしっかり行えば回収率が上がり，本来とらえたい母集団

の姿に近づくのではないかと素朴に思われるのだが，それは期待できない．もちろん回収

率の非常に高いところならば補正効果はあるのかもしれない．まったく現実的ではないが，

督促によって 100%回収できてさえしまえば，無回答誤差はゼロで，計画標本からの乖離は

皆無になるはずだ．しかしながら，郵送調査の現実的状況である，回収率 3 割ないし 4 割

前後において，督促でそこから回収率を 1 割ほど上げても，回答分布の補正にはほとんど

寄与できないのである． 

 さて以上のように個別に効果を検討してみると，意外なほどに，ひとつひとつの効果は

小さかった．では我々が通常目にしてきた，調査方法間の大きな結果の違いは何だったの

か．それを解く鍵は，本稿であえて外していた要因にあるように思われる．つまり，調査

モード自体ではなく，調査モニターだというのでもなく，それぞれの調査方法によってど

のような人が協力してくれるか，調査方法と回答者層との対応関係の問題である．どうい

うタイプの人がどの調査ならば応諾してくれるのか，調査法選好の問題はこの先真剣に取

り組まれるべきであろう．本多（2009）はその嚆矢となる重要な研究成果として位置づけ

られる． 

 最後に，本稿における分析の限界を率直に述べたい．まず調査モード効果抽出のために

おこなったパネルデータ分析についてである．調査データそのものは 500 名弱というそれ

なりの標本規模であったが，Web での回答をした者が少ない（一度でも Web で回答したの

は 60 名）．それゆえ，Web 回答のサンプルが小さすぎて検定力がなく，本来はあるはずの

調査モード効果を発見できなかったのかもしれない．また，Web で回答するというのは，
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調査者側がランダムに割り当てたわけではなく，対象者自身が選んできたものである．よ

って何らかのサンプルセレクションバイアスが隠れている可能性もある．これらをクリア

できる実験的調査によって，本稿の結果は確認されるべきであろう． 

 そして，調査モニター効果についてもまだ再検討の余地がある．郵送の中でのランダム

サンプリングデータとモニターの比較に今回の分析が限られていたので，モニターが最も

よく使われる Web 調査においても同じ話が通用するかはわからない．すなわち，Web 調査

にまで議論の射程を拡げたときには，外部妥当性が保証されないのである．この点も新た

な調査計画を要求するところだろう．調査方法と結果の関係というテーマが，調査の科学

として真摯に取り組むにふさわしい問題群を形成しているのは間違いなく，そこではまだ

まだやらねばならないことが山積しているのである． 
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第６章 第 2 期調査設計と基本分析 

 
 萩原牧子 

1. 調査設計 
1.1 比較調査の目的 

1 ヵ年目の実験調査の知見を踏まえ，2 ヵ年目はインターネットモニター調査の可能性に

ついて実践的に検証する．具体的には，住民台帳の使用が制限されるもとで，エリアサン

プリング訪問留め置き法という従来型調査に準じた方法で実施されている大規模，大量設

問での社会調査と並行して，同規模でインターネットモニター調査を実施し，両調査の回

答の差を比較分析する． 
 
1.2 調査設計詳細 
（１） 調査対象と割付，調査期間 
 調査対象は正規社員・正規職員，契約社員・嘱託，派遣，パート・アルバイト，業務委

託として 2008 年 7 月最終週に 1 日でも就業している，18 から 59 歳の男女（学生除く）で，

調査エリアは首都圏 50ｋｍ圏内である．就業構造基本調査（2007）のデータから，性別・

年齢別 5 歳階級別に，「正規社員・正規職員グループ」と，「それ以外グループ（契約社員・

嘱託，派遣，パート・アルバイト，業務委託）」に分け，割付を行った（表 1）．サンプル数

は 6500 名（男性 3745 名，女性 2755 名）である．訪問留め置き調査は地点を抽出後，エ

リアサンプリングにて，インターネットモニター調査は，割付をさらに都県別まで設計し，

対象エリアのモニターに調査を依頼した．両調査，回収目標が達成するまで調査を継続し

たが，インターネットモニター調査は，18～19 歳と女性の 55～59 歳のセルは，依頼でき

るモニター数が少なく，数回の督促の後，未達成で終了した．回収不足数は表 2 のとおり

である．また，インターネットモニター調査は，回収目標を超えた割付セルについては，

セル内で無作為抽出した． 
 

 表 1 割付表（人）  表 2 モニター調査回収不足数（人） 
 正規 それ以外 正規 それ以外

男性 3,172 572 男性 -6 -34
-6 -33

-1

-5 -35
-1 -35

-4

18～19歳 13 41 18～19歳
20～24歳 177 154 20～24歳 0
25～29歳 398 96 25～29歳 0 0
30～34歳 525 69 30～34歳 0 0
35～39歳 541 56 35～39歳 0 0
40～44歳 455 38 40～44歳 0 0
45～49歳 365 31 45～49歳 0 0
50～54歳 328 31 50～54歳 0 0
55～59歳 370 57 55～59歳 0 0

女性 1,263 1,492 女性
18～19歳 6 47 18～19歳
20～24歳 164 155 20～24歳 0 0
25～29歳 243 153 25～29歳 0 0
30～34歳 208 173 30～34歳 0 0
35～39歳 178 192 35～39歳 0 0
40～44歳 135 204 40～44歳 0 0
45～49歳 109 193 45～49歳 0 0
50～54歳 105 174 50～54歳 0 0
55～59歳 115 201 55～59歳 0
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（２） 調査設問，調査 
働く人々の就業に関する実態と意識を明らかにすることを目的に，多くの設問を投入し

ている．その量は，通常の質問紙で実施した訪問留め置き調査でいうと A4 で 16 ページで，

大設問だけでも 70 を超え，それに多数のサブ設問が加わる．これだけの分量の調査設問を

6500 という大量のサンプル数で，訪問留め置き調査とインターネット調査で同時に実施し

たのは，先行研究では類をみない．【調査票－付属資料Ⅴ】  
設問は，プロフィール（性別，年齢，年収，家族構成，学歴，生活意識），就業実態（現

在の就業形態，勤務先の属性，職種，労働時間，勤務先選択理由，満足度，初職など），転

職経験（転職経験，退職理由，転職前後の状況と変化など），これからの働き方（雇用不安，

転職意識など），能力と学習行動（能力に対する自己評価，学習行動など）といった働くこ

とにまつわる設問に加え，調査手法研究に関する設問として，パソコンを使ったインター

ネット利用頻度や，調査モニター登録有無，協力してもよい調査について問うている． 
 
（３） 調査期間，謝礼，その他 
 調査期間は，訪問留め置き調査が 2008 年 8 月 19 日～10 月 14 日で，インターネットモ

ニター調査が 2008 年 8 月 28 日～9 月 8 日である．謝礼は，訪問留め置き調査は，調査票

回収時に 500 円の商品券を，インターネットモニター調査は調査会社の通常の方法に準じ

た．調査を実施するにあたり，調査主体者の名前は，両調査とも明記していない．なお，

両調査とも同じ調査会社に実施を依頼した． 
 
（４）回収エリア 
 先述のとおり，訪問留め置き法がエリアサンプリング法により，ランダムサンプリング

に準じている一方，インターネットモニター調査は，都県別の割付まで設計し，対象エリ

アのモニターに調査依頼をするほかは，詳細のコントロールはできていない．この方法だ

と，インターネットモニター調査の回答者は，都県単位までは割付どおり回収できても，

その中の詳細エリアが偏ってしまう可能性がある． 
 これを検証するため，回収エリアを表 3 に整理した1．エリアサンプリング法を実施して

いる訪問留め置き法のエリア分布と比較してみると，結果的にはインターネットモニター

調査も同じように分布して回収できており，懸念していたエリアの偏りは見られないとい

う興味深い結果となった． 
 

                                                  
1 なお，首都圏 50ｋｍ圏内で調査を実施すると，茨城県の一部が含まれるが，インターネットモニター調

査では，該当エリアのモニター登録者が少なく，割付での回収コントロールが実現不可能であったため，

このエリアだけ調査を断念した．よって，訪問留め置き調査だけ，茨城県の一部のサンプリングが実施さ

れている．2つの調査手法の回答を比較する際，訪問留め置き法だけに含まれる茨城県の一部の回答者の

質が，ほかの訪問留め置きの回答者と違う（差がある）ならば，省いた上で比較するべきだが，Χ二乗検

定の結果，ほとんどの設問（有意差がでやすい学歴を含め）で有意な差が見られなかったので，首都圏 50

ｋｍ圏内の対象者として特異ではないと判断し，データを省かずに分析対象とした． 
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表 3 回収エリア比較 

(n数) (n数) (n数) (n数)
ネット 訪問 ネット 訪問 ネット 訪問 ネット 訪問

あきる野市  8 20 愛甲郡愛川町  7 印西市  14 さいたま市浦和区  28 40
稲城市  22 20 綾瀬市  15 20 印旛郡栄町  5 20 さいたま市岩槻区  21 20
羽村市  9 伊勢原市  1 印旛郡酒々井町  6 さいたま市見沼区  41 20
葛飾区  79 80 横須賀市  64 80 浦安市  49 40 さいたま市桜区  22 20
江戸川区  130 120 横浜市旭区  49 60 我孫子市  20 20 さいたま市西区  17 20
江東区  95 80 横浜市磯子区  35 40 鎌ケ谷市  18 20 さいたま市大宮区  29 20
港区  53 40 横浜市栄区  16 20 君津市  13 20 さいたま市中央区  24 20
荒川区  44 40 横浜市金沢区  40 40 佐倉市  25 40 さいたま市南区  45 20
国分寺市  23 20 横浜市戸塚区  52 60 四街道市  13 20 さいたま市北区  32 40
国立市  8 20 横浜市港南区  54 40 市原市  43 40 さいたま市緑区  18 40
狛江市  11 横浜市港北区  88 60 市川市  134 100 ふじみ野市  16 20
三鷹市  23 40 横浜市神奈川区  53 40 習志野市  41 40 越谷市  73 80
渋谷区  51 60 横浜市瀬谷区  22 20 松戸市  118 100 桶川市  8 20
小金井市  23 20 横浜市西区  25 20 成田市  24 吉川市  12 20
小平市  24 40 横浜市青葉区  77 60 千葉市稲毛区  32 20 久喜市  8
昭島市  18 20 横浜市泉区  34 40 千葉市花見川区  46 40 狭山市  34 20
新宿区  55 60 横浜市中区  37 20 千葉市若葉区  20 40 戸田市  34 40
杉並区  115 120 横浜市鶴見区  53 60 千葉市中央区  40 40 幸手市  15 20
世田谷区  142 160 横浜市都筑区  50 40 千葉市美浜区  38 20 鴻巣市  16 40
清瀬市  16 20 横浜市南区  37 60 千葉市緑区  19 20 坂戸市  22 20
西多摩郡瑞穂町  7 20 横浜市保土ケ谷区 49 40 船橋市  126 120 三郷市  23 20
西多摩郡日の出町 4 横浜市緑区  41 40 袖ケ浦市  8 20 志木市  22 20
西東京市  28 40 海老名市  29 40 長生郡長柄町  2 春日部市  53 60
青梅市  18 20 鎌倉市  27 40 柏市  87 80 所沢市  82 80
千代田区  14 茅ヶ崎市  37 40 白井市  8 20 上尾市  43 40
足立区  108 140 厚木市  26 40 八街市  6 20 新座市  34 40
多摩市  33 20 高座郡寒川町  8 20 八千代市  44 40 川越市  65 60
台東区  32 20 座間市  27 20 富津市  2 川口市  113 100
大田区  123 140 三浦郡葉山町  4 木更津市  29 20 草加市  59 40
中央区  26 20 逗子市  9 20 野田市  23 20 朝霞市  30 20
中野区  71 40 川崎市宮前区  68 40 流山市  38 40 鶴ケ島市  16
町田市  70 80 川崎市幸区  34 20 総合計 1091 1020 南埼玉郡宮代町  4 20
調布市  47 40 川崎市高津区  51 40 南埼玉郡白岡町  9
東久留米市  23 20 川崎市川崎区  33 40 日高市  11 20
東村山市  19 20 川崎市多摩区  61 40 入間郡三芳町  8 20
東大和市  7 20 川崎市中原区  60 60 入間郡毛呂山町  9 20
日野市  22 40 川崎市麻生区  35 40 入間市  23 20
八王子市  93 120 相模原市  133 140 八潮市  9
板橋区  93 100 足柄下郡湯河原町 1 鳩ケ谷市  15 20
品川区  58 80 大和市  46 40 飯能市  14
府中市  44 60 藤沢市  78 60 比企郡吉見町  1
武蔵村山市  10 20 総合計 1666 1600 比企郡川島町  4
武蔵野市  23 20 富士見市  27 20
福生市  8 20 北葛飾郡栗橋町  5 20
文京区  33 40 北葛飾郡松伏町  5
豊島区  71 40 北葛飾郡杉戸町  9 20
北区  75 60 北葛飾郡鷲宮町  6
墨田区  33 60 北埼玉郡騎西町  1
目黒区  53 40 北足立郡伊奈町  8
立川市  25 40 北本市  8 20
練馬区  129 140 本庄市  2
総合計 2349 2500 蓮田市  17 20

和光市  26
蕨市  19

東京 神奈川 千葉 埼玉

総合計 1295 1240  

2. 基本分析 
2.1 クロス集計による検証 
 2 つの調査手法と抜粋設問とのクロス集計を作成した【付属資料Ⅵ】．以下，特徴を列挙

する2． 
 
（１） 基本属性の比較 
 インターネットモニター調査の回答者は既婚率（Ｆ3）が 54.4％と，訪問留め置き調査

（64.9％）に比べて低い．特に女性の 30 代でその差は大きく 20 ポイントの差が見られる．

子供がいる割合（Ｆ5）も，インターネットモニター調査の回答者は 46.0％に対して訪問留

め置き調査は 63.6％と差が大きく，男女ともに 30 代，40 代での差が顕著である．同居家

                                                  
2 性別・年齢別の特徴に触れているが，設問数が多いため，クロス集計の掲載については，両調査の全体

比較に限定している． 
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族については，訪問留め置き調査回答者は配偶者や子供，あるいは親との同居率が高いの

に対して，インターネットモニター調査は一人暮らしの割合が高くなる．年代別に見ると，

10 代から 30 代にかけてインターネットモニター調査の一人暮らし率は訪問留め置き調査

より 20 ポイント以上高くなる． 
 学歴（Ｆ9）は，インターネットモニター調査回答者の大学卒の割合が高く 44.4％だが，

訪問留め置き調査では 28.5％にとどまる．一方，高等学校卒は訪問留め置き調査が 38.2％
に対して，インターネットモニター調査は 23.3％と，手法間で差が顕著である．また，中

退経験（Ｆ10）は差がみられないが，中退経験者の中退した教育機関については，インタ

ーネットモニター調査回答者が大学中退の割合が高い（49.1％）のに比べ，訪問留め置き調

査は高等学校の中退の割合が高い（40.0％）． 
 平均年収（Ｆ4）は，インターネットモニター調査回答者の平均が 463.66 万円に対して，

訪問留め置き調査回答者は 407.98 万円である．また，数人レベルではあるが，3000 万円

を超える高額年収の人が見られるのもインターネット調査の特徴といえるだろう． 
 住居形態（Ｆ8）は，訪問留め置き調査回答者の一戸建ての割合が高く 54.9％である．イ

ンターネットモニター調査は逆の傾向で，アパート・マンション（共同住宅）の割合が 59.3％
を占める．また，アパート・マンション（共同住宅）居住者のなかで，オートロックがあ

る割合にも差がみられ，インターネットモニター調査回答者では 36.7％だが，訪問留め置

き調査では 19.1％である． 
 
（２） 就業状況，理由 
業種（Q6）は，訪問留め置き調査回答者，インターネットモニター調査回答者ともに分

散しており，それほど大きな差はみられないが，訪問留め置き調査は卸売，小売業の割合

が比較的高く，インターネットモニター調査では情報通信業がやや高い． 
労働日数（Ｑ9）は，男性の週 6 日労働の割合が，訪問留め置き調査では 29.2％で，イン

ターネットモニター調査（14.0%）よりも高い．ただし，週労働時間には大きな差はみられ

ない． 
勤務先の選択理由（Q5），一生の仕事とするものを決めているか（Q15），仕事の段階(Q16)

は，目立った差が見られなかった． 
 退職経験（Q33）は大きな差は見られず，両者とも経験ありが 65％前後であるが，退職

経験者の退職回数はインターネットモニター調査回答者のほうが多い傾向がある．退職理

由（Q34）は，結婚，出産を理由にした退職の割合が訪問留め置き調査の女性において高い．

転職の際の情報源（Q36）は，訪問留め置き調査の回答者で縁故の割合が 37.0％（インタ

ーネットモニター調査 24.6％）と高い．また，インターネットモニター調査回答者の若年

層においては，インターネットの転職情報サイトの割合が高くなる． 
 能力の自己評価（Q49）は，「円満な人間関係を築く力」や「人と協力しながら物事に取

り組む力」など人に関わる能力が，インターネットモニター調査回答者で「持っていない

（計）」の割合がやや高くなり，一方で「情報を収集・分析して，課題を発見する力」や「課
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題解決のための計画を立案する力」は，インターネットモニター調査回答者のほうが「持

っている（計）」の割合が高くなる．そのほかの能力は，大きな差は見られない． 
 
（３） 就業意識，意向 
職場満足（Q8），仕事満足（Q12），仕事をすることに対する意欲（Q3），困難に対する

強い意志（Q14），成長実感（Q13），雇用不安（Q48）など，満足度や就業意識に関しては，

インターネットモニター調査回答者のほうが，ネガティブな回答傾向である． 
 副業意向（Q47）は，インターネットモニター調査の意向あり（計）が 5 割近くと，訪問

留め置き調査（2 割強）に比べ高い． 
転職意向（Q43）も，独立意向（Q46）も，同じくインターネットモニター調査回答者が

高く，転職意向があり（計）は 55.2％（訪問留め置き調査は 43.9％），独立意向あり（計）

は 40.5％（訪問留め置き調査は 24.1％）である．ただし，転職意向に差があっても，先に

見たように転職経験については差がないことは留意しておきたい．転職の阻害要因（Q44）
は，訪問留め置き調査回答者において，「子供の養育費」や「家族の理解が得られない」な

どの家庭的要因をあげる人の割合が高くなる． 
 
（４） 調査協力意向，インターネット利用頻度 
どの調査なら協力してよいか（F17）は，訪問留め置き調査回答者では，どの調査にも協

力したくない人の割合が 40.3％と，インターネットモニター調査（2.7％）に比べると大き

な差がある3．各手法の回答者のそれぞれの調査手法に対する協力意向度が高いのは当然だ

が，インターネットモニター調査回答者は，郵送調査への協力意向度が高い（60.4％）ほか

は，協力意向度が低くなるのに比べ，訪問留め置き調査回答者は，郵送調査への協力意向

度が比較的高い（32.5％）ことは同じ傾向であるが，インターネット調査に対しても 22.0％
と，ほかの手法に比べて高いことが興味深い． 
パソコンを使ったインターネット利用頻度（Ｆ15）は，インターネットモニター調査回

答者の 9 割以上が，ほぼ毎日利用しているのに比べ，訪問留め置き調査では 5 割程度で，

まったく利用していない割合も 13.9％．訪問留め置き調査は，男女ともに年齢が高くなる

につれて利用率が低くなる傾向がある． 
 
以上，訪問留め置き調査とインターネットモニター調査の回答を比較した．第 1 期の実

験調査を含め，先行研究でいわれてきたように，インターネットモニター調査回答者の学

歴が高く，情報通信業の割合が高く，既婚率が低く，意識がネガティブという傾向が，こ

の訪問留め置き調査との比較でも見られた．さらに，設問数が多い今回の調査比較より，

一人暮らしが多く，アパート・マンション（共同住宅）居住者が多く，人に関わる能力が

低い一方，課題解決に対する能力が高いという傾向が明らかになった．また，勤務先の選

                                                  
3 この回答は「訪問留め置き法で回答してくれた人」による回答であるため，実際には，協力意向度はさ

らに低くなるものと予想される． 
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択理由や，一生の仕事とするものを決めているか，仕事の段階など，目立った差が見られ

ない設問があることが示された． 
一方，退職経験や 1 週間の労働時間には差はないという，第 1 期の実験調査とは違う傾

向も見られた．今回は調査対象が働いているひとであり，年齢 5 歳階級別で就業形態別の

割付を行っていることや，訪問留め置き調査回答者との比較であることなど，さまざまな

要因により結果に違いが生じていると思われる． 
 また，どの調査なら協力してよいか，調査手法による協力意向度については，第 1 期の

郵送調査とインターネットモニター調査の回答者よりも，さらに，今回の訪問留め置き調

査の回答者のほうが，あらゆる調査に対して協力意向度が低い傾向が確認された．ただし，

これらの手法が違う回答者内でも，郵送調査に続いて，インターネット調査への協力意向

度が比較的高く，一方，訪問面接法や電話調査が低いという，共通する傾向がみられた． 
 
2.2 回答者の偏りの分析 
以上で，訪問留め置き調査とインターネットモニター調査の回答を比較し，学歴や既婚

率など，さまざまな設問で顕著な差があることが整理された．ただし，2 つの調査間の比較

だけでは，どちらの回答が正しい値から偏っているのかは判断できない．ここでは，代表

性が高く，入手可能な比較データとして，総務省の就業構造基本調査 2007（のち就調）と

国勢調査 2005（のち国調）を利用し，個人属性について男女別の比較分析を試みる．その

際，条件を統一するために，東京都，20～59 歳，就調と国調では今回の訪問留め置き調査

とインターネットモニター調査が対象を雇用者（役員を含まない）としているのに合わせ

て，有業者に限定した．詳細の区分が違うため，正しく比較するためには，さらに就業形

態の単位（正社員や，非正社員，もしくは，アルバイト・パートといったグループ）での

比較が必要になるのだが4，項目によっては，それより大きい単位である雇用者（役員を含

                                                  
4 就調と国調の区分では，有業者＝自営業者＋家族従業員＋雇用者（会社などの役員＋正規職員・従業員

＋パート＋アルバイト＋労働者派遣＋契約社員＋嘱託＋その他）である．右ページの下表では就調（2007）

の有業者の内訳を，比較対象である 20～59 歳のデータに加工した．今回の実験調査は役員を含めない雇用

者だけを対象としているため，雇用者単位で比較しても，役員の分だけデータに差がでてしまう．望まし

いのは，その下の単位である，各就業形態別に比較することであるが，項目によっては，雇用者（役員を

含める），もしくは，有業者でしか，データが公開されていない．その影響は年齢が高くなるほど，また，

女性より男性のほうが大きいが，全体の傾向を変えてしまうほどの差ではないと思われるので，できるだ

け，分析対象から削除せずに，傾向をとらえることとした． 
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む）もしくは，さらに大きい単位での有業者でしか，データが公開されていないものもあ

る．詳細は対象設問において後述する． 
 なお，先述のとおり，訪問留め置き調査とインターネットモニター調査は，調査設計の

段階において，就業構造基本調査（2007）から，男女別に年齢 5 歳刻みで正社員グループ

とそれ以外のグループでの割付を行っていることから，その分布については揃っているこ

とを留意しておく． 
 
（１） 年収 
手法別に年収分布のクロス集計表を作成した（表 4）．表側は，一番上に就調（もしくは

国調）で，次にインターネットモニター調査（WEB），訪問留め置き調査（留置）の順に並

べている．  
男性は両調査とも，正社員，パート・アルバイトともに，高所得層が多い（逆にいうと，

低所得層が少ない）．特に，パート・アルバイトでのその差は大きい． 
女性は，インターネットモニター調査では男性と同じく高所得層が多すぎるが，訪問留

め置き調査では，とくに正社員においては逆の傾向である． 
 

表 4 手法別の年収分布（男女・就業形態別） 
（％）

n数
２００万円

未満

２００万円
以上４００
万円未満

４００万円
以上７００
万円未満

７００万円
以上

就調（正社員） 2353500 2.2 25.8 40.8 29.4

WEB（正社員） 1077 1.9 17.0 44.0 37.0

留置（正社員） 1088 1.2 20.3 46.0 32.4

就調（パートアルバイト） 253800 73.7 24.3 0.2

WEB（パートアルバイト） 95 42.1 50.5 7.5

留置（パートアルバイト） 113 38.9 49.6 11.5

就調（正社員） 1128000 8.8 46.8 33.0 9.8

WEB（正社員） 517 5.0 44.9 40.6 9.5

留置（正社員） 432 8.3 57.6 30.1 3.9

就調（パートアルバイト） 703700 88.7 8.1 0.3

WEB（パートアルバイト） 245 73.1 22.4 4.5

留置（パートアルバイト） 397 84.9 14.4 0.8

　※パート・アルバイトは年収が高いグループを「400万以上」でまとめている

　※就調より5ポイント以上高い場合は太字、5ポイント以上低い場合は斜体

男性

女性

 

 
                                                                                                                                                  

有業者総数 自 営
業 主

家族従
業 者

雇　用　者

総 数 会社な
ど の
役 員

正規の
職員・
従業員

パート アルバ
イ ト

派遣社
員

契約社
員

嘱 託 そ の
他

3,423,000 8.3 0.5 90.8 8.9 68.8 1.0 6.4 1.3 3.0 0.5 1.0

　　20 ～ 24 282,100 1.0 0.6 98.2 0.9 51.0 2.2 37.5 2.1 3.1 0.3 1.0

　　25 ～ 29 442,600 2.7 0.5 96.3 2.8 71.7 1.1 10.7 3.0 5.4 0.2 1.4

　　30 ～ 34 519,500 6.2 0.7 92.6 3.3 77.3 0.7 4.7 1.7 4.1 0.4 0.4

　　35 ～ 39 546,100 8.2 0.8 90.4 6.6 75.7 0.7 2.7 1.0 1.9 0.3 1.3

　　40 ～ 44 473,600 10.1 0.3 89.2 9.5 73.0 0.9 1.9 0.5 2.0 0.2 1.0

　　45 ～ 49 386,200 11.7 0.3 87.9 14.1 68.0 0.7 1.6 1.0 2.0 0.1 0.4

　　50 ～ 54 344,800 13.2 0.3 86.0 16.0 64.2 0.6 1.5 0.2 1.9 0.6 1.0

　　55 ～ 59 428,100 12.5 0.2 86.9 19.2 57.9 1.3 1.9 0.7 3.1 1.6 1.2

女性20～59歳　合計 2,440,900 4.6 2.7 92.4 3.3 46.2 20.7 8.1 6.0 5.4 1.0 1.7

　　20 ～ 24 260,300 0.8 0.1 98.5 0.0 51.6 4.4 31.5 3.1 6.1 0.2 1.5

　　25 ～ 29 360,300 1.5 0.4 97.8 0.5 64.8 6.9 8.2 7.0 7.8 0.6 1.8

　　30 ～ 34 360,200 3.7 2.3 93.8 1.1 52.3 12.9 7.8 11.3 6.3 0.4 1.6

　　35 ～ 39 345,300 5.5 2.9 91.5 2.6 50.3 19.1 4.5 7.4 4.6 1.3 1.6

　　40 ～ 44 310,500 5.8 2.8 91.3 3.1 40.3 26.7 6.6 6.2 5.4 1.2 1.9

　　45 ～ 49 267,400 6.8 2.8 90.2 5.6 35.4 33.4 3.1 4.7 4.3 1.3 2.5

　　50 ～ 54 246,300 7.8 4.7 87.3 6.3 33.4 35.6 2.3 2.8 3.3 1.9 1.8

　　55 ～ 59 290,600 5.8 6.3 87.6 33.0 33.2 3.1 2.6 4.1 1.4 1.1

男性20～59歳　合計

8.9  
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（２）配偶者の有無（表 5） 
 男性正社員では，訪問留め置き調査の有配偶率が 15 ポイントも高い．一方，インターネ

ット調査の有配偶率は偏りが小さい．非正社員では両調査とも偏りは小さい．  
女性は，正社員，非正社員ともに，インターネットモニター調査の有配偶率が 10 ポイン

ト以上低い． 
訪問留め置き調査は調査実施時に対象者が不在でも，家族がいれば調査を依頼すること

ができる．その結果，回答者が有配偶者に多く偏っていることが予想される．一方，イン

ターネットモニター調査は，調査実施期間中なら回答者本人が時間に制約されずに回答画

面に接触できるため，家族環境の影響を受けにくい．本研究を含め，先行研究では，イン

ターネットモニター調査回答者の未婚率が高いことに焦点が当てられてきたが，それは，

むしろ正しい値であり，留め置き調査のほうが有配偶率が高すぎる方向に偏っているとい

う興味深い結果がみられた．ただし，女性に関しては，インターネットモニター調査にも

大きな偏りがあり，その方向は，訪問留め置き調査と逆向きであることは見落とせない事

実である． 
表 5 手法別の有配偶率（男女・就業形態別） 

（％）

ｎ数
配偶者が

いる

就調（正社員） 2,353,500 60.5

WEB（正社員） 1112 58.0

留置（正社員） 1211 75.6

就調（非正社員） 447,700 24.5

WEB（非正社員） 210 22.4

留置（非正社員） 202 25.7

就調（正社員） 1,128,000 42.6

WEB（正社員） 533 29.3

留置（正社員） 493 45.6

就調（非正社員） 1,046,800 65.2
WEB（非正社員） 494 54.9
留置（非正社員） 549 70.7

男性

女性

 
 
（３）職種（表 6） 
 男性は両調査とも生産工程・労務職と事務営業販売職の割合が低い傾向があり，正社員

は管理的職業従事者と専門的技術的職業従事者の割合が高い．インターネットモニター調

査は専門的技術的職業従事者の割合が高く，訪問留め置き調査はサービス職業従事者の割

合が高い． 
 女性は訪問留め置き調査でサービス職業従事者の割合が高いのは男性と同じ傾向だが，

特徴的なのはインターネットモニター調査の事務営業販売職の割合が高いことである． 
 パソコンを使う仕事をしているひとがインターネット調査に回答しやすいことは想像に

難くないが，見落としてはならないことは，両調査とも生産工程労務職の回答を得られて

いないことである． 
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表 6 手法別の職種（男女・就業形態別） 

ｎ数
　　サービ
ス職業従

事者

　　保安
職業従事

者

　　農林
漁業作業

者

　　運輸・
通信従事

者

　　生産
工程・労
務作業者

　　管理
的職業従

事者

事務営業
販売職

　　専門
的・技術
的職業従

事者

　　分類不
能の職業

就調（正社員） 2,353,500 5.2 2.6 0.3 4.8 20.0 1.5 42.2 19.5 3.9

WEB（正社員） 1077 3.7 1.1 0.1 3.7 3.6 14.5 35.3 35.7 2.3

留置（正社員） 1088 10.7 1.6 0.2 6.4 8.0 17.8 27.2 25.1 2.8

就調（非正社員） 447,700 17.6 2.1 0.1 4.7 25.5 0.0 28.9 14.5 6.7

ＷＥＢ（非正社員） 205 17.6 2.0 0.0 7.8 7.8 3.4 28.3 25.4 7.8

留置（非正社員） 175 30.3 1.7 0.0 12.6 14.3 1.1 18.8 19.4 1.7

就調（正社員） 1,128,000 7.3 1.4 0.1 0.4 4.0 0.3 56.2 27.2 3.2

WEB（正社員） 517 3.1 0.2 0.0 0.4 0.8 3.1 65.6 24.6 2.3

留置（正社員） 432 10.2 0.2 0.0 0.5 1.9 1.9 58.1 25.5 1.9

就調（非正社員） 1,046,800 18.4 0.1 0.1 0.4 12.7 0.0 50.4 12.3 5.6

ＷＥＢ（非正社員） 476 15.8 0.0 0.0 0.4 2.1 1.1 56.1 18.3 6.3

留置（非正社員） 485 27.6 0.2 0.2 1.9 4.5 0.2 48.6 13.0 3.7

男性

女性

 
 
（４）学歴（表 7） 
 学歴は，就調は有業者でのデータしか公開されていないため，実験調査の最大単位であ

る就業者（全）と傾向だけ比較することにする． 
 男性も女性も同じ傾向で，インターネットモニター調査は大卒以上が 10 ポイント以上高

く，高卒以下が低い．訪問留め置き調査は，その逆で，高卒以下が高く，大卒以上が低い． 
 

表 7 手法別学歴（男女別） 
（％）

ｎ数
中学校・
高等学校

専修各種
学校

短大＋高
専

大学・大
学院

就調(有業者) 3229800 32.2 12.4 3.0 51.3

WEB(役員除く雇用者） 1322 21.1 12.6 3.1 63.2

留置（役員除く雇用者） 1413 36.5 16.1 2.7 44.7

就調（有業者） 2301000 31.2 17.9 18.1 31

WEB(役員除く雇用者） 1027 23.1 18.9 15.6 42.4

留置（役員除く雇用者） 1042 38.7 20.6 19.1 21.5

男性

女性

.5

 

 
（５） 住宅形態（表 8） 
住宅形態は，国調は雇用者（経営者含む）のデータまでしか公開されていないため，実

験調査の就業者（経営者は含まない）と傾向を比較することにする． 
男性は，インターネットモニター調査に偏りがほぼない一方，訪問留め置き調査の一戸

建てが 20 ポイント近く高い．女性は，訪問留め置き調査で一戸建てが 40 ポイント以上も

高いが，インターネットモニター調査も 15 ポイント以上高い． 
 訪問留め置き調査は，オートロック式のマンションが増えると，対象者にさえ会えない

という実査の限界が，回答者の大きな偏りによってうかがえるようである．一方，男性の

インターネットモニター調査は，その影響をうけないことも注目すべきことであろう．女

性に関しては，男性と同じ理由に加え，一戸建てに住む親と同居する未婚者の影響など，

ほかにも様々な要因がありそうである． 
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表 8 手法別住居形態（男女別） 
（％）

ｎ数 一戸建
アパート・
マンション

その他

国調 1871117 29.7 68.4 1.7

WEB 1322 30.9 66.6 2.6

留置 1413 48.3 50.3 1.3

国調 506427 11.2 87.4 1.2

WEB 1027 27.7 69.2 3.1

留置 1042 51.4 47.4 1.2

男性

女性

 

 
以上，個人属性に関して，代表性の高い調査データと比較することで，比較調査の回答

者の偏りについて検証した．そこから，多くの先行研究が共通して注目してきたインター

ネットモニター調査回答者の偏りは，もはや，従来型調査手法に準じたエリアサンプリン

グ法による訪問留め置き調査においても発生していること，また，むしろ，訪問留め置き

法のほうが，実査時の調査対象者の家族状況や住宅環境に影響をうけやすく，回答者に大

きな偏りを生じているという実態が明らかになった． 
 
2.3 まとめと考察 
 
訪問留め置き調査とインターネットモニター調査の回答を比較し，個人属性に関しては

代表性の高いデータを参照することで両調査の回答がどのように偏っているのかを検証し

た．配偶者の有無，同居家族，住居形態，学歴などに見られる顕著な個人属性の差からは，

訪問留め置き調査とインターネットモニター調査の回答者では「回答者そのものが異なっ

ている」ことがうかがえ，さらに，代表性の高いデータの参照から「いずれも目標母集団

からずれている」という傾向が捉えられた．先行研究では，インターネットモニター調査

の偏りに焦点があてられてきたが，従来型調査手法に準じた訪問留め置き調査においても

回答が偏っていることが，今回の比較調査で確認できた．詳細に目をつぶり，各調査の回

答者の偏りの傾向を表 9 に整理した．これらの属性の偏りが，調査手法ごとの意識や意向

の回答の顕著な差につながっている可能性も考えられる． 
 

表 9 回答者の偏り傾向 
インターネットモニター調査 訪問留め置き調査

学歴 大卒多い 高卒多い
平均年収 高い （男）高い　（女）低い
有配偶率 （男）偏り少ない（女）低い 高い

職種 専門的技術職多い サービス職多い
住居形態 （男）偏り少ない（女）一戸建て多い 一戸建て多い  

 
 では，この偏りを，調査設計の段階で割付し，調整することは可能なのだろうか．これ

に対しては，現段階では見通しは暗いといわざるをえない．本調査は，すでに性別・年齢 5
歳階級別で，就業形態（正社員とそれ以外グループ）の割付を行っている．インターネッ
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トモニター調査については，この割付においても若年層でモニターの数が足りなかった．

また，訪問留め置き調査では，調査実施時の回答者へのアクセスの限界がこの回答者の偏

りの要因になっている．回収後のウエイト値による補正も考えられるが，補正の基準とな

る公のデータが細分化されて公開されていないことなど問題が残る．以上のことを踏まえ

ると，現段階では，調査を通じてどのような知見を得ることを目的とするのか，優先順位

に見合った設計を行うことが現実的であろう． 
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第７章 調査法が回答者を選ぶ？ 
― 測定法（訪問・郵送・インターネット等）と無回答誤差の関係 ― 

 

本多則惠 

 

１．はじめに  

調査におけるデータ収集の方法（測定法）には，訪問面接，訪問留置き，郵送，電話，

インターネットなどがあるが，本稿は，測定法の違いが調査の誤差に及ぼす影響について

検討する． 

測定法が誤差に与える影響については，測定誤差（回答者の真の特性と回答された測定

値とのずれから生ずる誤差）1が取り上げられることが多いが，本稿では，測定法が調査対

象者の回答傾向に与える影響を分析することにより，測定法と無回答誤差の関係にアプロ

ーチする．  

分析には，2007 年 10 月に実施した「生活と社会意識に関する調査」（住民基本台帳から

無作為抽出したサンプルに対する郵送調査（郵送ランダム調査），郵送モニター調査，web

モニター調査３種の計５種類）（以下「2007 年調査」という．）及び 2008 年に実施した「働

く人々の就業実態調査」（web モニター調査，エリアサンプリングによる訪問留置き調査の

計２種類）（以下「2008 年調査」という．）を用いる． 

 

２．先行研究  

2.1 無回答誤差についての先行研究   

今，調査を実施する者にとっての最大の課題は「回収率の低下」である．回収率の低い

調査は，“計画標本と調査結果のずれ”，すなわち“無回答誤差(nonresponse error)”が大

きく，信頼性が低いとみなされる． 

回収率が低下するに伴って，無回答誤差についての研究は増えている．世論調査研究の

学術誌である Public Opinion Quarterly は，2006 年に「世帯調査における無回答誤差

（Nonresponse Bias in Household Surveys）」という特集を組んだ．ここから無回答誤差

に関する現在の研究水準をうかがい知ることができる． 

同特集の巻頭論文である Singer(2006)によれば，無回答についての研究は 1980 年代半

ばから関心を集めるようになり，関心を集めたトピックスに応じて 1980 年代半ばから現在

までを次の３つの期間に区切ることができるという． 

〔第１期〕1980 年代半ば～1990 年代初め 

回答率の低下の要因とその拡がりが問題となり，欧米諸国では調査への回答率の低

                                                  
1 詳細については本多(2006a)pp131-133 参照． 
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下が広範に起きていること，無回答の内訳として「無接触」（不在等）の増加はどの国

でもみられる一方，「拒否」による無回答の動向は国によって異なっていることなどが

観察された． 

〔第２期〕1992 年～2002 年 

無回答（無接触，拒否）を減ずるための実査上の工夫――調査対象者への謝礼の効

果，抽出方法，IT を利用した回答機器，調査員のトレーニングなど――への関心が高

まった．統計的な観点からは，ウェイト付け(weighting)や代入(imputation)による欠

測値の補完方法の検討が進められた． 

〔第３期〕2002 年以降 

さまざまなコストをかけた取組にもかかわらず，回答率の低下はむしろ加速．調査

法研究者の関心は，「回収率と無回答誤差の関係」に向けられるようになった． 

この「Public Opinion Quarterly 特集号」に掲載された論文はすべて，第３期の問題意

識に基づいたテーマを設定したものであり，無回答誤差の要因を分析してそれを補正に用

いることを目指している．以下，主要な数本の論文の概略を紹介する． 

○Groves(2006)は，無回答率と無回答誤差の関係を分析し，“無回答率の高低と無回答誤

差の有無が必ず関連するわけではなく，また，ひとつの調査の中でも統計量によって

誤差は異なりうる”と結論づけている． 

○Abraham et al(2006)は，米の Current Population Survey（CPS）の対象者を母集団

とした 全米時間利用調査が，無回答者についても CPS の情報が入手できることに着目

して，回答者と無回答者の比較を行い，無回答誤差はきわめて小さいという結果を得

た． 

○Olson(2006)は，“回収率を引き上げるための方策は，回収率を改善して無回答誤差を

縮小する一方で，測定誤差を増大させるおそれがある”という通説の検証を試みてい

る．Olson は，level of effort（調査員の訪問回数等），調査協力の有無，回答内容と

行政記録からの情報を含んだデータセットを用いて検証を行い，回答者全体を対象に

した統計量のトータル・バイアス（total bias）のほうが，回答者の中の接触・協力

が容易な回答者を対象にした統計量のトータル・バイアスよりも小さいが，無回答誤

差，測定誤差と回答傾向の関係は，無回答の理由や統計量によってまちまちであった

としている．また，協力傾向の低い回答者に回答させることによって，いくつかの統

計量については測定誤差が生ずるが，すべての統計量について生ずるわけではないこ

とを確認している． 

○Groves(2006)は，無回答誤差を，回答傾向と調査対象となっている変数(the survey 

variables of interest)の間の共分散の関数であると定義している．回答傾向とは，

調査に応答するか否かについて各個人が有する（観察されない）傾向であり，確率と

して表現されるものである．回答傾向は，実査の各プロセス（依頼，接触等）によっ
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て影響を受けるので，Groves は，実査プロセスの何らかの要素が回収率とともに共分

散を変化させる可能性について，科学的に研究する必要があると述べている． 

 

2.2 R. M. Groves による研究サーベイと提言 

以上のうち，Groves(2006)は，無回答誤差に関する過去の研究をサーベイしており，示

唆に富むものであるので，もう少し詳細に紹介しておきたい． 

Groves は，まず，誤差を評価する方法についての研究をレビューし，以下のように整理

している． 

①調査対象者のサブグループ（性，年齢等）ごとの回収率の比較 

調査対象者のサブグループごとの回収率を比較し，回収率に大きな差がなければ無回

答誤差の問題はないと判断したり，差がある場合には，事後補正(postsurvey 

adjustment)を行っている場合が多い．回答傾向に影響を与える主な原因がサブグルー

プの分類に用いた変数（性，年齢等）のみであれば，そうした判断は妥当であるが，一

般的には，それは確かめようがない． 

②外部データの利用 

標本抽出の際の情報や外部データベースの情報を用いて，無回答者についてもデータ

を収集して回答者と無回答者を比較するという方法．例えば，医療記録の利用が可能な

健康調査についてこの方法が用いられることが多い． 

この方法には，回答者と無回答者の双方について同じソースのデータを入手すること

ができ，さらに，回答者についてはそのデータと調査項目の統計的な関係を推定するこ

とができるので，そこから外部データの変数についての無回答誤差については正確に推

定できるというメリットがある．一方，外部データで入手できる情報は調査の関心事項

のすべてはカバーしていない（カバーしているのであれば新たな調査は必要がない）こ

とから生ずる限界がある． 

③他の情報源の類似データとの比較 

無回答誤差の分析について最もよく行われる方法は，回答者ベースの推定量を外部

のより正確な情報と比較する方法である．一例として，世帯調査における回答者の年

齢，性，人種等の社会人口学的変数を，直近のセンサスデータと比較するという方法

があげられる．この方法の欠点は，対象とする調査の主要な項目は外部データには存

在しないという点と，比較する調査と測定方法が異なるために測定誤差も異なる点，

政府のセンサス調査についてはカヴァレッジや無回答の内訳についての情報が十分に

はわからないという点である． 

④調査の中のヴァリエーションの分析：無回答のフォローアップ研究 

「初期回答者と後期回答者の比較」「データ収集中の観察に基づく回答者，無回答者

についてのデータ」を用いた分析である．これは“後期回答者は無回答者に近い”と

 97 



いう仮定に基づく研究であるが，その仮定が正しいかどうかはわからない．後期回答

者と無回答者は大いに異なるという実証分析結果もある． 

⑤事後補正の効果測定 

補正を行う前後のデータの比較をし，その差が補正によって除去された無回答誤差

だとみなす方法である． 

続いて Groves は，無回答誤差を推定した調査研究を幅広くサーベイし，30 の論文（大

半は医療関係の学術誌に掲載されたもの），235 の推定量についてメタ分析を行っている．

235 の推定量の無回答率の平均は 35％である．Groves はメタ分析の結果を次のように要約

している．  

・ 無回答誤差が発生していることは，多くの事例で実証された． 

・ しかし，無回答率だけでは，誤差の指標としてはよい指標とはいえない．無回答誤

差の大きさと無回答率との相関は小さい．したがって回収率が高いほど無回答誤差

が小さいとはいえない． 

・ 無回答誤差は，一つの調査の中でも質問によって異なりうる． 

・ 誤差は，回答傾向と調査対象変数の間の共分散に強く影響される．  

“回答傾向”に影響を与える要因としては，以下のものがあげられている． 

・ 調査主体：調査の実施主体が政府，学術機関，企業のいずれであるかによって，回

答傾向や回答内容に影響がある．（政府＞学術機関＞企業の順に回収率が低くなる） 

・ 回答負担：自記式の調査では，回答負担（調査票のページ数）が大きいと回収率は

下がる．面接や電話調査では回答負担の影響はそれほど明確ではない． 

・ 性別（女性＞男性） 

・ 居住地域（都市＜地域） 

・ 世帯形態（単身世帯＜家族世帯） 

・ 子どもの有無（子有世帯＞子無し世帯） 

回答傾向に影響を与えるこれらの要因が，同時に調査対象変数とも相関している場合が

ある．このため，調査の実施者は，相関の有無を判断し，回答傾向の低いグループを特定

したうえで，そのグループの回収率を上げるための対策（事前の依頼状の送付，謝礼等の

インセンティブ提供，訪問回数の増加等）が必要になるかどうかを決定する必要がある．

回収率改善のための対策が調査対象変数に関して異なる回答者集団について異なる影響を

与える場合には，無回答誤差を拡大させるおそれがあると Groves は指摘する． 

最後に，以上のサーベイを踏まえ，「調査実施者は何をすべきか？」について Groves は

次のように提案する． 

1. やみくもに高回収率を追求するべきではない．回収率を上げるための手段が，どう

いう層の回収率に影響を及ぼし，その結果，調査対象変数についての無回答誤差が拡

大するかどうかを検討したうえで，回収率の改善を行うかどうかを決定すべきである． 
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2. 回収率が低くても，確率抽出は有意抽出（volunteer panel）よりもメリットがある．

抽出枠を用いて確率抽出を行えば，無回答者についても抽出枠に基づく情報が得られ

るので，その情報を用いて調査結果を改善することができる．有意抽出ではそれがで

きない． 

3. 回答者と無回答者の双方について補足情報を収集し，主要な下位集団の回収率をバ

ランスさせることは有効である．その際，回答傾向と調査対象変数の両方と相関する

補足情報を収集できることが最も望ましい． 

4. 100％の回収率はもはや期待できないのであるから，事後補正を試みるべきである． 

5. 無回答誤差の評価を行う際に，付随情報の活用，無回答者の二相抽出(double 

sampling)，測定法の切替などを試みることは，回答傾向と調査事項の関係についての

示唆をもたらしうる．こうした研究の蓄積は，調査実践者の新たな義務である． 

 

2.3 回答傾向のもう一つの規定要因・・・“測定法” 

「ある調査対象者が調査に回答するか回答しないか」，すなわち「調査標本の中のある個

体の回答傾向(response propensity)」を規定するのはどのような要因だろうか． 

上記のGroves(2006)では，調査主体，回答負担，性別，居住地域，世帯形態，子どもの

有無があげられている．三輪(2008)も地域特性，個人属性，住居を規定要因としてあげて

いる2． 

これらの客観的な属性のほか「調査テーマ」「回答者の忙しさ」なども影響を与えると考

えられるが，それに加えて「測定法（訪問面接，訪問留置き，郵送，電話，インターネッ

ト等）(data collection mode)」の影響は看過できない要因だろう．同じテーマ，同じタ

イミング，同じ主体が行う調査であっても，訪問面接調査であれば回答するが電話調査な

ら回答しないといったケースは多々あるものと思われる．回答者は各種の測定法に対して

何らかの選好をもっており，この選好と他の要因があわさって各人の「回答傾向」が規定

されると考えられる． 

本稿では，各種の測定法についての個人の選好の状況を概観したあと，測定法に対する 

選好と個人の属性等（人口学的特性（demographics）,心理学的特性（psychographics），

行動特性）の関係を分析する． 

各測定法の選好に個人の属性がどのような影響を与えているかが把握できれば，その属

性と調査対象変数が相関している場合に，無回答誤差の内容を推定する手がかりとできる． 

 

3 2007 年調査の分析  

                                                  
2 回収しやすさの大小については，女性＞男性，中部・中国四国＞関東・近畿，郡部＞都市部といった結

果がみられるという． 
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3.1 分析方法 

2007 年調査では，訪問面接，訪問留置き，郵送，電話，インターネットの５つの測定法

への協力意向について以下のように質問した． 

 

Ｑ13．あなたが，今後，調査に協力してもよいとお考えの調査の方法はつぎのどれにあたりますか．

（○はいくつでも） 

 

１．訪問面接調査 （調査員が調査対象者の自宅を訪問し，面接で行う調査） 

２．留置き調査 （調査員が調査対象者の自宅を訪問して調査票を渡し，調査対象者が自分で回答を記入し，

後日，調査員が訪問して調査票を回収する調査） 

３．電話調査 （調査員が調査対象者に電話をして行う調査） 

４．郵送調査 （調査対象者の自宅に調査票を郵送し，調査対象者が自分で回答を記入したあと郵送で返送す

る調査） 

５．インターネット調査 （インターネットを通じて調査の依頼や回答を行う調査） 

６．いずれも協力したくない 

 

 

この質問への回答は各測定法に対する回答者の選好を示すものといえる．本稿では，この

質問を鍵として「測定法の選好はどのような要因によって規定されているか」を分析する． 

 

3.2 回答した調査の種類と測定法選好の関係 

まず，測定法の選好の分布について概観する．（図表１） 

郵送調査回答者（「郵送ランダム」「郵送モニター」）は郵送調査への協力意向が高く，イ

ンターネット調査回答者（web モニターＡ・Ｂ・Ｃ）はインターネット調査への協力意向

が高いのは当然であるが，インターネット調査回答者も，郵送調査には６割～８割が協力

してもよいと回答している．一方，郵送調査回答者のうちインターネット調査に協力して

もよいと回答しているのは，郵送ランダムでは４割，郵送モニターでは６割である． 

訪問面接調査への協力意向はどの種類の調査の回答者でも低い． 

また，「いずれの調査にも協力したくない」（＝どれもいや）がどの調査でも数パーセン

トある．モニター調査の回答者は，質問に回答することを前提としてモニターとなってい

るのであり，現に今回の調査には回答しているのであるが，それでも 2～5％は「いずれの

調査にも協力したくない」と回答している．これは，調査に回答することは好まないが謝

金などがインセンティブとなってモニターになっている者がいるためではないかと推測す

る．特に，web モニターＣに着目すると，「どれもいや」の比率が web モニターＣは 4.8％
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と，web モニターＡの 2.0％や同Ｂの 2.1％よりも若干高く，また，他の測定法への協力意

向も，他のモニター調査回答者（郵送モニター，web モニターA,B）と比べて低い．これは，

ひとくちに「調査モニター」といっても，その募集方法が異なることに由来する差ではな

いだろうか．web モニターCは，調査よりも懸賞がモニター募集の目玉になっている． 一

方，他の調査モニターは，調査のみを目的としてモニター募集が行われたものであり，そ

れだけ調査に回答することじたいを好む者が多いのだろうと考えられる． 

  
図表１ 協力してもよい調査方法（ＭＡ）【2007 年調査】 

（％）  

 Ｎ 
訪問面
接調査 

訪問留
置調査 

電話 
調査 

郵送 
調査 

ネット 
調査 

どれも 
いや 

無回答 

郵送ランダム 753 5.6 18.9 9.7 84.1 39.7 8.0 1.1

郵送モニター 986 20.1 40.6 32.4 94.7 60.1 3.1 0.5

webモニターＡ 1000 10.9 30.5 22.0 70.4 96.5 2.0 0.0

webモニターＢ 1000 15.8 36.8 27.4 80.1 97.1 2.1 0.0

webモニターＣ 984 8.6 26.4 18.5 62.6 92.9 4.8 0.0

 

3.3 測定法選好間の相関関係 

次に，５種の調査の全回答者を対象として，ある測定法への協力意向が他の調査への協

力意向とどのように関係しているかを分析する（図表２、図表３）．例えばある２つの測定

法への協力意向が強い相関関係にある場合には，他の条件が同じであれば，その２つの測

定法によって実施した調査の回答者は類似性をもつと考えられる．  

比較的強い相関が見られる（相関が 0.4 以上）のは，訪問面接調査と訪問留置き調査，

訪問面接調査と電話調査，訪問留置調査と電話調査である．この３種の測定法にはいずれ

も調査員が介在するという共通点がある． 

一方，郵送調査，インターネット調査は他の調査と相関が弱いが，今回の調査は郵送調

査とインターネット調査で実施したものなので，多くの回答者がこの２つの測定法に協力

してもよいという選好を持っており，相関係数としては現れにくかったのではないかと考

えられる．  
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 図表２「協力してもよい調査方法」別 協力してもよい調査方法【2007 年調査】 

（％） 
   協力してもよい調査方法 

  
 

訪問面接
調査 

留置
調査 

電話 
調査 

郵送 
調査 

ネット 
調査 

訪問面接調査 592 人 100.0 92.6 79.7 94.6 90.0  

訪問留置調査 1475 人 37.2 100.0 50.5 95.7 87.1  

電話調査 1068人 44.2 69.8 100.0 95.8 90.1  

郵送調査 3688人 15.2 38.3 27.7 100.0 79.5  

協力しても
よい調査方
法 

ネット調査 3742人 14.2 34.3 25.7 78.3 100.0  

 
 図表３ 「協力してもよい調査方法」の相関関係【2007 年調査】 

                                                                

 
訪問面接
調査 

 留置 
調査 

 電話 
調査 

 郵送 
調査 

ネット 
調査 

 どれも
いや 

訪問面接調査 1.000       

訪問留置調査 0.523 *** 1.000      

電話調査 0.530 *** 0.460 *** 1.000     

郵送調査 0.088 *** 0.156 *** 0.142 *** 1.000    

ネット調査 0.220 *** 0.233 *** 0.259 *** 0.159 *** 1.000  

どれもいや -0.094 *** -0.158 *** -0.127 *** -0.709 *** -0.241 *** 1.000 

 

 

 3.4 測定法選好と属性のクロス集計 

次に，年齢，本人の収入，インターネット利用状況（過去１年間の利用の有無），学歴，

就業状況，就業形態，雇用形態について，測定法選好別に比較してみる．（図表４～10） 
属性の面から見て特徴があらわれたのは「どれもいや（いずれの調査方法にも協力した

くない）」グループであり，具体的には，他のグループとの対比において次のような特徴が

観察された． 
・ネット利用経験者が少なめ 
・平均年齢がやや高い 
・就業状況は「仕事が主」が少なめ，「家事が主，仕事が従」「家事が主」が多め 
・仕事をしている人の中では「常雇」が少なめ，「自営業手伝い」が多め 
・雇用者の中では，「正社員」が少なくパートが多い 
・学歴が低い 
・本人の平均年収が低い 
一方，多くの点でこれと対照的な特徴を示したのが「訪問面接調査」に協力してもよい

と回答したグループである．本人の年間収入は「訪問面接調査」のグループが最も高く，
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「どれもいや」と比較すると約 100 万円の開きがある．また，学歴が高く，「仕事が主」，

「常雇」，「正社員・正職員」がやや多い． 
「訪問面接調査」「どれもいや」以外の他の測定法を選好するグループについては，属性

では目だった特徴が見られなかった． 

 
図表４ 「協力してもよい調査方法」別の回答別 平均年齢【2007 年調査】 

 

平均年齢（歳） 

訪問面接調査 42.3
訪問留置調査 40.7
電話調査 40.7
郵送調査 41.7
ネット調査 40.2
どれもいや 42.9

 

図表５ 「協力してもよい調査方法」別の回答別 本人の平均年間収入【2007 年調査】 

 

本人の平均年収（万円）

訪問面接調査 493.9
訪問留置調査 478.3
電話調査 470.8
郵送調査 453.3
ネット調査 461.6
どれもいや 394.1

（注）「本人の平均年収」：各階級の中央値により計算 

 
図表６「協力してもよい調査方法」別の回答別 ネット利用経験有無【2007 年調査】 

ネット利用経験あり（％）

どれもいや 81.6 
電話調査 96.1 

郵送調査 97.8 

訪問面接調査 97.8 

訪問留置調査 97.8 

ネット調査    99.4

（注）「ネット利用経験あり」：過去 1 年間のネット利用経験者の割合 
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図表７ 「協力してもよい調査方法」別 学歴【2007 年調査】 
（％） 

 小学・中学 高校・旧制中 専門学校 短大・高専  大学 大学院 

訪問面接調査 1.7 16.9 10.4 10.1 54.0 7.0

訪問留置調査 1.0 17.6 11.8 11.1 50.9 7.6

電話調査 1.4 17.9 10.8 11.4 52.3 6.1

郵送調査 1.4 19.6 13.0 11.4 48.2 6.4

ネット調査 1.2 18.2 12.9 10.8 49.9 7.1

どれもいや 5.7 32.8 13.8 14.9 29.9 2.9
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図表８ 「協力してもよい調査方法」別 就業状況 【2007 年調査】 
         （％）       

             

回  答 

協力しても 

よい調査方法 

Ｎ（人） 仕事が主 
家事が主，
仕事が従 

通学が主，
仕事が従 

家事・通学
以外が主，
仕事が従 

家事 通学 その他 合計 

総数 4660 66.5 10.8 2.6 1.2 12.8 3.8 2.2 100.0 

訪問面接調査 585 68.5 12.3 2.7 0.7 11.3 3.4 1.0 100.0 

訪問留置調査 1460 65.3 11.7 3.0 1.4 12.9 4.2 1.5 100.0 

電話調査 1055 64.8 12.0 2.7 1.0 13.8 4.4 1.2 100.0 

郵送調査 3638 65.7 11.2 2.7 1.3 13.4 3.9 1.9 100.0 

インターネット調査 3711 67.9 9.5 2.7 1.3 12.1 4.4 2.1 100.0 

どれもいや 174 60.9 14.4 2.3 0.0 15.5 4.0 2.9 100.0 

 

 

図表９ 「協力してもよい調査方法」別 就業形態（仕事をしている人が対象）【2007 年調査】 
                                            （％） 

             

回  答 

協力しても 

よい調査方法 

Ｎ（人） 常雇 臨時雇 日雇 役員 
自営業・ 
雇人有 

自営業・
雇人無し

自営業 
手伝い 

内職 合計 

総数 3598 70.8 9.8 1.3 3.3 2.2  8.5 2.4 1.7 100.0 

訪問面接調査 472 73.1 6.6 2.3 2.5 2.8  8.1 1.5 3.2 100.0 

訪問留置調査 1146 72.7 9.1 1.5 2.2 2.3  7.9 2.4 2.0 100.0 

電話調査 817 72.3 9.2 1.8 2.8 1.5  8.3 2.0 2.1 100.0 

郵送調査 2792 72.1 10.1 1.2 3.0 2.0  7.9 2.2 1.5 100.0 

インターネット調査 2946 71.2 9.7 1.3 3.3 2.0  8.7 2.1 1.6 100.0 

どれもいや 117 64.1 7.7 1.7 5.1 3.4  8.5 6.0 3.4 100.0 

 
 



図表 10 「協力してもよい調査方法」別 雇用形態（常雇・臨時雇・日雇が対象）【2007 年調査】 
（％）       

            回  答 

協力しても 

よい調査方法 

Ｎ（人）
正社員・ 
正職員 

契約社員・嘱
託 

 

フリーター

（社会人ア

ルバイター） 

学生アルバ
イター 

パートタイ
マー 

派遣 合計 

総数 2393 65.6 9.4 4.3 3.4 12.0 5.3 100.0 

訪問面接調査 386 71.2 7.5 4.1 3.9 9.8 3.4 100.0 

訪問留置調査 953 67.5 10.2 3.4 4.1 10.9 4.0 100.0 

電話調査 680 68.1 10.1 2.6 3.7 11.2 4.3 100.0 

郵送調査 2325 66.0 9.1 4.1 3.5 12.2 5.1 100.0 

インターネット調査 2419 66.8 9.5 4.2 3.6 9.9 6.0 100.0 

どれもいや 86 59.3 10.5 4.7 3.5 22.1 0.0 100.0 
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3.5 測定法選好と意識項目のクロス集計 

 次に，意識についての調査項目をいくつか取り上げて，測定法選好との関係を見る． 
たとえば，「男性は外で働き，女性は家庭を守るべき」という意見への賛否についての質

問への回答を「協力してもよい調査方法」ごとに集計してみると（図表 11），「どれもいや」

（いずれも協力したくない）を選んだグループでは，「そう思わない」という回答が 47.5％
と他のグループに比べて顕著に多く，どうやら調査への協力意向と回答傾向には関係があ

りそうである．そこで，今回調査の中の意識についてのいくつかの質問への回答傾向を，

「協力してもよい調査方法」別に点数化したのが図表 12 である． 

 
図表 11 「協力してもよい調査方法」別「男性は外で働き，女性は家庭を守るべき」 

【2007 年調査】 
                                   （％） 
             

回  答 

協力しても 

よい調査方法 

Ｎ（人） 
そう思う 
（0 点） 

どちらかとい

えばそう思う

（0.33 点） 

どちらかとい

えばそう思わ

ない（0.66 点）

そう思わない

（1 点） 
合計 点数

総数 4721 4.0 29.4 26.8 39.8  100.0  0.67 

どれもいや 179 7.3 25.7 19.6 47.5  100.0  0.69 

インターネット調査 3742 3.6 28.6 28.7 39.2  100.0  0.68 

郵送調査 3686 3.7 30.0 26.9 39.4  100.0  0.67 

訪問留置き調査 1474 4.5 29.9 27.8 37.9  100.0  0.66 

電話調査 1068 3.9 30.6 27.6 37.8  100.0  0.66 

訪問面接調査 592 5.7 31.4 24.5 38.3  100.0  0.65 

 
  

図表 12 「協力してもよい調査方法」別の回答者平均点【2007 年調査】 
(点数の昇順又は降順に並べたもの)                （点） 

年金制度信頼度 所得税高低感 格差縮小対策賛否 性別役割 

信頼している（1 点）
～信頼していない（０
点） 

低い（１点）～高い
（0 点） 

賛成（１点）～反対
（0 点） 

そう思わない（１点）
～そう思う（0 点） 

ネット調査 0.27  どれもいや 0.13 どれもいや 0.69 どれもいや 0.69  
郵送調査 0.29  ネット調査 0.15 郵送調査 0.67 ネット調査 0.68  
電話調査 0.30  電話調査 0.16 ネット調査 0.66 郵送調査 0.67  
どれもいや 0.30  郵送調査 0.16 訪問留置調査 0.66 電話調査 0.66  
訪問留置調査 0.30  訪問面接調査 0.16 電話調査 0.66 訪問留置調査 0.66  
訪問面接調査 0.31  訪問留置調査 0.17 訪問面接調査 0.65 訪問面接調査 0.65  

 



 

人への信頼 所属階層 仕事満足度 

はい（１点）～いいえ
（0 点） 

上（1 点）～下（０
点） 

非常に満足（1 点）
～満足していない
（０点） 

どれもいや 0.50 どれもいや 0.37 どれもいや 0.48  
ネット調査 0.55 ネット調査 0.42 電話調査 0.51  
電話調査 0.56 郵送調査 0.43 ネット調査 0.52  
郵送調査 0.57 電話調査 0.44 郵送調査 0.53  
訪問留置調査 0.58 訪問留置調査 0.44 訪問面接調査 0.53  
訪問面接調査 0.59 訪問面接調査 0.44 訪問留置調査 0.54  

 
（注） 
1 点数の算出方法：例えば「年金制度信頼度」については，「信頼している」を 1 点，「やや信頼している」

0.66 点，「あまり信頼していない」0.33 点，「信頼していない」０点として，「インターネット調査に協
力してもよい」と回答した人の平均を算出したもの（0.27 点）． 

２ 各項目について点数の昇順又は降順に調査方法を並べ替えてある．調査法の並べ順は，点数の昇順か
降順のうち，「どれもいや」が上段にくるほうとした． 

 
 
これを見ると，多くの項目で，「どれもいや」と「ネット調査」の点数が近く，また，「訪

問留置き調査」「訪問面接調査」の点数が近く，その二つのグループの間に「郵送調査」「電

話調査」が位置している．点数の開きは大きくないが，並び順の共通性が高いところが注

目される． 
これを見ると，「いずれの調査も協力したくない」「インターネット調査に協力してもよ

い」という人たちは，相対的に次のような傾向があるといえる． 
・所得税を高いと感じる 
・格差縮小対策に賛成 
・性別役割（男は仕事，女は家庭）を否定 
・人は信頼できないと思う 
・所属階層は低いと認識 
・仕事に不満 
一方，訪問面接調査や訪問留置き調査に協力してもよいと考えている人たちは，これと

反対の傾向があるといえる． 
 

3.6 投票に関する意識と行動 

次に，投票行動に焦点をあててみよう． 
政党への支持については，調査法の選好にかかわらず，自民党，民主党のどちらの支持

率も低く，支持政党なしが多いが，なかでも「どれもいや」グループは，自民支持率，民

主支持率のどちらも６グループ中最低で，支持政党なしが６グループ中最高である．（図表

13） 
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また，実際の投票行動を見ると（図表 14），「どれもいや」グループは，投票しなかった

人が多く，38.1％にのぼる．「訪問面接調査に協力してもよい」グループの 23.8％と比べ

ると 1４％ポイントの開きがある．投票している人の中でも，投票先の政党を「答えたく

ない」として明かさなかった人が多い．また，自民党，民主党に投票した人が少なく，公

明党がやや多い．  
“どれもいや”以外のグループでは，インターネット調査，郵送調査，電話調査が，ほ

ぼその順序で“どれもいや”グループに近い特徴を示している． 
なお，自民党，民主党それぞれの投票率はグループによって異なるが，自民党投票者数

と民主党投票者数の比を見ると，どのグループも 2.5～2.8 の間に収まっており，大きな差

はない（図表 15）．「答えたくない」という約１割の回答者の投票行動が把握できていない

ことを考慮する必要があるが，把握できている部分においては，調査法の選好とこの選挙

での自民党－民主党間の選好には明確な関係はないようである．調査法の選好と関係があ

るのは，自民党‐民主党間の選好ではなく，“投票先について回答した者”と，“投票しな

かった・投票について回答しない者（「投票しなかった」「答えたくない・わからない」「無

回答」）”という二つのグループの比率の差である． 
図表 13 「協力してもよい調査方法」別 支持する政党【2007 年調査】 

 （％） 

自民支持 民主支持 無党派 

自民党支持率 民主支持率 支持政党なし比率 

どれもいや 16.0 どれもいや 16.6 どれもいや 54.6  
ネット調査 18.7 ネット調査 18.6 ネット調査 53.1  
郵送調査 19.5 郵送調査 19.0 郵送調査 50.9  
電話調査 19.7 電話調査 22.0 訪問留置調査 46.8  
訪問留置調査 20.7 訪問面接調査 22.1 電話調査 46.7  
訪問面接調査 23.1 訪問留置調査 22.1 訪問面接調査 43.3  

                                                                             

図表 14 「協力してもよい調査方法」別 投票の有無・投票した政党 【2007 年調査】 
                                   （％）   

       

 
Ｎ（人） 自民党 民主党 公明党 共産党 社民党 その他

答えた

くない

・わか

らない

無回答 
投票し

なかっ

た 
合計 

訪問面接調査 576 14.1  35.9  5.9 4.3 1.4 3.6 9.4 1.6  23.8  100.0 

訪問留置調査 1446 12.9  35.7  4.0 4.8 1.8 4.6 9.8 1.6  24.8  100.0 

電話調査 1045 13.0  33.8  5.1 4.7 1.7 4.5 9.0 1.9  26.3  100.0 

郵送調査 3602 11.7  32.5  4.5 3.9 1.6 4.9 10.1 2.9  27.8  100.0 

ネット調査 3686 11.2  31.9  3.9 3.9 1.4 4.3 11.4 1.1  31.0  100.0 

どれもいや 168 8.3  20.8  6.5 3.0 1.2 1.2 16.7 4.2  38.1  100.0 
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図表 15 「協力してもよい調査方法」別 自民党と民主党の投票者数比【2007 年調査】 

 
              
協力しても 
よい調査方法 

民主党投票者数／自民党投票者数 

訪問面接調査   2.6 

訪問留置調査 2.8 

電話調査 2.6 

郵送調査 2.8 

インターネット調査 2.8 

どれもいや 2.5 

 
 

3.7 測定法選好の規定要因の分析 

次に，協力してもよい測定法を被説明変数（協力してもよい＝１，協力したくない＝０）

とし，測定法と関連があると予想される「回答した調査の種類」「性別」「年代」「配偶関係」

「学歴」「就業の有無と労働時間」「他人への信頼度」「インターネットの利用経験」「帰属

する社会階層」を説明変数としてロジスティック回帰分析を行った3． 

 
図表 16 記述統計量 

 

変数 平均値 標準偏差 

訪問面接調査 0.125  0.331 

訪問留置き調査 0.312  0.463 

電話調査 0.226  0.418 

郵送調査 0.781  0.414 

インターネット調査 0.792  0.406 

協
力
し
て
も
よ
い
調
査
方
法 

 いずれも協力したくない 0.038  0.191 

郵送モニターダミー 0.209 0.406 

web モニターA ダミー 0.212 0.409 

web モニターB ダミー 0.212 0.409 

web モニターC ダミー 0.208 0.406 

女性ダミー 0.498 0.500 

                                                  
3 今回の分析では，2007 年調査では，郵送ランダムサンプル調査，郵送モニター調査，web モニター調査

Ａ・Ｂ・Ｃのあわせて５種類の調査結果を統合し，また， 2008 年調査については訪問留置き調査と web

モニター調査の２種類の調査結果を統合し，回帰分析等を行った．同様の方法により異なる調査のデータ

を統合して測定法，調査法等の影響を分析したものとして Dennis et al.(2005)がある． 
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30 代ダミー 0.286 0.452 

40 代ダミー 0.225 0.418 

50 代ダミー 0.253 0.435 

有配偶ダミー 0.575 0.494 

中学ダミー 0.017 0.130 

専修各種ダミー 0.133 0.339 

短大・高専ダミー 0.117 0.321 

大学ダミー 0.465 0.499 

大学院ダミー 0.061 0.239 

無業ダミー 0.189 0.391 

週 30 時間未満 0.186 0.389 

週 43 時間～48 時間 0.169 0.375 

週 49 時間以上 0.217 0.412 

他人への信頼度 1.115 0.578 

ネット利用経験ダミー 0.959 0.199 

社会階層 3.330 0.884 
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図表 17 各測定法への協力意向の規定要因【2007 年調査】 

被説明変数：各測定法への協力意向（Q13） 

分析方法：ロジスティック回帰分析 

  訪問面接調査 訪問留置調査 電話調査 郵送調査 ネット調査 どれもいや 

郵送モニター 1.345  *** 1.065 *** 1.451 *** 1.104 *** 0.753  *** -0.876 ***

web モニターA 0.653  *** 0.604 *** 0.911 *** -1.075 *** 3.746  *** -1.132 ***

web モニターB 1.054  *** 0.857 *** 1.190 *** -0.568 *** 3.985  *** -1.051 ***

web モニターC 0.413  ** 0.434 *** 0.718 *** -1.428 *** 3.028  *** -0.209   

女性 -0.285  ** -0.080   -0.014   0.441 *** -0.045    -0.548 ** 

30 代 -0.220    0.005   0.033   -0.107   -0.189    0.013   

40 代 -0.237    -0.010   0.078   -0.045   -0.461  ** 0.011   

50 代 -0.414  ** -0.149   -0.264 ** -0.234 † -1.073  *** 0.255   

有配偶 0.327  ** 0.253 ** 0.077   0.277 ** -0.029    -0.063   

小学・中学 0.319    -0.298   0.013   -0.491 † -0.268    0.304   

専門学校 -0.070    0.030   -0.110   0.204   0.160    -0.423   

短大・高専 0.075    0.096   0.091   -0.065   0.228    0.145   

大学 0.212    0.247 ** 0.224 ** 0.456 *** 0.785  *** -0.721 ***

大学院 0.103    0.407 ** 0.012   0.656 *** 1.571  *** -0.947 † 

無業 0.098    0.136   0.167   -0.084   -0.359  ** 0.546 ** 

週 30 時間以下就労 0.469  ** 0.268 ** 0.192 † -0.050   -0.226    0.328   

週 43～48 時間 0.375  ** 0.071   0.137   0.046   -0.107    0.153   

週 49 時間以上 0.283  † 0.212 ** 0.118   -0.061   -0.154    0.111   

他人信頼 0.189  ** 0.181 ** 0.026   0.151 ** 0.063    -0.386 ** 

NET 利用 0.427    0.571 ** 0.559 ** 0.640 ** 2.737  *** -1.219 ***

社会階層 -0.071    -0.092 ** -0.119 ** -0.021   -0.070    0.104   

定数 -3.354  *** -2.244 *** -2.594 *** 0.731 ** -2.627  *** -1.188 ** 

サンプルサイズ 4571   4571  4571   4571  4571    4571  

χ2 乗 160.4  *** 200.2 *** 196.3 *** 494.1 *** 1715.9 *** 114.4 ***

-2 対数尤度 3298.1   5495.9   4701.4   4306.1   2816.3   1292.5  

Nagelkerke R 2 乗 0.065    0.060   0.064   0.158   0.498   0.093   

（注）1.  レファレンスグループは，郵送ランダムサンプリング調査，男性，20 代，配偶者なし，高校
卒，週労働時間 30～42 時間，ネット利用経験なし． 

他人への信頼は「いいえ=0，場合による=1，はい=２」，社会階層は「上=1～下=5」として点
数化した． 

    2. †:p<0.10, *: p<0.05, **: p<0.01, ***: p<0.001 
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分析結果から，以下のような傾向が観察できる． 
・ 郵送ランダム調査回答者と比較すると，他の調査回答者はほとんどの測定法に対し

て協力意向が強い．  
・ 女性は「どれでもいや」となる確率は男性より低い．また，女性は郵送調査への協

力意向は有意に正だが，訪問面接調査には有意に負である． 
・ 年齢についての推定結果があまり有意ではないが，40 代，50 代は 20 代よりもネッ

ト調査への協力意向が低く，50 代は訪問面接調査，電話調査，郵送調査についても

協力意向が低い． 
・ 有配偶は訪問面接調査，訪問留置き調査，郵送調査への協力意向について有意に正

の効果がある．配偶者がいない回答者は単身世帯である可能性が高いことから，セ

キュリティの心配が訪問調査への協力意向に影響しているのではないかと考えられ

る． 
・ 学歴については，訪問面接調査には影響がないが，大学・大学院卒の高学歴者のほ

うが訪問留置き調査，電話調査，郵送調査，ネット調査への協力意向が高く，「どれ

もいや」が少ない． 
・ 就労状態との関係では，やや意外なことに，週労働時間の長い人（週 43 時間以上）

は訪問面接調査への協力意向が高い．「週 49 時間以上」は訪問留置き調査について

も協力意向が高い．その一方で，週 30 時間以下の短時間労働の人も訪問調査への協

力意向は高い．無業はネット調査への協力意向については負の関係にあり，くわえ

て，「どれもいや」とは正の関係，すなわち測定法にかかわらず調査に協力したがら

ない傾向がある． 
・ 訪問調査（面接，留置き）への協力意向は他人への信頼と正の関係にある． 
・ 「インターネットの利用経験有」は，訪問面接調査を除く４つの測定法への協力意

向と正の関係にある．学歴や年齢，回答した調査の種類をコントロールしてもなお

正の関係が見られることから，「インターネットを利用する性向」と「調査に回答す

る性向」に何らかの類似性があるのではないかと考えられる． 
・ 社会階層との関係が有意であったのは訪問留置調査と電話調査だが，どの測定法へ

の協力意向とも負の関係かつ「どれもいや」とは正の関係にあり，階層が高いほど

調査全般への協力意向が強い傾向がありそうである． 
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４. 2008 年調査の分析  

4.1 分析方法 

 2008 年調査にも，2007 年調査と同様の「５つの測定法への協力意向についての質問」が

含まれているので，それを用いて分析を行う． 

 

4.2  各調査回答者の測定法の選好 

この結果で興味深いのは，訪問留置き調査回答者のうち「訪問留置き調査に回答しても

よい」という者が 38.2％にとどまっている点である（図表 18）．2007 年調査では，郵送調

査回答者の郵送調査への協力意向は 80～90％台，web モニター調査回答者のネット調査へ

の協力意向は 90％台であり（図表１），2008 年調査の web モニター調査回答者のネット調

査への協力意向もやはり 90％台であるのに比べて，これは大幅に低い数値である．訪問留

置き調査回答者の約６割は，訪問留置き調査には協力したくはないという選好を有しつつ，

実際に今回の訪問留置き調査に回答しているということである．これはすなわち，訪問留

置き法という測定法が，協力意向のない者にも回答させる効果を持っていることを示すも

のといえるのではないだろうか．換言すると，訪問留置き調査への回答傾向については，

回答者の測定法選好の影響が小さいともいえる．ただし，訪問留置き調査回答者はどの調

査法に対しても協力意向が低い中にあって，その中では訪問留置き法への協力意向が最も

高いことも事実であり，やはり測定法選好の影響は否定できないものと考えられる． 

また，訪問留置き調査回答者のうち 40.3％は「いずれも協力したくない」と回答してい

る点も，他の調査と比較しての特徴である．ランダムサンプリングの 2007 年調査の郵送ラ

ンダム調査では「いずれも協力したくない」は 8.0％であり，ここからも，訪問留置き調

査の「答えさせる力」の大きさがうかがわれる． 

図表 18  協力してもよい調査方法（ＭＡ）【2008 年調査】 

（％）  

 Ｎ 
訪問面
接調査 

訪問留
置調査 

電話 
調査 

郵送 
調査 

ネット 
調査 

どれも 
いや 

無回答 

web モニター 6420 11.3  19.9 21.6 60.4 96.4 2.7  0.0 

訪問留置き 6500 13.6  38.2 8.5 32.5 22.0 40.3  1.0 

 

4.3  測定法選好間の相関関係,モニター登録との関係 

測定法選好間の相関関係をみると，訪問面接調査と留置き調査，電話調査は，互いに相

関が強い．これは 2007 年調査と共通した特徴である．また，電話調査と郵送調査，ネット

調査と郵送調査の相関も強い（図表 19．  
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図表 19 「協力してもよい調査方法」の相関関係【2008 年調査】 

                                                                

 
訪問面接
調査 

 留置 
調査 

 電話 
調査 

 郵送 
調査 

ネット 
調査 

 どれも
いや 

訪問面接調査 1.000       

訪問留置調査 0.463 *** 1.000      

電話調査 0.425 *** 0.354 *** 1.000     

郵送調査 0.195 *** 0.285 *** 0.384 *** 1.000    

ネット調査 0.041 *** -0.054 *** 0.229 *** 0.382 *** 1.000  

どれもいや -0.198 *** -0.336 *** -0.220 *** -0.488 *** -0.629 *** 1.000 

 

モニター登録者は 9.5％，登録していないがしてもよい者（以下，潜在的モニターとい

う）は 21.3％，あわせると 30.8％となる．測定法への選好をみるとモニター登録者と潜在

的モニターは類似しており，どの測定法についても非登録者に比べて協力意向が高い4（図

表 20）． 

 

図表 20 モニター登録状況別 協力してもよい調査方法（ＭＡ）【2008 年調査】 

                                                              （％）  

協力してもよい

測定法

 

回答した調査 

 
訪問面
接調査 

訪問留
置調査 

電話 
調査 

郵送 
調査 

ネット 
調査 

どれも 
いや 

モニター登録者
(616 人) 

27.8 61.5 21.6 67.5 58.4 7.8

登録してもよい 
(1382 人) 

24.5 70.0 21.0 72.0 44.9 1.72008留置き 

モニター非登録者
(4491 人) 

8.4 25.3 2.9 16.6 10.0 56.7

 

 

4.4 測定法選好と属性のクロス集計 

測定法選好と雇用形態を見ると，2007 年調査では「どれもいや」を選んだグループの非

正規比率が高かったが，2008 年調査では，測定法選好による差は顕著ではない（図表 21）． 

 

                                                  
4 2005 年に労働政策研究・研修機構が行った「日本人の働き方調査」では，モニター登録者は 2.5％，潜

在的モニターは 15.0％，あわせると 17.5％であり，2008 年調査のほうが，モニター登録者，潜在的モニ

ターとも比率が高い．「日本人の働き方調査」は全国の満 20 歳以上～65 歳以下の男女 8,000 人を住民基

本台帳から層化二段系統抽出法により抽出し，訪問留置き法により実施したものである．有効回答数 4,939
人，回収率 61.7％．詳細は本多(2006a)参照．二つの調査には，全国 vs.東京都，就労不問 vs.有業者，20
～64 歳 vs.18～59 歳，2005 年 vs.2008 年といった調査法上の種々の違いがあり，これがモニター比率の

差に結びついていると考えられる． 
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図表 21 協力してもよい調査方法別 雇用形態【2008 年調査】 

                                                   （％）   
     雇用形態 

 

協力しても 

よい調査方法 

Ｎ（人）
正社員・ 
正職員 

非正規社員 合計 

総数 12920 68.6 31.4 100.0  

訪問面接調査 1611 67.5 32.5 100.0  

訪問留置調査 3760 67.4 32.6 100.0  

電話調査 1938 65.9 34.1 100.0  

郵送調査 5990 67.0 33.0 100.0  

インターネット調査 7620 69.9 30.1 100.0  

どれもいや 2790 68.0 32.0 100.0  

 

4.5 測定法選好の規定要因の分析 

 続いて，2007 年調査と同様に，協力してもよい測定法の規定要因について回帰分析を行

う（図表 22，23）． 

図表 22 記述統計量【2008 年調査】 

変数 平均値 標準偏差

訪問面接調査 0.125 0.330 

訪問留置き調査 0.291 0.454 

電話調査 0.150 0.357 

郵送調査 0.464 0.499 

インターネット調査 0.590 0.492 

協
力
し
て
も
よ
い
調
査
方
法 

 いずれも協力したくない 0.216 0.411 

訪問留置き調査ダミー 0.503 0.500 

女性ダミー 0.423 0.494 

30 代ダミー 0.301 0.459 

40 代ダミー 0.237 0.425 

50 代ダミー 0.213 0.410 

有配偶ダミー 0.599 0.490 

中学ダミー 0.031 0.172 

専門学校ダミー 0.156 0.363 

短大・高専ダミー 0.102 0.302 
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大学ダミー 0.364 0.481 

大学院ダミー 0.040 0.195 

週 30 時間未満 0.186 0.389 

週 43 時間～48 時間 0.161 0.368 

週 49 時間以上 0.288 0.453 

他人への信頼度 1.258 0.629 

ネット利用経験ダミー 0.885 0.319 

 

 
図表 23  各測定法への協力意向の規定要因【2008 年調査】 

被説明変数：各測定法への協力意向（F17） 

分析方法：ロジスティック回帰分析 

  訪問面接調査 訪問留置調査 電話調査 郵送調査 ネット調査 どれもいや 

留置き調査 0.196 *** 0.975 *** -1.038 *** -1.059 *** -4.384  *** 3.166 ***

女性 0.096   0.236 *** 0.179 ** 0.558 *** 0.190  ** -0.434 ***

30 代 -0.092   0.044   -0.134 † 0.048   -0.114    0.044   

40 代 -0.229 ** -0.091   -0.213 ** -0.070   -0.445  *** 0.122   

50 代 -0.436 *** -0.294 *** -0.523 *** -0.387 *** -0.804  *** 0.349 ***

有配偶 0.373 *** 0.436 *** 0.288 *** 0.336 *** 0.292  *** -0.486 ***

中学 0.120   0.226 † -0.256   -0.199   -0.407  ** -0.106   

専修各種 0.012   0.127 ** 0.076   0.089   0.098    -0.043   

短大・高専 -0.040   0.004   0.171 † 0.145 ** 0.128    -0.059   

大学 0.154 ** 0.308 *** 0.351 *** 0.432 *** 0.406  *** -0.191 ** 

大学院 0.074   0.388 *** 0.240 † 0.554 *** 0.773  *** -0.363 ** 

週 30 時間以下就労 0.201 ** 0.257 *** 0.275 *** 0.205 *** 0.112    -0.245 ** 

週 43～48 時間 0.056   0.046   -0.049   0.061   0.227  ** -0.170 ** 

週 49 時間以上 -0.103   0.003   -0.088   0.069   0.212  ** -0.206 ** 

他人信頼 0.060   0.013   0.043   0.048   0.122  ** -0.137 ***

NET 利用 0.029   0.168 ** 0.141   0.364 *** 2.335  *** -0.479 ***

定数 -2.339 *** -2.103 *** -1.743 *** -0.634 *** 0.623  *** -2.434 ***

サンプルサイズ 12853  12853  12853  12853  12853   12853  

χ2 乗 88.450 *** 759.956 *** 572.811 *** 1453.119 *** 9306.993 *** 3351.8 ***

-2 対数尤度 9578.8  14757.5  10321.2  16303.7  8068.2   9983.1  

Nagelkerke R 2 乗 0.013  0.082  0.076  0.143  0.695   0.356  
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（注）1.  レファレンスグループは，web モニター調査，男性，20 代，配偶者なし，高校卒，週労働時
間 30～42 時間，パソコンによるネット利用はほとんど又は全くなし． 

他人への信頼は「いいえ=0，場合による=1，はい=２」として点数化した． 
    2. †:p<0.10, *: p<0.05, **: p<0,01, ***: p<0.001 

 

分析結果から，以下のような傾向が観察できる． 
・ 訪問留置き調査の回答者は，web 調査回答者に比べ訪問留置き調査を選好する確率

が顕著に高い．ここから，測定法の選好が実際の回答行動に影響を与えていること

が推測できる． 
・ 回答した調査の種類を説明変数とし，その効果をコントロールしてはいるものの，

サンプル全体が web モニター調査または訪問留置き調査の回答者であるという制約

は解消できない．その影響が現れている可能性があるのが，「年齢の効果」について

の分析結果である．これを見ると，どの測定法についても 20 代と 30 代では有意な

差がないが，40 代，50 代ではおおむね有意に負になっている．これは，“測定法の

如何にかかわらず 20 代の回答率は低い”という広く共有されている経験則と不整

合である．その理由として次の二つが考えられるが，前者の理由については「他の

理由」に思い当たるものがなく，後者の理由のほうが蓋然性があると考えられる． 
 20 代は回答したいという気持ちは他の年代よりも強いが，他の理由で回答でき

ない． 
 今回の調査回答者が 20 代の一般的傾向を代表していない，すなわち，訪問留置

き調査または web モニター調査にすでに回答しているわけであるから，20 代の

中でも回答確率の高い人に偏っている可能性がある．同様の偏りは他の年代につ

いてもありうるが，20 代については，一般的な回答確率が低いだけに，今回調

査回答者と 20 代全体の乖離が大きいのかもしれない．  
・ 性別についての推定結果が，2007 年調査と 2008 年調査ではかなり異なる．共通し

ているのは，郵送調査の選好について女性ダミーの効果が有意に正という点のみで，

その他の測定法については，2007 年調査では，訪問面接調査について女性ダミーの

効果は有意に負，訪問留置き調査，電話調査，ネット調査では有意ではないが係数

は負であったのに対し，2008 年調査では，訪問留置き調査，電話調査，ネット調査

について有意に正，訪問面接調査については有意ではないがやはり係数は正である．

2007年調査は成人男女すべて，2008年調査は有業者という対象者の違いはあるが，

2007 年調査について就労の有無はコントロールしており，これほどの差が出る理由

は判然としない． 
・ 学歴については，他の測定法と比較して，訪問面接調査では学歴による選好の差が

相対的に小さいものの，大学ダミー，大学院ダミーの効果がほとんどの測定法で有

意に正であり，高学歴の人ほどどの測定法についても選好が強いと推定される．こ
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の結果は，2007 年調査でもおおむね同じである． 
・ 就労時間については，ネット調査以外の測定法については短時間就労（週 30 時間以

下）のほうが選好が強い．ネット調査については，逆に，就労時間が長いほうが選

好が強い． 
・ 「どれもいや」については，2007 年調査と 2008 年調査で共通した傾向として，女

性，高学歴，他人信頼，ネット利用の変数がいずれも有意に負である． 
  

５．まとめ：分析結果と実査への提言 

5.1 測定法選好は回答傾向に影響を与えている 

分析結果から言えるのは，訪問留置き調査の回答者には「訪問留置き調査なら回答して

もよい」，すなわち訪問留置き調査を選好している人が多く，郵送調査の回答者には郵送調

査を選好している人が，そしてインターネット調査回答者にはインターネット調査を選好

している人が多いということである． 

測定法の選好は，少なくともこの３つの測定法――訪問留置き調査，郵送調査，インタ

ーネット調査――については，調査への回答傾向に実際に影響を与えている．ただし，訪

問留置き調査の回答者のうち，「訪問留置き調査に回答してもよい」とした人は約４割にす

ぎないなど，測定法によっては，選好度と回答傾向の関係が弱いものもある． 

例えば，今回の調査で見ると「訪問面接調査」はもっとも好まれない測定法であり，協

力したいと思う人は郵送ランダム調査回答者の中の 5.6％，訪問留置き調査回答者でも 
13.6％と非常に少ない．しかし，現実に調査を実施すると，訪問面接調査法の回収率は，

近年低下しているとはいうものの 50％～60％程度には達する場合が多く，一般的には，「訪

問留置き法」「郵送法」よりも高い回収率が実現できる測定法である．一方，調査協力意向

が高い「郵送法」は逆に，一般的には回収率が低く，20～30％程度にとどまっているもの

も散見される． 
このように，協力意向の有無と実際の調査への協力は必ずしも一致しない．「調査に協力

したいと思っているが実際には協力しない人」「調査に協力したくないと思っているが実際

には協力する人」の双方が相当数存在する． 
したがって，上記の「協力してもよい調査方法」別の回答傾向が，そのまま「調査法」

別の回答傾向になるわけではないではないのだが，しかし，例えば「協力してもよい調査

方法」として「訪問面接調査」を選んだ人は，それを選ばなかった人に比べ，実際に訪問

面接調査への協力を依頼されたときに（他の条件が同一であれば）協力する確率が高いと

考えるのがやはり自然であると思われる． 
そのように考えれば，測定法選好についての情報は，それぞれの測定法の無回答誤差を

推定するための材料となりうるものといえる． 
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5.2 測定法選好は回答者の属性と相関している 

分析の結果，測定法の選好は，年齢，学歴，就業状態，他人への信頼度，社会階層など

の回答者の属性と相関している可能性が高いことが判明した．各測定法におおむね共通し

ているのは，高学歴，有配偶といい属性が協力意向について有意に正であるという点であ

るが，その他の属性等の影響については，測定法によって相関の有無や方向性は異なるこ

とがある．  

今回，分析の対象としなかった様々な個人の属性についても，測定法の選好に影響を与

えるものはいろいろとありうると思われるので，今後，実証研究が重ねられ，データが蓄

積されていくことを期待したい． 

 

5.3 測定法の選択が無回答誤差の質と量に影響を与える 

Groves は，調査内容と回答傾向に同時に影響する要因がある場合に，回収率の低下に伴

って無回答誤差は大きくなると指摘している． 

測定法選好の規定要因と調査内容との関連が強い場合，調査内容と調査対象者の回答傾

向との関係が強いということであるから，調査内容に対して特定の傾向を持つ人たちの回

答率とそうでない人の回答率に差が生ずる．これは，Missing At Random（ランダムな欠損）

の仮定が成り立たないということであり，調査内容に照らして無回答者が偏りをもってい

るということである．したがって，回収率が低くなるほど，無回答誤差が大きくなる可能

性がある． 

極端な例をあげると，インターネット利用の好き嫌いをインターネット調査で質問する

ようなケースがある．インターネット調査法に対する選好の度合いはインターネット利用

の好き嫌いと密接に関連する（＝インターネットを利用するのが嫌いな人はインターネッ

ト調査に協力したくないと思う確率が高い）であろうから，インターネット利用が好きな

人は調査回答率が高く，嫌いな人は回答率が低くなる．この場合，無回答誤差は非常に大

きいものになることが想像できる5．  

調査の実践に当たっては，測定法によって属性と回答傾向の関係が異なることに注意し

て，調査内容と属性との関連に鑑みて無回答誤差を拡大させないような測定法を選定する

という配慮が必要である． 

 

                                                  
5 「測定法が回答傾向に与える影響」と「調査内容」の共変関係は，本稿のような「調査内容」が「測

定法」である場合に特に深刻な問題となる．調査は必ず特定の測定法によって実施されるため，回答者は

“特定の測定法”という刺激に反応した人の集団となり，回収率が 100％に近い調査を別にすれば，“測

定法の選好”という観点からみて必然的にサンプルセレクションバイアスが生ずる．これは測定法の分析

にとって不可避である． 
例えば，今回の 2007 年調査はインターネット調査と郵送調査，2008 年調査はインターネット調査と

訪問留置調査で，行われたものであるので，「ネット調査,郵送調査,訪問留置調査は拒否するが，面接調査

や電話調査には回答する」という選好をもった人が存在するとしても，今回の調査では把握できない． 
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5.4 測定法の如何にかかわらず調査には協力したくないという「調査拒否」層が存在す

る  

測定法の選好によって調査回答者を分類し，その特徴を調べていく中で，いちばん顕著

な特徴が現れたのは「いずれの調査にも協力したくない」を選んだグループだった．今回

の分析では，調査拒否層は，学歴が低い，他人への信頼度が低い，ネット利用経験者が少

ない，年齢がやや高め等の特徴がみられた． 
実際の調査の無回答者には，調査拒否した者のほか不在等の外在的な要因により回答で

きなかった者も含まれるので，現実の無回答者すべてがこのような特徴を共有するわけで

はない．しかし，経年的に無回答率が上昇している内訳は，不在等による対象者との「無

接触」よりも，主として対象者による「回答拒否」の増加であることを考えると（本多(2005)），
「調査拒否」グループが無回答誤差に与える影響は増しつつあるといえるだろう． 
「いずれにも協力したくない」を選んだ人も，そもそも今回の調査には回答しているの

だから，協力したくないと思いつつ実際には協力することがあるわけである．そうであっ

ても，「いずれにも協力したくない」を選んだ人は，他の選択肢を選んだ人に比べれば，調

査を依頼されたときに協力しない確率が高いと考えられる．また，今回の調査に回答して

いない，本当の「調査拒否」層は，今回の回答者の中では相対的には
．．．．．

「どれもいや」と回

答したグループに類似した属性等をもつと考えられる． 
そのような層が調査回答者には含まれにくいことに調査実施者及び調査利用者は十分留

意する必要がある． 
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第８章 傾向スコア法によるワーキングパーソンWeb調査補正の可能性 

 

三輪 哲 

 

１．はじめに 

 この 10 数年のあいだに起きた社会生活上の大きな変化の 1 つに，インターネットの普及

をあげることにはほとんど異論がないところだろう．情報の検索や発信，各種手続きやシ

ョッピングなど，今や我々の日常生活のいたるところで有用なツールとして利用されるよ

うになっている．そんななか，インターネットを通した調査（これ以降，Web 調査と呼ぶ）

が現在，社会調査において急増してきているとしばしば指摘される（本多 2005; 日本マー

ケティングリサーチ協会 2007）． 

 しかしながら，Web 調査が，従来おこなわれていた訪問面接法や訪問留置法による統計

的調査を代替するかというと，現状ではそれには懐疑的なスタンスをとらざるを得ない．

なぜなら，従来型の調査（面接・留置）と Web 調査の回答傾向の違いは大きいことが既に

知られているからである（本多・本川 2005; 萩原 2009b）．つまり，Web 調査によって得

られたデータの「正確さ」―ただし，ここでの正確さというのは従来型調査法の結果を真

と仮定した場合なのだが―，それこそが疑問視されているわけである．ただそれでも，Web

調査には安価で，実施からデータ作成までの時間がきわめて短いなど，現場の要請からす

ると非常に望ましい性質が多々あることも事実である．ならば，コストの高い従来型方法

でなされている調査を，どうにかして Web 調査に置き換えられないかと考えるのはきわめ

て自然な発想といえよう． 

 そこで注目されるのが，Web 調査を従来型調査法による結果へと近づけるための補正法

である．これは，とりわけ Web 調査を使う機会の多い市場調査において注目されている（井

上・日本マーケティングサイエンス学会編 2007）．いろいろな方法が提案されているが，

あえてその中で代表的かつ実用的なものを挙げると，傾向スコア法（Rosenbaum and Rubin 

1983; 星野・繁桝 2004）が挙げられる．星野・森本（2007）は，傾向スコアを継続的市場

調査の ACR 調査へと適用して，単純なモデルでも補正における十分な有効性をもつことを

明らかにした． 

 では，この方法が，都市圏雇用労働市場の姿の縮図を得ようとした大規模データにおい

ても有効な補正をなしうるのだろうか．この素朴な問いを検証するために，本稿ではリク

ルートワークス研究所のワーキングパーソン調査の訪問留置データおよび Web 調査データ

を用い，できるかぎりシンプルな方法に基づいた補正法がいかほど有効かをテストする．

そのようにして，Web 調査によって得られたデータから留置調査データの再現が容易に可

能であるのかどうか判断することこそが，本稿の目的である． 
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２．データと方法 

2.1 データ 

 本稿で用いるデータセットは，リクルートワークス研究所が実施した「ワーキングパー

ソン調査 2008」（以下，WPS 調査と略す）で得られたものである．通常，同調査は訪問留め

置き法で，首都圏 50km の地域に住む 18 歳以上 59 歳以下の被雇用者男女を対象として，2

年おきに大規模な調査がおこなわれている．その伝統に則って，2008 年夏にも，回収レベ

ルの標本規模が 6,500 になる調査がなされた． 

 その，いわば WPS 調査の本調査と並行して，インターネットモニターから割り当てによ

って比較のためのWeb調査も同年同時期に同地域にておこなわれた．これら2つの調査が，

今回の分析で使用されるデータセットである．調査設計と実施の詳細については，萩原

（2009b）に説明があるのでそちらを参照されたい． 

 それとは別に，東京大学社会科学研究所受託研究の一環としてリクルートワークス研究

所により行われた調査方法比較調査データをも用いる．比較調査は，2007 年に，東京都の

20 歳から 59 歳までの男女を対象に実施された．ランダムサンプリングによる標本に対す

る郵送調査（郵送ランダム），調査モニターに対する郵送調査（郵送モニター），そして 3

つの Web 調査の，5 つの調査が同時になされた．この中から，別々の 3 社が実施した Web

調査（Web モニターA，B，C とそれぞれ略す）のデータを使用した．標本設計や回収率等の

詳細は，萩原（2009a）を参照されたい． 

それら 3 つの Web 調査の平均値の補正をするにあたって，目標となるべき「真値」とみ

なすのは，2006 年の WPS 調査である．これは，首都圏全域にわたる調査であるが，そのな

かから今回の比較調査の設計にあわせて (1)東京都在住で，(2)被雇用者の，(3)20-59 歳

男女というように分析対象を限定した． 

 

2.2 方法 

 補正のために使用する方法は，傾向スコア法である．傾向スコアとは，星野・森本（2007）

の表現を借用しつつ簡単に言えば，関心のある従属変数，独立変数ともに関連のある複数

の共変量を 1 つにまとめた値のことである．それをもとに層別したりウェイト付けするこ

とでデータを調整するのである（酒折ほか 2006）．Web 調査補正の場合は，従来型か Web

かを見極めるような傾向スコアをまず求め，それをもとに Web 調査の回答者層が仮に従来

型調査に回答したならばどのような値になりうるか，補正した上での推定値を算出するこ

ととなる．傾向スコア自体の求め方にもさまざまありうるが，ここではその中でも単純な，

Web 調査回答であることを従属変数とした二項ロジスティック回帰分析による方法を採用

した．その理由は，傾向スコアの算出法のうち最も単純で，再現しやすく汎用性が高いこ

とと，それでもなお実際の補正における有効性では複雑な方法にひけをとらないことが知

られているからである（星野・森本 2007）． 
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 ここで，データ処理にあたってクロスバリデーション法を適用したことを付言しておき

たい．クロスバリデーション法とは，1 つのデータを無作為に 2 つに分割し，片方を何ら

かの推定用，残りの片方を（先に得られた推定式を用いての）予測または検証用に使う方

法をさす．つまり本稿においては，留置 WPS 調査データとウェブ WPS 調査データを統合し

たデータセットを予め作成しておき，それを無作為に 2 分割して，片方を傾向スコア算出

のためのデータとして用い，もう一方を傾向スコア使用による補正の有効性検証用にと使

い分けた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  B 標準誤差 有意確率 B 標準誤差 有意確率 B 標準誤差 有意確率
定数 -.032 .073 .664 -1.869 .213 .000 -3.031 .426 .000

性×年代 男性-29 -.003 .103 .978 -.538 .127 .000 -1.109 .214 .000
（ref男性50-59） 男性30-39 -.049 .093 .596 -.354 .104 .001 -.832 .174 .000

男性40-49 .009 .099 .927 -.097 .106 .362 -.497 .180 .006
女性-29 -.012 .106 .910 -.403 .138 .004 -1.247 .233 .000
女性30-39 .171 .108 .114 .126 .134 .346 -.594 .227 .009
女性40-49 .360 .116 .002 .633 .139 .000 .225 .242 .354
女性50-59 .425 .120 .000 .793 .141 .000 1.026 .261 .000

雇用形態 契約・嘱託 .698 .123 .000 .775 .133 .000 1.088 .239 .000
（ref正社員） フリーター .130 .120 .278 .410 .132 .002 .511 .235 .030

パート -.830 .086 .000 -.311 .095 .001 .087 .166 .600
派遣 .910 .143 .000 .991 .154 .000 .726 .245 .003
業務委託 -.621 .266 .020 -.404 .287 .159 -.397 .453 .381

配偶関係 なし -.016 .085 .855 .396 .141 .005
子ども有無 なし .867 .089 .000 .698 .144 .000
学歴 高校 .641 .188 .001 -.571 .335 .088
（ref中学校） 専修学校 .968 .193 .000 -.414 .344 .228

短大 1.148 .206 .000 -.459 .366 .211
高専 1.330 .280 .000 -.037 .527 .944
大学 1.665 .187 .000 -.159 .333 .634
大学院 2.459 .240 .000 .300 .391 .443

世帯主 いいえ -.451 .080 .000 -.350 .134 .009
住居形態 アパート・マンション .534 .059 .000 .504 .098 .000
（ref一戸建て） その他 .877 .206 .000 .770 .344 .025
仕事満足度 まあ満足 .127 .093 .172 .204 .147 .166
（ref非常に満足） あまり満足でない .414 .103 .000 .497 .166 .003

満足でない .974 .151 .000 .834 .235 .000
インターネット頻度週数回 -1.250 .145 .000
（refほぼ毎日） 週1回 -1.390 .286 .000

月1-2回 -2.515 .498 .000
ほとんど利用しない -3.262 .488 .000
全く利用しない -3.112 .562 .000
面接 .167 .154 .279
留置 -2.534 .134 .000
電話 1.252 .147 .000
郵送 .643 .119 .000
web 4.830 .225 .000

判別率  
予測値 正分類率 予測値 正分類率 予測値 正分類率

留置 Web 留置 Web 留置 Web
観測値 留置 2474 740 77.0 2200 971 69.4 2738 431 86.4

Web 2158 1045 32.6 1153 2050 64.0 213 2990 93.3
54.8 66.7 89.9

表１　傾向スコア推定のためのロジスティック回帰分析結果

モデル３：調査協力意向モデル２：基本属性モデル１：割当要因のみ

協力してよい調
査方法（多重回

答）
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３．補正の試み 

3.1 傾向スコア法 

 それでは，前述の方法によって傾向スコアを求め，補正を試みた結果について説明して

いこう．まず表 1 は，傾向スコアを求めるための，ロジスティック回帰式の係数を示して

いる．モデル 1 は，WPS の本調査において用いられた割当要因のみを含むベースラインモ

デルである．モデル 2 はそれに加えて，基本属性と仕事満足度を追加投入したモデルで，

さらにモデル 3 ではインターネット利用頻度と調査への協力意向までを含めている． 

 モデル 1 の全体の判別率は 54.8%と，あまり判別の精度が高くないことがうかがえる．

モデル 2 ではそれが 66.7%にまで向上する．そしてモデル 3 にいたっては，ほぼ 9 割がた

を正しく判別できていることがわかる． 

モデル 3 で新たに投入されたインターネット利用頻度と調査意向変数は，判別制度を大

きく引き上げた．前者は，Web 調査がインターネットアクセスに基づくものであるからき

わめて当然の結果といえる．インターネットを全く，あるいはほとんど利用しない者と毎

日利用する者のあいだでは，Web 回答者である対数オッズ比が 3（オッズ比のスケールに直

すと 20 倍以上）も異なる． 

 後者の結果は，Web調査のモニターが調査に対して協力的であるというこれまでの知見

（本多・本川 2005; 本多 2009）と整合的である．全体的に，調査へと協力してもよいと

する人ほどWeb調査回答者である蓋然性は高めとなっている1．とりわけ，Web調査への協力

意向は大きな正の効果であり，どちらの調査法の回答者かを分ける主要因としてみること

ができる．留置調査への協力意向のみ，他とは符号が逆転している．だがこれは，留置調

査に既に回答している人たちであるのだから，留置調査への協力意向がWeb回答者たちより

も高くなるのは常識の範疇を出ない結果と思われる． 

 しかし，判別の成功が，必ずしも補正の成功を約束するわけではない．表 2 には，傾向

スコアの重み付けによる補正の結果を表示した．左側パネルは，今回補正対象とした 14

変数の平均値である2．右側パネルは，留置における平均値を基準としたときの二乗誤差で

あり，ゼロに近いほど補正がうまくいったことを意味する数値である．この表からは，判

別率が良好なモデル 3 よりも，モデル 2 のほうが補正には有効だったことが理解できる．

補正後平均値が留置の値に近づいた項目数を数えると，モデル 2 が 11 項目であるのに対し

てモデル 3 はわずか 5 項目である．右下部の二乗誤差の和をもとに，誤差の減少率（高い

ほど補正が有効という意味）を求めると，モデル 2 は 45.9%，モデル 3 は 18.5%なので，結

果の差は一目瞭然である．明らかに，補正がうまくいったのはモデル 2 のほうなのだ． 

 

                                                        
1 もっとも，因果の向きは，ここでの説明と逆方向であろう． 
2 分析に先立ち，すべての変数を最小値 0，最大値 1 の値域をとるように規準化して，ダ

ミー変数など含め全変数のレンジをそろえるようにしている． 
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留置WPS08 web補正前 M2補正後 M3補正後 web補正前 M2補正後 M3補正後

職種 専門 0.230 0.317 0.264 0.252 0.0076 0.0012 0.0005
事務 0.223 0.375 0.352 0.333 0.0233 0.0168 0.0121
営業 0.180 0.103 0.100 0.183 0.0059 0.0065 0.0000
ｸﾞﾚｰ・ﾌﾞﾙｰ 0.324 0.161 0.235 0.156 0.0266 0.0079 0.0282

収入 0.383 0.426 0.402 0.406 0.0018 0.0004 0.0005
労働時間 0.528 0.522 0.493 0.503 0.0000 0.0012 0.0006
能力得点 0.638 0.628 0.627 0.613 0.0001 0.0001 0.0006
仕事意欲 0.667 0.604 0.621 0.596 0.0039 0.0020 0.0049
読書傾向 0.274 0.316 0.279 0.321 0.0018 0.0000 0.0022
生活価値観 家族 0.929 0.861 0.890 0.840 0.0046 0.0015 0.0078

友人 0.807 0.753 0.756 0.765 0.0029 0.0026 0.0018
余暇 0.774 0.786 0.777 0.736 0.0001 0.0000 0.0014
仕事 0.749 0.669 0.675 0.662 0.0065 0.0055 0.0076

一般的信頼 0.645 0.609 0.614 0.691 0.0013 0.0009 0.0022
二乗誤差の和 0.0864 0.0467 0.0704

減少率 45.9% 18.5%
注：　太字は、補正後のほうが留置での平均値により近づいたことを表す．

平均値 二乗誤差

表２　傾向スコアの重み付けによる補正の結果（検証用データ使用）

図１　傾向スコア重み付けによる二乗誤差減少
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 ではモデル 2 による補正がいかほどのインパクトがあったのか，結果をグラフ化して検

討してみよう．項目ごとの二乗誤差の減少を示したのが，図 1 である．45 度に引かれた点

線は，補正前と補正後の誤差が同じ，すなわち変わらなかったことを示唆する線である．

そこよりも左上の領域は，縦軸（補正後）の値が横軸（補正前）の値よりも大きくなって

いるわけであるから，誤差がむしろ補正によって増大してしまったことを意味する．他方，

右下の領域は，補正がうまくいき，誤差が減少したことを意味する．さて結果をみると，
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例外こそあるものの，概ね右下の領域にプロットされている．したがって，それなりに補

正が良好に機能してくれていたと評価するに足る証拠となる． 

 

 

図２　web調査と留置調査の平均比較
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 次に，各項目の平均値の補正の程度を，グラフ化した図 2 から確認しよう．今度の図で

は，45 度線は，留置調査と Web 調査とで平均値が一致することを意味するものとなってい

る．ダイアモンド型と正方形は，それぞれ補正前と補正後の値を示す．横軸は留置の平均

値であり補正によって変わらないので，ダイアモンドに比べて正方形がより 45 度線に近く

なっているほど当該の項目において補正が有効であったことを示す．補正したことで，45

度線にぴたりと重なるようなことはなかったものの，補正前よりは幾分近づいているとみ

てよさそうである．しかしながら，補正で大きく改善されたとまでは言い難い．今回に関

しては，微弱な程度にしか補正が機能しなかったと評価すべきかもしれない． 

 ここまでおこなった傾向スコアによる補正について，その有効性を問うならば，弱い効

果がみられたとしてまとめられる．ただし，これはそれほど悲観視すべき結果ではない．

14 もの項目，しかも属性から意識まで多種多様な項目の中心傾向を同時に改善しようとい

うのは，なかなか困難であるのはむしろ当然と思われる．どれか 1 つ，あるいは類似の項

目群に絞ってよいのであれば，もっとよい補正ができる傾向スコアを作成することは可能

であろう．また，星野・前田（2006）が提唱するような傾向スコア推定のための共変量選

択法を用いれば，よりよい共変量の組み合わせを探索することもできるはずである．今回

用いた，属性と満足度くらいの簡便なモデルでも，留置からの Web の乖離（二乗誤差）の

ほぼ半分を消すことができたわけである．この方法の可能性を信じ，突き詰める価値はあ
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るように思われる． 

 

3.2 別データでの再検証 

 傾向スコアの有効性を検討するために，もう少し分析を続けたい．今度は，別のデータ，

すなわち 2006 年の WPS 調査と 2007 年に実施された比較 Web 調査とを用いた再検証を試み

る．前項では，確かに誤差の減少率が 45 パーセント程度と，簡便な方法でもそれなりに平

均値の補正ができることが示された．だがその内実，推定のためのデータと検証のための

データはクロスバリデーションをおこなった独立のサンプルではあるけれど，元をたどれ

ば同一の調査データであることも間違いない．ゆえに，推定データと検証データとの関係

がきわめて近いからこそ，それなりの補正効果がみられたという疑いが残る．この観点か

ら，前項同様の 2008 年 WPS 推定データによってまず傾向スコアを算出するための方程式を

求め，その方程式にしたがって別データ（WPS06 年を真値とし，2007 年比較 Web 調査を補

正される対象とする）における補正の有効性を検証しようというわけである．なお先に見

た傾向スコア法の結果と比較するために，傾向スコア算出のために用いる共変量はできる

だけ表 1 のモデル 2 のものにそろえた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WPS06 WebﾓﾆﾀｰA WebﾓﾆﾀｰB WebﾓﾆﾀｰC WebﾓﾆﾀｰA WebﾓﾆﾀｰB WebﾓﾆﾀｰC

労働時間 0.579 0.551 0.550 0.570 0.534 0.531 0.560
収入 0.446 0.480 0.504 0.471 0.465 0.488 0.469
ﾎﾜｲﾄ 0.603 0.612 0.638 0.553 0.569 0.614 0.545
仕事理由1 0.874 0.912 0.900 0.916 0.906 0.901 0.919
仕事理由2 0.688 0.572 0.604 0.567 0.597 0.609 0.578
仕事理由3 0.281 0.375 0.410 0.377 0.367 0.403 0.367
仕事理由4 0.613 0.528 0.549 0.541 0.566 0.585 0.581
仕事理由5 0.448 0.344 0.389 0.345 0.360 0.391 0.350
退職経験 0.626 0.654 0.579 0.658 0.673 0.610 0.688

労働時間 0.0008 0.0009 0.0001 0.0021 0.0023 0.0004
収入 0.0012 0.0035 0.0006 0.0004 0.0018 0.0005
ﾎﾜｲﾄ 0.0001 0.0013 0.0025 0.0011 0.0001 0.0033
仕事理由1 0.0014 0.0007 0.0018 0.0011 0.0008 0.0021
仕事理由2 0.0136 0.0070 0.0148 0.0084 0.0062 0.0122
仕事理由3 0.0089 0.0165 0.0092 0.0074 0.0148 0.0074
仕事理由4 0.0071 0.0040 0.0051 0.0021 0.0008 0.0010
仕事理由5 0.0108 0.0034 0.0106 0.0077 0.0032 0.0096
退職経験 0.0008 0.0022 0.0010 0.0022 0.0003 0.0038

二乗誤差の和 0.0447 0.0395 0.0457 0.0325 0.0302 0.0402
減少率 27.4% 23.5% 12.0%
注：　太字は、補正後のほうが留置での平均値により近づいたことを表す．

表３　別データにおける傾向スコア重み付けによる補正の結果（比較調査データ使用）

平均値
補正後補正前

二乗誤差
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 表 3 に，3 つの会社による Web 調査それぞれにおいて，補正がどの程度有効であったか

を示す平均値，および二乗誤差を示した．前項の分析とは扱う被説明変数が異なるほか，

共変量の数とカテゴリーがやや少なくなっているので，単純な比較をするわけにはいかな

いことは承知している．とはいえ，二乗誤差和の減少率を見る限り，総じて補正はうまく

いってはいないと言うしかない結果である．ただこれは，1)留置調査の実施が 2006 年，Web

調査は 2007 年と，時期がずれていることや，2)推定したデータは首都圏 50km 圏のもので，

検証に用いたのは東京都のみのデータであること，3)無作為のクロスバリデーションによ

ってできたデータ性質の違いに比べ，比較調査データのほうのデータ間性質差が圧倒的に

大きいこと，などからやむをえないものかもしれない． 

調査データあるいは会社ごとに，補正による誤差減少率が大きく異なった．この中では

相対的にうまくいったのは，A 社によるデータであった．この会社は，留置の WPS 調査も

担当している会社であることには少し留意が必要であろう．2008 年の留置-Web をもとに推

定式を作ったことは既に述べたとおりであるが，それらはどちらもこの A 社が担当した調

査データである．つまり，ここでの 2006 年の WPS，2007 年の A 社 Web 調査と実施主体およ

び方法の点からいうと相似形であるのだ．それが，ここでの誤差減少率の違いに反映され

ているのかもしれない．この推測が正しければ，傾向スコア推定用調査も，それを実際に

用いる本番の調査も，同一の調査会社に委ねたほうがよいといえるだろう．一度だけの結

果なので確証は持てないものの，調査会社ごとにモニターの集め方や性質，調査ノウハウ

などに差異があるのもまた事実であり，あながち的外れではないのではなかろうか． 

 細部に目を向けると，変数によって補正されたものとそうでないものがあることもわか

る．今回については，収入と仕事理由が留置の平均値に近づくように補正されたようであ

った．仕事理由は意識項目であるからか，もともとかなりズレが大きな項目であった．そ

れらが傾向スコアで補正されたのは確かであるが，それでもなお大きな乖離が残っている

ことも見逃せない事実である．補正の動きがみられたということと，補正の結果妥当な値

におさまったというのは，まったく別の話なのである．今回は 1 つだけ傾向スコアを作成

して，それをたくさんの被説明変数の補正に使ってみた．もしどうしても補正したい項目

が絞られるならば，それらだけを対象にして，もっと有効な補正を可能にする傾向スコア

を作成するほうが望ましいであろう． 

 本項の結果を要約しよう．まず，補正は別データを使ったときにはあまり機能しなかっ

た．12～28 パーセントという誤差減少率（改善率）は，まったく満足のいくものではない．

調査会社，項目ごとにも補正の有効性が異なる結果もみられた．調査会社自体が何らかの

特性を有するので，傾向スコア推定とその適用のための調査データは，どちらも同一の会

社に委ねるのがよさそうである．項目に関しては，前項の繰り返しになるが，ターゲット

とする項目が決まっているならば，それに応じた傾向スコアを作成するのがよいだろう． 
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４．まとめ 

 本稿では，いかにして Web 調査の回答の中心傾向（平均値）を留置のそれに近づけられ

るか，を称して補正と呼んだ．そして，補正がどの程度可能かを，2 つの分析によって明

らかにした．属性と意識の双方を含めた被説明変数を対象として補正を試みたところ，同

一データセットからクロスバリデーションで分けたデータ使用の場合は 5 割弱，完全に別

物のデータを用いた場合は最良のケースで 3 割弱，誤差が減少する結果となった． 

 これらの結果の評価は二分されうる．第 1 の立場は，傾向スコアによる補正をあまり有

効ではないとするものである．とりわけ，3.2 項の結果得られた誤差減少率は，実用に耐

えうる水準を遥かに下回ると考えられる．この結果が重要なのは，実際のデータ解析の場

面の想定に近いからである．つまり現場の要請としては，毎回毎回 Web と留置を組み合わ

せて調査をしていられず，できれば一度得られた傾向スコアの算出式をある程度長く使っ

ていたいと思うのが自然であるのだ．ならば，傾向スコアの推定式とその補正能力ができ

る限り頑健であって欲しいと願うのはきわめて当然であろう．だがその期待には応えられ

なかった．少なくとも今回の結果からは，推定に用いたものとは別データを使う際に，補

正に傾向スコアを適用することが困難というほかはない． 

 第 2 の立場は，傾向スコアの有効性に関する判断を留保するものである．というのも，

ここで用いた調査データは，傾向スコアの算出をもともと念頭に置いて設計されたもので

はないし，共変量選択についてもまだまだ工夫の余地がいくらでもあるのだ．繰り返しに

なるが，特定の被説明変数だけを補正したいのであれば，それと強い関連を持ち，かつ Web

か留置かで平均が異なる変数を探索し，それらを共変量とすることで誤差減少率は向上す

ることだろう．傾向スコアの推定に使うべき変数が明らかとなれば，それを推定用の調査

にも，適用のための調査にも入れることによって，補正の有効性を高めることができるは

ずである． 

 傾向スコア法が，共変量選択言い換えればモデルに大きく依存する方法であることは，

多くの論者から指摘のあるところである（星野・前田 2006; 酒折・山口 2006）．そうであ

るからこそ，今回の分析では証明できなかった補正における有効性も，モデル設定次第で

は可能性が残されているのではないかと十分に考えられる．また代替的方法として，共変

量間の交互作用を考慮したより複雑なモデルをも容易に扱える潜在クラスモデルによる補

正も，酒折・山口（2006）によって提唱されている．適切なモデルの発見は容易ではない

とはいえ，将来の実験的調査の蓄積によってその実現に向けて進むであろうと信じたい．

方法自体も現在進化をし続けているのだからこそ，推定式の検証と修正を繰り返し，実用

に足るものへと達する日を期している． 
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終章  インターネット調査の限界と有効性 

 

 ここでは各章の分析から明らかになった事項をまとめるとともに，インターネット調査

の限界と可能性について論点を整理することにしたい． 

  

1．第 1 部の分析から明らかにされた事項 

第 1 部第 1 章の萩原論文は，本研究会で第 1 期（2007 年度）に実施した調査設計の方法

を整理するとともに，比較調査として実施した 5つの調査結果を比較分析している． 

第 1 期では，統計的に代表性が高いとされる無作為抽出法によって選定した対象者に対

する郵送ランダム調査（１件），「異なる方法」で構築された登録モニターを対象として実

施した，郵送調査（郵送モニター調査１件）およびインターネット調査（WEB モニター調査

３件）のそれぞれの結果の相互比較，さらにそれらの結果を他の既存の無作為抽出による

訪問面接法の調査結果と比較することで，登録モニターを対象とした調査および調査方法

の違い（郵送，ネット，訪問）による特徴の両者の把握を試みた．「異なる」登録モニター

と述べたが，それらは調査専用のモニター（郵送モニター調査とＷＥＢモニター調査の２

件）と懸賞メーリングリストのひとつのサービスとして調査を行うモニター（ＷＥＢモニ

ター調査）で，後者のモニターの登録者はモニターという意識は薄く，調査への回答率も

低いことが知られている． 

比較対象とした他の既存調査は，住民基本台帳から無作為抽出し訪問面接法によって調

査した総務省の「就業構造基本調査」(2007 年）と，エリアサンプリングで訪問留置法によ

り調査したリクルート ワークス研究所の「ワーキングパーソン調査」（2006 年）などであ

る． 

比較研究のために実施した５つの調査結果を比較すると，3つのＷＥＢモニター調査の回

答は，運営会社，モニターの構築方法（調査専用モニター，懸賞メーリングリストによる

モニター），調査の回収方法（回収後に無作為抽出，先着順受付）などが異なるものの，回

答傾向に大きな違いがないことが明らかになった．他方，郵送モニター調査の回答は，郵

送ランダム調査とＷＥＢモニター調査の間に位置する傾向が見られた． 

具体的に調査毎の相違を見ると，個人属性では，郵送調査（郵送ランダム調査，郵送Ｗ

ＥＢ調査）と比べてＷＥＢモニター調査は，①学歴が高い，②未婚率が高い，③自営業（雇

人なし）が多い，④専門・技術的職業が多い（女性は事務職も多い），⑤労働時間は男性が

短く女性が長い，⑥給与は男性が低めで女性が高い，⑦転職経験率が高く転職回数も多い．

意識設問では，郵送ランダム調査に比べてＷＥＢモニター調査の回答は「批判的」な傾向

の回答が多く，郵送モニター調査の回答は両者の間に位置した． 

 

第 1 部第２章の本多論文は，「就業構造基本調査」（2007 年）と郵送ランダム調査および
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モニター調査（郵送モニター１件，ＷＥＢモニター３件）を取り上げて，回答者の属性（性，

年齢，学歴，就業状態，雇用形態）を比較することで，郵送ランダム調査，郵送モニター

調査，ＷＥＢモニター調査といった調査方法による回答者の属性の違いを明らかにしてい

る．その結果は，以下のようになる． 

「就業構造基本調査」（就調）と比較して，モニター調査は，性別や年齢構成には大きな

違いはない．ただし郵送ランダム調査は，性別では男性の比率が低く，年齢構成では 20 代

や 30 代が少なく 50 代が多くなる．学歴構成では，「就調」に比べてモニター調査は，「大

学･大学院卒」の比率が大幅に高く，性別，年代別に比較しても同様の傾向となる．郵送ラ

ンダム調査も「大学･大学院卒」が多くなるが，モニター調査に比べるとその傾向は弱い．

就業形態は，「就調」とモニター調査および郵送ランダム調査の間に大きな違いはない．た

だし，郵送ランダム調査および郵送モニター調査は，「就調」に比べて「家事が主，仕事が

従」がやや多くなる．就業者を取り出して就労形態別の構成を見ると，モニター調査およ

び郵送ランダム調査と「就調」の間に大きな差は見られない．さらに，雇用者について雇

用形態別の構成比を比較すると，男性ではあまり差はないものの，女性では「就調」に比

べてモニター調査と郵送ランダム調査で正社員の比率が低く非正規社員の比率が高くなる．

また，ＷＥＢモニター調査では，全体的に，20 代，30 代で「就調」よりも正社員比率が低

く，50 代以上でパートや契約社員が多くなる． 

以上によれば，ＷＥＢモニター調査は，「就調」と比較して，性別，年齢構成，就業形態

に大きな違いがないものの，学歴構成には大きな相違があり，「大学･大学院卒」の高学歴

層が多くなる． 

 

第 1 部第 3 章の三輪論文は，同一の目標母集団に対して異なる調査方法で調査を実施し

た場合に生じる調査方法の相違による回答の違いを分析している．比較の対象として取り

上げたのは，４つのモニター調査（ＷＥＢ調査 3 件と郵送調査 1 件）と郵送ランダム調査

の５つの調査であるが，分析対象は雇用者のみに限定している．また，分析では，リクル

ート ワークス研究所が実施した訪問留置調査によるワーキングパーソン調査 2006（WPS 調

査と略）を比較対象調査として，同調査における東京都在住の雇用者を比較に取り上げた． 

分析結果によると，第1に，属性や意識についての15の質問項目を用いて多次元尺度法に

よって調査方法間の距離を測定すると，調査方法によって回答分布が異なることが明らか

にされた．第2に，意識設問の回答傾向の違いは，訪問留置調査（WPS調査），郵送ランダム，

郵送モニター調査，ＷＥＢモニター調査の間のすべてに存在することが確認された．これ

らの調査方法の中では，訪問留置調査とWEBモニター調査の間で回答の傾向が最も大きく異

なっていた．たとえば，仕事の満足度や仕事の理由などの意識項目は，訪問留置調査に比

べ，郵送調査（ランダム，モニター）やWEBモニター調査では，一貫した傾向として否定的

な回答傾向が高くなった．第3に，属性の分布の違いは，訪問留置調査とそれ以外とのあい
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だで大きく異なり，とりわけモニター調査で学歴が高めとなる．訪問留置調査に比べて，

モニター調査では協力意向のある人が回答しがちであり，その傾向は高学歴者で顕著であ

ることがうかがわれる． 

 

第1部第4章の前田論文は，５つの調査（郵送ランダム調査，郵送モニター調査，ＷＥＢ

モニター調査）の結果と,東京都選挙管理委員会の年代別投票行動調査（「選管調査」）お

よび同委員会の参議院議員選挙世論調査（「世論調査」）から得られる投票率や意識を比

較することで，モニター調査の回答の特徴を明らかにしている．「選管調査」は，選挙管

理上の業務記録から作成されたもので，測定方法による誤差は「ない」と考えることがで

き，また「都世論調査」は，選挙人名簿を台帳とした層化無作為抽出による訪問面接調査，

つまり従来型調査方法によりかつ回収率が比較的高いものである． 

比較対象とした上記の２つの調査の特徴を踏まえ，「選管調査」の投票率を「都世論調

査」と５つの調査の投票率を比較すると，５つの調査だけでなく「都世論調査」も含めて

すべての調査の投票率は，「選管調査」の水準よりも高く，その幅は14.6%ポイントから

19.6％ポイントとなった．つまり，５つの調査及び「都世論調査」の結果に基づくと投票率

を過剰推計することになることがわかる．「選管調査」の投票率と比較して，５つの調査の

うち郵送ランダム調査と郵送モニター調査の投票率はそれぞれ19％ポイント前後高く，ま

たWEBモニター調査では14.6％ポイントから18.3％ポイントと高く，かつその幅がばらつ

いている． 

この結果は，「都世論調査」のように選挙人名簿を台帳とした層化無作為抽出による訪問

面接調査つまり従来型調査も，モニターを対象としかた郵送調査も，さらにWEB調査も，

選挙で棄権した人を調査対象として補足することができていない点では共通していること

を示している．WEB調査は，従来型調査である訪問調査（面接あるいは留置）では補足し

にくい若年層などを補足するのに有益と考えられているが，今回の分析によれば，少なく

とも政治的行動が不活発あるいは政治に対する関心が乏しいと層を補足するのには有益と

は言えないことがわかる． 

 さらに，本研究で実施した５つの調査について，政治的態度や階層帰属意識を相互に比

較した結果によると，性別，年齢，学歴をコントロールしても５つの調査の回答には有意

な差が残り，かつ設問毎に５つの調査間の異同に一貫性がないことが明らかにされた． 

以上の結果から著者は，「現段階では伝統的な確率標本抽出法に基づいた調査をインタ

ーネット・モニターの調査で完全に代替してしまうというのは軽率と判断せざるを得ない．

もし，訪問面接調査の回収率の低下が問題ならば，郵送調査へ切り替えて十分な回収率改

善の努力をする方が賢明である」と結論している． 

 

第 1 部第 5 章の三輪論文は，回答方法（郵送調査と WEB 調査）の違いが回答結果に及ぼ
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す効果及び調査対象の選定方法（ランダム抽出と登録モニタ－）の違いが回答結果に及ぼ

す効果，さらに郵送調査における督促の効果を明らかにするものである． 

第 1 に，回答方法の違いが回答結果に及ぼす効果を測定するために，社会科学研究所が

実施している社研高卒パネル調査つまり同一個人を継続的に調査しているパネルデータを

再分析した．社研高卒パネル調査の 2006 年度調査と 2008 年度調査は，郵送調査と WEB 調

査の両者を併用しており，かつ 2006 年度と 2008 年度で異なる調査方法を選択した者が含

まれている．そのため同一回答者に関して両者を比較することで調査方法の違いが調査結

果に及ぼす効果を測定することが可能となる．パネルデータ技法に基づく分析によると，

回答方法の違いが回答結果に相違をもたらすとは言えなかった． 

第 2 に，比較研究のために実施した５つの調査のうち「郵送ランダム調査」と「郵送モ

ニター調査」を比較することで，対象者の選定方法が回答結果に及ぼす効果を測定した．

分析結果によると，登録モニターとランダムに抽出された回答者とでは，調査に対する協

力性向が異なることが知られているが，郵送法という調査方法内での検証であるが，対象

者の選定方法の違いが回答結果を大きく左右するとはいえないことが明らかにされた． 

 第 3 に，郵送調査における督促が，回答分布を補正する効果がどの程度あるかを検討す

るために，著者が実施した「仙台教育意識調査」を分析した．この調査は，督促を 3 回実

施しており，督促の回答への影響を把握できるデータとなっている．具体的には，計画標

本において情報が得られている性別，年代，居住地域の 3 変数の分布を，督促の前と後で

比較した．その結果によると，一般的には督促を行えば回収率が上がり，母集団の特性に

近づくと想定されるが，回収率が 3 割ないし 4 割前後の水準の場合では，督促することで

回収率を 1 割ほど上げても，回答分布の補正にはほとんど寄与できないことが明らかにさ

れた． 

 

2. 第 2 部の分析から明らかにされた事項 

 第 2 部第 6 章の萩原論文は，本研究会の第２期(2008 年度)に実施した調査設計の実施方

法などを整理するとともに，首都圏の居住者を対象に実施した大規模調査である訪問留置

調査（エリアサンプリング）とＷＥＢモニター調査の回答を，個人属性に関して代表性の

高いデータ（「就業構造基本調査」）と比較することで，両調査の回答がどのように偏って

いるのかを検証している．その結果によると，配偶者の有無，同居家族，住居形態，学歴

などの個人属性に顕著な差があり，訪問留置調査とＷＥＢモニター調査の両者の回答者は，

代表性の高いデータとの比較によると，訪問留置調査（高卒が多い，専門的技術職が多い

など）とＷＥＢモニター調査（大卒が多い，サービス職が多いなど）では，それぞれの偏

りの内容が異なるが，いずれも「目標母集団からずれている」という傾向が指摘できた．

つまり，ＷＥＢモニター調査だけでなく，従来型調査手法に準じた訪問留置調査において

も回答者に偏りのあることが確認された． 
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 また，この偏りを，調査設計の段階で割付し，調整することが難しいことも明らかにさ

れた．それは，今回分析に取り上げた２つの調査は，性別・年齢 5 歳階級別に就業形態（正

社員とそれ以外グループ）の割付を行って対象者を選定していることによる．それだけで

なく，ＷＥＢモニター調査では，割付段階において若年層のモニターの数が不足しており，

この点も偏りの要因となっている．また，訪問留置調査では，調査実施時においてアクセ

スの難しい層の存在が回答者の偏りの要因となっている． 
 

第 2 部 7 章の本多論文は，異なる調査方法（訪問調査・郵送調査・ＷＥＢ調査等）と調

査への協力意向の関係を分析している．分析では，2007 年度に実施した 5 つの調査（郵送

ランダム調査，郵送モニター調査，ＷＥＢモニター調査３種の計５種類）（以下「2007 年調

査」）と 2008 年度に首都圏で実施したエリアサンプリングによる訪問留置調査及びＷＥＢ

調査の計２種類）（以下「2008 年調査」）を取り上げた．2007 年度調査と 2008 年度調査の

両者とも，訪問面接，訪問留置，郵送，電話，ＷＥＢ調査の５つの調査方法への協力意向

に関する設問が含まれており，この設問への回答を分析することで，異なる調査方法への

協力意向がどのような要因によって規定されているかを明らかにしている． 

分析によると，異なる調査方法への回答者は，それぞれの調査方法を選好している者が

多いことが明らかにされた．すなわち訪問留置調査の回答者には訪問留置調査を選好して

いる者が多く，郵送調査の回答者には郵送調査を選好している者が多く，さらにＷＥＢ調

査の回答者にはＷＥＢ調査を選好している人が多い．ただし、今回の調査では調査対象者

から最も好まれない調査方法である「訪問面接調査」は，実際の調査では通常，５～６割

程度の回収率を実現しており，調査への協力意向と実際の調査への協力は必ずしも一致し

ないことに留意が必要である． 

また，調査方法への選好は，年齢，学歴，就業状態，他人への信頼度，社会階層など回

答者の属性や意識と関係があることが明らかにされた．各調査方法に関する選好としてお

おむね共通しているのは，高学歴層や有配偶層で協力意向が高いことで，その他の属性の

影響は調査方法によって異なるものとなった．  

さらに，調査方法にかかわらず「いずれの調査にも協力したくない」としたいわゆる調

査拒否層は，学歴が低い層，他人への信頼度が低い層，ネット利用経験が少ない層，年齢

がやや高め層で多くなる．ただし，「いずれにも協力したくない」とした層も，今回の調査

には回答していることから，協力したくないと思いつつ実際には調査に協力する者がある

ことに注目する必要がある．ただし，こうした調査拒否層は，他の層に比べて調査を依頼

されたときに協力しない確率が高いと言える． 
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第 2 部第 8 章の三輪論文は，ＷＥＢ調査による回答の偏りの補正する可能性を検討する

ものである．ＷＥＢ調査が増大しているが，他方でＷＥＢ調査が，従来の訪問面接法や訪

問留置法による統計的調査を代替できるかというと，ＷＥＢ調査の現状を考えると難しい

と言えよう．それは，従来型の面接訪問調査等とＷＥＢ調査には回答傾向に大きな違いが

あることが知られていることによる．他方，ＷＥＢ調査は安価で，かつ短期間にデータが

収集できる利点がある．こうしたことからＷＥＢ調査による調査結果の偏りを，従来型調

査法による調査結果へと近づけるための補正方法の確立への関心が高まっている．本章で

は，2008 年度に実施されたリクルート ワークス研究所のワーキングパーソン調査の訪問留

置調査のデータおよびＷＥＢ調査を利用して，補正法がどの程度有効であるか検証してい

る．補正の方法として傾向スコア法が採用された．傾向スコアとは，補正したい従属変数

とそれに関係する独立変数の両者に関連のある複数の共変量を 1つにまとめた値のことで，

傾向スコア法は，それをもとに層別化したりウェイト付けしたりすることでデータを調整

する方法である．ＷＥＢ調査の具体的な補正方法では，従来型調査かＷＥＢ調査かを見極

めるための傾向スコアをまず求め，それをもとにＷＥＢ調査の回答者層が仮に従来型調査

に回答したとするとどのような回答になりうるかを，補正した上での推定値を算出した． 

回答者の属性と意識の両者を含めた被説明変数を対象としてＷＥＢ調査の結果を補正し，

訪問留置調査を比較したところ，補正方法にもよるが，訪問留置調査との乖離で測定した

誤差が 50%弱から 30%弱ほど減少する結果となった．この結果は，補正がある程度有効であ

ることを示すものである．しかし，2008 年度調査から得られた傾向スコアを 2007 年度調査

のＷＥＢ調査（3 件）に適用して補正し，それを 2006 年度調査の留置調査と比較すると，

誤差減少率（改善率）は 12～28%でしかなかった．また，３つの異なるＷＥＢ調査で補正の

有効性の程度つまり誤差減少率が異なる結果となった．傾向スコアを算出するためには，

ＷＥＢ調査だけでなく，補正のベースとなる調査（たとえば，従来型調査の留置調査）が

必要となるが，毎回両者の調査を実施するのでは補正の意味がなく，ある時点で作成した

傾向スコアを継続的に新しい調査にも適用できることが望ましいが，今回の結果は，その

有効性を否定するものであった． 

 

 

3. インターネット調査の限界と有効性 

インターネット調査の限界と可能性に関して，主要な論点を整理しておこう． 

 

① 住民台帳や選挙人名簿から層化無作為抽出で調査対象を選定し，訪問面接や訪問留置

で調査を実施する従来型調査（伝統的調査）の回収率の低下や，住民台帳や選挙人名

簿の利用が制約されてきていることなどから，従来型調査の代替策として，登録モニ

ターを利用したＷＥＢモニター調査（インターネット調査）の利用が拡大しつつある．
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また，ＷＥＢモニター調査は，従来型調査に比較して，短期間に調査の実査やデータ

の集計ができかつ調査費用も低廉であることからＷＥＢ調査への関心が高まり，ＷＥ

Ｂ調査の利用が拡大している． 

② しかし，本研究によれば，従来型調査をＷＥＢモニター調査で代替することには，留

意が必要なことが明らかにされた．ここでの従来型調査とは，明らかにしたい集団の

特性を，当該集団（母集団）から統計的ルールに従って抽出した調査対象に対して調

査を実施し，そのデータに基づいて母集団の特性を推定するものである．本研究によ

れば，ＷＥＢモニター調査は，従来型調査と比較すると，基本属性や意識の傾向に違

いがあることが確認された．たとえば，ＷＥＢモニター調査の回答者の基本属性では

高学歴層が多いことや未婚比率が高いこと，意識面では「批判的な」傾向が強いなど

の特徴がある（第 1部第 3章，第 2部第 6章）．また，比較研究のために実施した５

つの調査に関して，政治的態度や階層帰属意識を比較すると，性別，年齢，学歴をコ

ントロールしてもそれぞれの調査の回答に有意な差が残り，かつ設問毎に調査間の異

同に一貫性がない（第 1部第 4章）．さらに，ＷＥＢモニター調査における基本属性

に見られる偏りは，性別，年齢構成，就業形態を事前に割り当てて登録モニターから

調査対象を抽出しても解消されないことも確認された（第 2部第 6章）． 

③ ＷＥＢモニター調査の利点として，訪問面接調査など従来型調査では補足することが

難しくなってきている層，たとえば若年層などを補足できることが指摘されている．

しかし，政治行動に関する調査での比較であるが，政治に対して関心が薄い層は，Ｗ

ＥＢ調査においても補足しにくいことが確認された（第 1部第 4章）．また，モニタ

ーを利用したＷＥＢ調査の課題として，他の年齢階層に比べて若年層のモニター数が

相対的に少ないため，大規模調査を実施する際に，年齢構成を考慮して調査対象を割

り付けする場合では，必要対象数を確保することが難しいことが指摘できる（第 2部

第 6章）． 

④ 住民台帳から調査対象者を無作為抽出して訪問面接法で調査が実施されかつ回収率

の高い大規模調査である「就業構造基本調査」（従来型調査）と比較すると，従来型

調査であっても，エリアサンプリングで調査対象を選定した訪問留置調査の場合では，

回答者の基本属性に偏りがあることが確認された．たとえば，訪問留置調査では戸建

てが多く単身者が少ないなどである（第 2部第 6章）．他方，選挙人名簿から対象者

を無作為抽出した訪問面接調査であっても回収率が高くない場合では，調査に協力し

ない層が，回答に大きなゆがみを及ぼすことも確認された（第 1部第 4章）． 

⑤ 調査対象者の調査への協力意向は，調査方法に対して中立的でなく，異なる調査方法

に対して異なる選好を持っていることが明らかにされた（第 2部第 7章）．調査対象

者は，自分が選好する調査方法に対して協力し，選好しない調査方法に対しては拒否

する可能性が高いのである．また，全体としてみると，訪問調査（面接，留置）は，
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他の調査方法に比べて，選好する者が少ない調査であることも明らかにされた．また，

訪問調査を選好する者は，「他人への信頼度」が高いことが明らかにされており，こ

うした点を考慮すると，訪問調査であっても回答率が低い場合には，特定の選好を持

った者（「他人への信頼度」が高い人など）が調査に協力している可能性が高く，そ

のことが意識面の回答に偏りをもたらしている可能性が指摘できる． 

⑥ 訪問調査への協力度が低いことやオートロック・マンションなど訪問調査では対象者

へのアクセスが難しい環境変化などから郵送調査を見直す動きもある．しかし，郵送

ランダム調査でも回収率が低い場合は，モニター調査（ＷＥＢ，郵送）に近い回答傾

向があることが明らかにされた．郵送ランダム調査は，回収率が低い場合であったこ

とを考慮する必要があるが，仕事の満足度や仕事の理由などを見ると，モニター調査

（郵送，ＷＥＢ）と同じく，否定的な回答傾向が見られた．つまり，郵送ランダム調

査を実施する場合には，回収率を高める工夫が不可欠となる．他方，督促などで回収

率を高める努力をしても 3割から 4割の回収率では，督促によって 1割程度回収率を

引き上げても，回答分布の補正に貢献しないことが明らかにされた（第 1部第 5章）． 

⑦ ＷＥＢモニター調査の限界を指摘したが，これは，ＷＥＢ調査で，住民台帳や選挙人

名簿から層化無作為抽出で調査対象を選定し，訪問面接調査や訪問留置調査で調査を

実施する従来型調査（伝統的調査）を代替する場合を想定したものである．他方，Ｗ

ＥＢモニター調査には，調査期間が短く，調査費用が相対的に低廉である利点のみな

らず，ＷＥＢモニター調査には有効な調査領域が存在する．それは調査母集団を確定

できない対象に関して調査を実施する場合や，無作為抽出で調査対象を選定した場合

では調査対象を十分に確保できい場合などではＷＥＢモニター調査の有効性が高い．

ＷＥＢモニター調査では，特定の属性や意識を持った層を抽出するための予備調査を

容易に実施できるため，分析したい属性を持った対象者を事前に特定した後の本調査

を実施出来ることによる． 

⑧ ＷＥＢモニター調査間の比較では，運営会社，モニターの構築方法（調査専用モニタ

ー，懸賞メーリングリストによるモニター），調査の回収方法（回収後に無作為抽出，

先着順受付）などが異なっても，回答傾向に大きな違いがないことが明らかになった．

他方，郵送モニター調査の回答は，郵送ランダム調査とＷＥＢモニター調査の間に位

置する傾向が見られた．（第 1部第 1章） 

⑨ ＷＥＢ調査の回答を補正する方法が開発されており，その一つが傾向スコア法である．

傾向スコアを算出するためには，ＷＥＢ調査と同時に補正のベースとなる調査（たと

えば，従来型調査の訪問留置調査など）が必要となるが，毎回両者の調査を実施する

のでは補正の意味がなく，ある時点で作成した傾向スコアを新しい調査にも適用でき

ることが望ましい．しかし，今回の分析結果は，ある年度の調査でから算出した傾向

スコアを他の年度の調査に適用したところの，補正効果が小さくなり，補正の有効性
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を否定するものとなった．ただし，今回，傾向スコアを算出するために利用した調査

は，傾向スコアの算出を想定して設計したものではない．今後は，傾向スコアの算出

を想定した調査によって，傾向スコア法による補正の有効性の再検討が必要となる． 
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付属資料Ⅰ モニターの特徴 
 
Ⅰ－1 モニターの概要（各調査会社より情報収集） 

②郵送モニター
（2007/10/1時点）

③ＷＥＢモニターA
(2007/10/1時点）

④WEBモニターB
（2007/11/1時点）

⑤WEB懸賞メーリングリスト
（2007/10/4時点）

全モニター数 238,967人(約10万世帯) 681,991人 582,116人 2,010,359人

属性情報
（職種・雇用形態別%）

●会社員 20.1%
●公務員 2.9%
●管理職・経営 6.5%
●商工自営業 3.1%
●農林漁業 0.3%
●自由業 0.6%
●自営手伝い 1.3%
●パート・アルバイト 12.9%
●内職 0.4%
●主婦専業 16.9%
●大学・大学院生 4.6%
●短大・専門学校生 0.9%
●小・中・高生 18.3%
●未就学児 3.0%
●無職 3.4%
●その他の職業 1.6%
●不明 3.0%

●会社員（管理職以外の正社員） 28.6%
●会社員（管理職） 5.3%
●会社役員・経営者 2.8%
●派遣・契約社員 6.4%
●公務員・非営利団体職員 4.5%
●教職員講師 1.5%
●開業医、勤務医 0.4%
●看護師 0.8%
●薬剤師 0.3%
●その他医療関係者 1.2%
●弁護士、行政書士 0.1%
●会計士、税理士 0.1%
●農林漁業 0.3%
●自営業（農林漁業を除く） 6.0%
●ＳＯＨＯ 1.1%
●パート・アルバイト・フリーター 11.1

●公務員3.5%
●経営者・役員1.6%
●会社員40.0%
　（事務系15.7%、技術系13.7%、その他10.5%）
●自営業5.2%
●自由業1.7%
●専業主婦18.2%
●パート・アルバイト11.6%
●学生11.7%
●その他6.6%

●公務員4.4%
●自営業（農林水産含）8.2%
●自由業（フリーランス）1.5%
●会社員（経営・役員）4.8%
●会社員（管理職）5.8%
●会社員（一般）11.0%
●会社員（派遣・契約・嘱託）1.6%
●学生11.2%
●専業主婦9.6%
●アルバイト・パート2.7%
●無職1.8%
●その他15.5%

属性情報
（居住地別%）

●北海道 4.3%
●東北 4.3%
●関東 3.5%
●京浜 40.6%
●北陸 5.0%
●東海 8.8%
●京阪神 20.6%
●中国 4.1%
●四国 2.7%
●九州 6.1%

●北海道 4.4%
●東北 5.2%
●関東 4.7%
●京浜 37.7%
●北陸 4.2%
●東海 10.3%
●京阪神 18.0%
●中国 4.8%
●四国 2.3%
●九州 8.5%

●北海道4.5%
●東北5.2%
●関東43.2%
●中部14.8%
●近畿17.4%
●中国4.7%
●四国2.3%
●九州7.9%

●北海道東北エリア9.7%
●関東地方エリア39.9%
●甲信越エリア3.2%
●北陸エリア2.0%
●東海エリア10.3%
●近畿エリア17.2%
●中国エリア4.5%
●四国エリア2.2%
●九州沖縄エリア8.0%

属性情報
（年齢層別%）

●9才以下 6.9%
●10代 14.7%
●20代 13.3%
●30代 17.5%
●40代 20.8%
●50代 14.1%
●60代 12.8%

●10代 1.1%
●20代 22.6%
●30代 41.7%
●40代 23.4%
●50代 8.4%
●60代以上2.8%

●12才未満0.1%
●12～19才5.0%
●20才～24才11.7%
●25才～29才17.6%
●30才～34才21.3%
●35才～39才17.2%
●40才～49才18.4%
●50才～59才6.4%
●60才以上2.3%

●10代　5.3%
●20代　17.9%
●30代　30.6%
●40代　24.1%
●50代　13.5%
●60代　5.2%
●70代　2.1%

モニター募集方法

●弊社パネル調査（SCI,SLI）協力修了者
　（SCIはクォータサンプリング、SLIは住民基本
台帳より無作為抽出）
●単発調査協力者（もとの調査はランダムサン
プリングもしくはクォータサンプリング）
●既登録モニターなどからの紹介
●調査員紹介
●自主応募
●他社（人材派遣会社等）と提携募集
など

●登録者本人が、パソコンから必要な情報を入
力（登録無料）

●Yahoo!Japan・MSN・LYCOS・GOO・Exciteな
ど大手ポータルサイトにてモニタ募集の告知を
掲載。
●コミュニティ・音楽・スポーツ・ビジネス・検索
サイトなど色々なジャンルのサイト（5000サイト
以上）からアフィリエイトプログラムで募集。

●3か月に1回、懸賞金があたる会員として募
集。主にプロバイダー系のポータルサイトを中
心に広告を出稿。

モニター管理方法

●属性更新は1～2年に一回、登録票や属性更
新票は郵送での返送。
●不良モニターの除外あり
●同一世帯への調査回数コントロール

●モニターの登録時、謝礼を振り込む口座とし
て銀行口座を開設していただいています。
口座開設の際には、「本店だけがあり支店がな
い」以下の３つの金融機関に限定（支店がある
金融機関では支店の数だけ口座を開設出来て
しまうため）。
１．ジャパンネットバンク
２．イーバンク銀行
３．ぱ・る・る（郵便貯金）
これにより以下の２点を防止し、質の高いモニ
ターの実現を可能にしています。
なりすまし防止：口座開設時に本人確認書類が
必要なため、実在しない人間は口座を作れない
重複登録防止：３金融機関のみ

●モニタの登録情報は、年に1度(4～6月頃を
予定)、モニタ全員が必ず更新する仕組みを導
入しています。また、モニタの登録情報に変更
があった場合には、モニタ自身が自分のページ
から更新可能なシステムとなっており、随時更
新を呼びかけています。
●メールアドレスが有効でなくなった会員や、い
い加減な回答が見受けられたモニタのクリーニ
ングを毎月定期的に行い、クリーニング後の有
効モニタ数を公表しています。

●毎年誕生日に、登録情報更新の依頼メール
●懸賞応募時、サイトでの商品購入時に登録
情報の更新が必須
●3か月懸賞メールのwebサイトにログインがな
い会員に対して、ポイントの有効期限の告知
メールを送り、アクセスを促す。

モニター謝礼金支払い方
法

●基本的には図書カード500円から1000円先送
り（調査票と同封）

●登録してもらった金融機関の口座に現金振り
込み

●事前調査・本調査のいずれの場合にも、回
答者全員に対し、ポイントで回答謝礼を付与し
ています。
ポイントは一定以上集まると、銀行振込による
現金化や商品券等との交換の他、提携ポイント
プログラムへの移行が可能です。

●アンケート回答者に抽選でポイントによる支
払い

回収率目安
①スクリーニング調査
②スクリーニング後本調
査
③スクリーニングを経ない
本調査（あれば）

①55～65%
②90%前後
③80～85%

①35～45%
②65～75%
③45～65%（テーマによりかなりばらつきあり、
過去実績より推測して配信）

【調査開始から24時間後のデータ】
①41.1%
②84.9%
③42.6%

①5%前後
②55%～60%前後
③7%前後
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Ⅰ－2 モニター母集団（各調査会社より情報収集） 

②郵送モニター
（2007/11/20時点）

③ＷＥＢモニターA
(2007/11/5時点）

④WEBモニターB
（2007/11/21時点）

⑤WEBモニターC
（2007/10/4時点）

区部中央部_男性_20代 410 1762 3535 9,016
区部中央部_男性_30代 413 3391 3492 12,909
区部中央部_男性_40代 518 2358 1664 9,671
区部中央部_男性_50代 427 884 562 5,719
区部東部_北部_男性_20代 405 1530 2298 6,623
区部東部_北部_男性_30代 472 3277 2777 11,443
区部東部_北部_男性_40代 689 2447 1597 8,481
区部東部_北部_男性_50代 424 814 523 4,418
区部西部_南部_男性_20代 707 2665 4243 10,209
区部西部_南部_男性_30代 694 4946 4716 18,023
区部西部_南部_男性_40代 1011 3512 2399 13,656
区部西部_南部_男性_50代 746 1367 978 7,614
多摩東部_男性_20代 383 1247 1575 7,284
多摩東部_男性_30代 366 1936 1680 7,160
多摩東部_男性_40代 564 1529 997 5,321
多摩東部_男性_50代 388 527 412 3,766
多摩中央北部_男性_20代 45 308 405 946
多摩中央北部_男性_30代 78 695 472 1,884
多摩中央北部_男性_40代 98 498 285 1,675
多摩中央北部_男性_50代 43 183 122 1,003
多摩中央南部_男性_20代 266 1346 1626 4,130
多摩中央南部_男性_30代 268 2062 1683 6,220
多摩中央南部_男性_40代 391 1535 1049 5,594
多摩中央南部_男性_50代 258 612 410 3,373
多摩西部_男性_20代 7 106 148 551
多摩西部_男性_30代 17 225 161 658
多摩西部_男性_40代 17 187 98 545
多摩西部_男性_50代 5 48 40 399
区部中央部_女性_20代 767 2399 3555 5,791
区部中央部_女性_30代 807 4525 4477 9,709
区部中央部_女性_40代 836 2065 1539 4,623
区部中央部_女性_50代 575 703 494 1,931
区部東部_北部_女性_20代 692 2103 3029 4,351
区部東部_北部_女性_30代 872 4280 4296 7,440
区部東部_北部_女性_40代 963 1999 1602 3,932
区部東部_北部_女性_50代 557 497 406 1,248
区部西部_南部_女性_20代 1321 3917 5708 7,988
区部西部_南部_女性_30代 1383 6991 7112 13,889
区部西部_南部_女性_40代 1479 3402 2647 7,110
区部西部_南部_女性_50代 944 1033 767 2,621
多摩東部_女性_20代 715 1557 2214 4,032
多摩東部_女性_30代 691 2352 2487 4,416
多摩東部_女性_40代 928 1260 1034 2,354
多摩東部_女性_50代 540 351 323 973
多摩中央北部_女性_20代 74 368 602 788
多摩中央北部_女性_30代 132 732 747 1,158
多摩中央北部_女性_40代 136 383 309 642
多摩中央北部_女性_50代 46 113 80 265
多摩中央南部_女性_20代 474 1390 1986 2,881
多摩中央南部_女性_30代 487 2346 2411 3,967
多摩中央南部_女性_40代 564 1230 1053 2,263
多摩中央南部_女性_50代 362 379 315 877
多摩西部_女性_20代 16 111 189 277
多摩西部_女性_30代 27 222 197 408
多摩西部_女性_40代 24 104 81 208
多摩西部_女性_50代 6 26 15 85  

 
 
 
 
 
 
 
 



 146

付属資料Ⅱ 調査設計詳細 
 
Ⅱ－1 東京都（首都圏 50km 圏内）7 層化 

地域名 該当区市町村

　区部 区部中央部 　千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、豊島区、荒川区

区部東部・北部 　北区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区

区部西部・南部 　品川区、目黒区、大田区、世田谷区、中野区、杉並区、練馬区

　市郡部 多摩東部 　武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、小平市、東村山市、国分寺市、狛江市、清瀬市、東久留米市、西東京市

多摩中央北部 　立川市、昭島市、福生市、東大和市、武蔵村山市、羽村市、瑞穂市

多摩中央南部 　八王子市、府中市、町田市、日野市、国立市、多摩市、稲城市

多摩西部 　青梅市、あきる野市、日の出町  

 
Ⅱ－2 無作為抽出郵送調査（①）の 50 地点の割り当て 
　区部中央部 9
　区部東部・北部 10
　区部西部・南部 15
　多摩東部 6
　多摩中央北部 2
　多摩中央南部 7
　多摩西部 1  
 
Ⅱ－3 モニター調査 1000 サンプルの割付 

　区部中央部 男性 女性 　多摩中央北部 男性 女性
　20代 23 22 　20代 5 5
　30代 28 27 　30代 7 6
　40代 21 19 　40代 5 5
　50代 23 21 　50代 6 6

　区部東部・北部 男性 女性 　多摩中央南部 男性 女性
　20代 24 22 　20代 19 16
　30代 31 28 　30代 19 18
　40代 23 21 　40代 15 14
　50代 26 24 　50代 16 17

　区部西部・南部 男性 女性 　多摩西部 男性 女性
　20代 39 38 　20代 2 2
　30代 44 44 　30代 3 2
　40代 34 32 　40代 2 2
　50代 33 33 　50代 3 3

　多摩東部 男性 女性
　20代 17 15
　30代 18 17
　40代 14 13
　50代 14 14  
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Ⅱ－4 回収状況（エリア別詳細）  

割付 発送数
配信/割

付
回収数 回収率

宛先
不明
戻り
数

発送数
配信/割

付
回収数 回収率 配信数

配信/割
付

回収数 回収率 配信数
配信/割

付
回収数 回収率 配信数

配信/割
付

回収数 回収率

区部中央部_男性_20代 23 78 1.1 14 17.9% 4 31 1.3 20 64.5% 72 3.1 27 37.5% 53 2.3 37 69.8% 690 30.0 20 2.9%

区部中央部_男性_30代 28 91 1.3 26 28.6% 4 37 1.3 36 97.3% 71 2.5 36 50.7% 59 2.1 43 72.9% 840 30.0 52 6.2%

区部中央部_男性_40代 21 70 1.1 16 22.9% 2 28 1.3 22 78.6% 63 3.0 27 42.9% 42 2.0 32 76.2% 630 30.0 48 7.6%

区部中央部_男性_50代 23 74 1.5 15 20.3% 1 31 1.3 29 93.5% 49 2.1 27 55.1% 42 1.8 33 78.6% 690 30.0 39 5.7%

区部東部_北部_男性_20代 24 86 1.1 12 14.0% 4 32 1.3 24 75.0% 75 3.1 29 38.7% 53 2.2 39 73.6% 720 30.0 21 2.9%

区部東部_北部_男性_30代 31 104 1.3 15 14.4% 1 41 1.3 34 82.9% 78 2.5 38 48.7% 59 1.9 45 76.3% 930 30.0 60 6.5%

区部東部_北部_男性_40代 23 78 1.1 18 23.1% 1 31 1.3 29 93.5% 68 3.0 25 36.8% 42 1.8 33 78.6% 690 30.0 57 8.3%

区部東部_北部_男性_50代 26 84 1.5 22 26.2% 1 35 1.3 32 91.4% 55 2.1 28 50.9% 51 2.0 36 70.6% 780 30.0 37 4.7%

区部西部_南部_男性_20代 39 133 1.1 17 12.8% 2 52 1.3 41 78.8% 122 3.1 49 40.2% 76 1.9 56 73.7% 1170 30.0 42 3.6%

区部西部_南部_男性_30代 44 155 1.4 14 9.0% 1 59 1.3 48 81.4% 111 2.5 50 45.0% 87 2.0 66 75.9% 1320 30.0 73 5.5%

区部西部_南部_男性_40代 34 119 1.2 22 18.5% 1 45 1.3 40 88.9% 98 2.9 39 39.8% 65 1.9 50 76.9% 1020 30.0 80 7.8%

区部西部_南部_男性_50代 33 127 1.6 34 26.8% 44 1.3 39 88.6% 78 2.4 34 43.6% 70 2.1 52 74.3% 990 30.0 68 6.9%

多摩東部_男性_20代 17 55 1.1 9 16.4% 23 1.4 17 73.9% 52 3.1 22 42.3% 32 1.9 23 71.9% 510 30.0 8 1.6%

多摩東部_男性_30代 18 63 1.4 9 14.3% 1 24 1.3 21 87.5% 46 2.6 20 43.5% 43 2.4 27 62.8% 540 30.0 50 9.3%

多摩東部_男性_40代 14 47 0.8 13 27.7% 1 19 1.4 17 89.5% 57 4.1 24 42.1% 25 1.8 21 84.0% 420 30.0 36 8.6%

多摩東部_男性_50代 14 51 1.7 15 29.4% 19 1.4 17 89.5% 30 2.1 22 73.3% 30 2.1 22 73.3% 420 30.0 26 6.2%

多摩中央北部_男性_20代 5 18 1.1 1 5.6% 7 1.4 6 85.7% 16 3.2 5 31.3% 12 2.4 9 75.0% 150 30.0 7 4.7%

多摩中央北部_男性_30代 7 22 1.2 1 4.5% 9 1.3 8 88.9% 18 2.6 7 38.9% 13 1.9 10 76.9% 210 30.0 22 10.5%

多摩中央北部_男性_40代 5 16 1.3 3 18.8% 7 1.4 6 85.7% 12 2.4 5 41.7% 10 2.0 8 80.0% 150 30.0 13 8.7%

多摩中央北部_男性_50代 6 17 1.3 3 17.6% 8 1.3 7 87.5% 13 2.2 6 46.2% 12 2.0 8 66.7% 180 30.0 13 7.2%

多摩中央南部_男性_20代 19 62 1.1 6 9.7% 1 25 1.3 19 76.0% 59 3.1 21 35.6% 31 1.6 24 77.4% 570 30.0 30 5.3%

多摩中央南部_男性_30代 19 73 1.5 13 17.8% 25 1.3 23 92.0% 48 2.5 23 47.9% 37 1.9 27 73.0% 570 30.0 41 7.2%

多摩中央南部_男性_40代 15 56 1.6 17 30.4% 20 1.3 19 95.0% 34 2.3 17 50.0% 29 1.9 21 72.4% 450 30.0 34 7.6%

多摩中央南部_男性_50代 16 57 3.6 15 26.3% 2 21 1.3 18 85.7% 34 2.1 19 55.9% 30 1.9 22 73.3% 480 30.0 32 6.7%

多摩西部_男性_20代 2 9 4.5 0 0.0% 4 2.0 3 75.0% 15 7.5 4 26.7% 6 3.0 4 66.7% 60 30.0 1 1.7%

多摩西部_男性_30代 3 10 3.3 1 10.0% 4 1.3 3 75.0% 8 2.7 4 50.0% 4 1.3 4 100.0% 90 30.0 4 4.4%

多摩西部_男性_40代 2 8 4.0 2 25.0% 3 1.5 2 66.7% 5 2.5 5 100.0% 3 1.5 3 100.0% 60 30.0 3 5.0%

多摩西部_男性_50代 3 9 3.0 2 22.2% 4 1.3 2 50.0% 7 2.3 6 85.7% 3 1.0 3 100.0% 90 30.0 9 10.0%

区部中央部_女性_20代 22 72 3.3 15 20.8% 3 29 1.3 23 79.3% 64 2.9 24 37.5% 48 2.2 34 70.8% 660 30.0 29 4.4%

区部中央部_女性_30代 27 90 3.3 18 20.0% 1 36 1.3 26 72.2% 72 2.7 32 44.4% 57 2.1 40 70.2% 810 30.0 63 7.8%

区部中央部_女性_40代 19 61 3.2 9 14.8% 6 25 1.3 23 92.0% 43 2.3 22 51.2% 40 2.1 30 75.0% 570 30.0 50 8.8%

区部中央部_女性_50代 21 72 3.4 19 26.4% 1 28 1.3 23 82.1% 41 2.0 23 56.1% 42 2.0 31 73.8% 630 30.0 42 6.7%

区部東部_北部_女性_20代 22 82 3.7 20 24.4% 2 29 1.3 23 79.3% 64 2.9 30 46.9% 51 2.3 37 72.5% 660 30.0 30 4.5%

区部東部_北部_女性_30代 28 99 3.5 18 18.2% 37 1.3 30 81.1% 75 2.7 31 41.3% 59 2.1 42 71.2% 840 30.0 76 9.0%

区部東部_北部_女性_40代 21 75 3.6 13 17.3% 28 1.3 25 89.3% 56 2.7 22 39.3% 43 2.0 32 74.4% 630 30.0 69 11.0%

区部東部_北部_女性_50代 24 83 3.5 35 42.2% 32 1.3 27 84.4% 47 2.0 25 53.2% 42 1.8 33 78.6% 720 30.0 63 8.8%

区部西部_南部_女性_20代 38 126 3.3 31 24.6% 2 51 1.3 32 62.7% 110 2.9 44 40.0% 71 1.9 54 76.1% 1140 30.0 47 4.1%

区部西部_南部_女性_30代 44 147 3.3 26 17.7% 1 59 1.3 48 81.4% 117 2.7 52 44.4% 86 2.0 62 72.1% 1320 30.0 75 5.7%

区部西部_南部_女性_40代 32 110 3.4 31 28.2% 1 43 1.3 37 86.0% 88 2.8 34 38.6% 65 2.0 47 72.3% 960 30.0 84 8.8%

区部西部_南部_女性_50代 33 125 3.8 35 28.0% 44 1.3 39 88.6% 65 2.0 41 63.1% 70 2.1 49 70.0% 990 30.0 96 9.7%

多摩東部_女性_20代 15 48 3.2 8 16.7% 20 1.3 14 70.0% 43 2.9 23 53.5% 30 2.0 22 73.3% 450 30.0 22 4.9%

多摩東部_女性_30代 17 60 3.5 17 28.3% 1 23 1.4 20 87.0% 45 2.6 23 51.1% 35 2.1 26 74.3% 510 30.0 40 7.8%

多摩東部_女性_40代 13 44 3.4 13 29.5% 17 1.3 12 70.6% 30 2.3 15 50.0% 28 2.2 19 67.9% 390 30.0 49 12.6%

多摩東部_女性_50代 14 49 3.5 19 38.8% 19 1.4 18 94.7% 28 2.0 15 53.6% 28 2.0 20 71.4% 420 30.0 51 12.1%

多摩中央北部_女性_20代 5 17 3.4 3 17.6% 7 1.4 7 100.0% 15 3.0 8 53.3% 12 2.4 9 75.0% 150 30.0 12 8.0%

多摩中央北部_女性_30代 6 19 3.2 3 15.8% 8 1.3 6 75.0% 16 2.7 9 56.3% 15 2.5 10 66.7% 180 30.0 20 11.1%

多摩中央北部_女性_40代 5 15 3.0 3 20.0% 7 1.4 7 100.0% 27 5.4 8 29.6% 12 2.4 8 66.7% 150 30.0 16 10.7%

多摩中央北部_女性_50代 6 16 2.7 4 25.0% 8 1.3 7 87.5% 12 2.0 7 58.3% 10 1.7 8 80.0% 180 30.0 18 10.0%

多摩中央南部_女性_20代 16 60 3.8 13 21.7% 21 1.3 15 71.4% 54 3.4 17 31.5% 32 2.0 22 68.8% 480 30.0 22 4.6%

多摩中央南部_女性_30代 18 69 3.8 19 27.5% 24 1.3 21 87.5% 48 2.7 24 50.0% 35 1.9 26 74.3% 540 30.0 69 12.8%

多摩中央南部_女性_40代 14 51 3.6 16 31.4% 1 19 1.4 14 73.7% 32 2.3 16 50.0% 28 2.0 20 71.4% 420 30.0 45 10.7%

多摩中央南部_女性_50代 17 57 3.4 22 38.6% 1 23 1.4 19 82.6% 34 2.0 20 58.8% 28 1.6 20 71.4% 510 30.0 49 9.6%

多摩西部_女性_20代 2 8 4.0 1 12.5% 4 2.0 2 50.0% 6 3.0 3 50.0% 3 1.5 3 100.0% 60 30.0 4 6.7%

多摩西部_女性_30代 2 10 5.0 4 40.0% 4 2.0 3 75.0% 14 7.0 2 14.3% 6 3.0 4 66.7% 60 30.0 3 5.0%

多摩西部_女性_40代 2 6 3.0 2 33.3% 1 3 1.5 2 66.7% 5 2.5 4 80.0% 4 2.0 3 75.0% 60 30.0 12 20.0%

多摩西部_女性_50代 3 9 3.0 1 11.1% 4 1.3 3 75.0% 21 7.0 8 38.1% 6 2.0 3 50.0% 85 28.3 6 7.1%

全体 1000 3452 3.5 753 21.8% 48 1340 1.3 1108 82.7% 2666 2.7 1201 45.0% 2005 2.0 1472 73.4% 29995 30.0 2088 7.0%

①郵送ランダム（宛先不明戻り分を除く） ④WEBモニターＢ③WEBモニターA ⑤WEB懸賞メーリングリスト②郵送モニター

 

※太字斜体は割付数に対し未達成 
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付属資料Ⅲ 調査票 
Ⅲ‐1 郵送ランダム調査票 
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Ⅲ－2 インターネットモニターA 調査画面 
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Ⅲ－3 インターネットモニターB 調査画面 
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Ⅲ－4 インターネットモニターC 調査画面 
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表頭：＊エリア

ＴＯＴＡ
Ｌ

区部中
央部

区部東
部・北
部

区部西
部・南
部

多摩東
部

多摩中
央北部

多摩中
央南部

多摩西
部

（割付） 19.1 20.2 30.0 12.3 4.4 12.4 1.4
ＴＯＴＡＬ 4723 18.2 20.0 29.5 12.3 4.3 13.9 1.8
郵送ランダム 753 17.5 20.3 27.9 13.7 2.8 16.1 1.7
郵送モニター 986 18.3 20.2 29.5 12.2 4.6 13.5 1.8
ＷＥＢモニターＡ 1000 18.4 19.9 29.7 12.2 4.5 13.4 1.9
ＷＥＢモニターＢ 1000 18.4 19.9 29.7 12.2 4.5 13.4 1.9
ＷＥＢモニターＣ 984 18.4 19.9 30.2 11.5 4.6 13.6 1.8
表頭：Ｑ１　性別

ＴＯＴＡＬ男性 女性
（割付） 51.4 48.6
ＴＯＴＡＬ 4723 50.2 49.8
郵送ランダム 753 44.5 55.5
郵送モニター 986 51.7 48.3
ＷＥＢモニターＡ 1000 51.4 48.6
ＷＥＢモニターＢ 1000 51.4 48.6
ＷＥＢモニターＣ 984 50.7 49.3

表頭：＊年代
ＴＯＴＡＬ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 不明

（割付） 25.2 29.4 22.2 23.2
ＴＯＴＡＬ 4723 23.6 28.5 22.5 25.3 0.1
郵送ランダム 753 19.9 24.4 23.6 32.0 0.0
郵送モニター 986 24.1 29.5 22.2 24.1 0.0
ＷＥＢモニターＡ 1000 24.9 29.2 22.0 23.9 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 24.1 29.4 22.3 24.2 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 24.0 29.1 22.6 23.8 0.6

※以下、郵送ランダムと比較して、5ポイント以上高い場合は太字、5ポイント以上低い場合は斜字
表頭：Ｑ１　未既婚

ＴＯＴＡ
Ｌ

未婚
配偶者
あり

死別・
離別

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 38.2 57.2 4.1 0.5
郵送ランダム 753 33.6 60.7 4.6 1.1
郵送モニター 986 35.1 60.4 3.1 1.4
ＷＥＢモニターＡ 1000 39.4 56.1 4.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 40.3 58.8 0.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 41.5 51.0 7.5 0.0

表頭：Ｑ３　７月２９日選挙投票有無

ＴＯＴＡ
Ｌ

選挙
区、比
例代表
とも投
票した

選挙区
だけ投
票した

比例代
表だけ
投票し
た

どちら
も投票
しな
かった

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 67.5 0.9 0.3 29.5 1.8
郵送ランダム 753 68.5 0.7 0.1 26.4 4.2
郵送モニター 986 66.5 0.8 0.1 27.0 5.6
ＷＥＢモニターＡ 1000 66.7 0.5 0.5 32.3 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 69.7 1.2 0.3 28.8 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 66.4 1.2 0.3 32.1 0.0

表頭：Ｑ３ＳＱ１　投票日【ベース：投票した方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

当日投
票した

期日前
投票・
不在者
投票を
した

無回答

ＴＯＴＡＬ 3244 78.9 21.1 0.0
郵送ランダム 522 76.1 23.8 0.2
郵送モニター 665 78.9 21.1 0.0
ＷＥＢモニターＡ 677 77.0 23.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 712 80.1 19.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 668 81.9 18.1 0.0

表頭：Ｑ３ＳＱ２　投票の際、もっとも重視した問題【ベース：投票した方】
表側：＊属性

ＴＯＴＡ
Ｌ

格差問
題

教育問
題

憲法問
題

公務員
制度改
革

政治と
カネの
問題

地域の
課題

年金問
題

外交問
題

その他
わから
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 3244 12.1 5.6 6.2 2.9 20.2 1.8 29.2 3.3 12.6 5.3 0.9
郵送ランダム 522 11.3 5.0 8.2 2.7 14.9 1.9 29.5 2.7 16.7 4.6 2.5
郵送モニター 665 9.5 7.4 6.2 2.4 19.7 2.0 29.5 2.4 15.6 3.2 2.3
ＷＥＢモニターＡ 677 11.2 5.3 5.8 3.8 19.1 1.2 27.6 3.5 17.3 5.2 0.0
ＷＥＢモニターＢ 712 14.5 5.3 5.5 2.4 22.8 2.1 28.4 3.9 8.3 6.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 668 13.6 4.9 5.8 3.0 23.2 1.8 31.0 3.9 6.1 6.6 0.0

表頭：Ｑ３ＳＱ３　投票した政党【ベース：選挙区選挙に投票した方】
表側：＊属性

ＴＯＴＡＬ自民党 民主党 公明党
日本共
産党

社会民
主党

その他
わから
ない

答えた
くない

無回答

ＴＯＴＡＬ 3231 16.2 44.0 6.3 5.6 2.1 6.3 1.4 14.5 3.6
郵送ランダム 521 17.9 39.7 8.3 6.3 2.1 8.1 1.5 7.3 8.8
郵送モニター 664 15.7 39.6 6.3 5.3 2.6 6.3 1.1 12.7 10.5
ＷＥＢモニターＡ 672 14.9 46.7 5.4 6.8 1.0 7.7 1.0 16.4 0.0
ＷＥＢモニターＢ 709 17.9 49.1 5.4 4.1 2.7 5.4 1.1 14.4 0.0
ＷＥＢモニターＣ 665 14.9 43.8 6.9 5.6 2.3 4.4 2.1 20.2 0.0

 

付属資料Ⅳ GT 表 
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表頭：Ｑ４　年金制度信頼度

ＴＯＴＡ
Ｌ

信頼し
ている
（４）

どちら
かとい
えば信
頼して
いる
（３）

どちら
かとい
えば信
頼して
いない
（２）

信頼し
ていな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 4723 1.6 20.9 38.9 38.4 0.2 1.9 0.8
郵送ランダム 753 2.4 28.6 40.1 28.6 0.4 2.1 0.8
郵送モニター 986 1.7 23.2 39.9 34.7 0.5 1.9 0.8
ＷＥＢモニターＡ 1000 1.3 18.8 35.8 44.1 0.0 1.8 0.8
ＷＥＢモニターＢ 1000 2.0 17.6 41.6 38.8 0.0 1.8 0.8
ＷＥＢモニターＣ 984 0.8 18.3 37.6 43.3 0.0 1.8 0.8

表頭：Ｑ５　課せられている所得税高低感

ＴＯＴＡ
Ｌ

低い
やや低
い

適切
やや高
い

高い
わから
ない

課せら
れてい
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 0.8 0.8 11.9 22.6 47.5 7.0 9.4 0.1
郵送ランダム 753 0.5 0.7 14.6 23.1 41.0 6.8 13.0 0.3
郵送モニター 986 0.6 0.8 10.4 25.5 46.5 6.0 9.9 0.3
ＷＥＢモニターＡ 1000 1.0 1.1 11.7 19.3 50.8 7.6 8.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 0.8 0.6 10.6 24.4 49.2 5.5 8.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 0.8 0.6 12.6 21.0 48.3 9.0 7.6 0.0

表頭：Ｑ６　世帯格差を縮める対策賛否度

ＴＯＴＡ
Ｌ

賛成
（５）

どちら
かとい
えば賛
成（４）

どちら
ともい
えない
（３）

どちら
かとい
えば反
対（２）

反対
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 4723 27.4 30.5 29.9 7.7 4.5 0.0 3.7 1.1
郵送ランダム 753 31.6 31.2 26.7 6.9 3.6 0.0 3.8 1.1
郵送モニター 986 25.7 30.4 31.4 9.4 3.0 0.0 3.7 1.1
ＷＥＢモニターＡ 1000 28.3 28.9 30.0 8.1 4.7 0.0 3.7 1.1
ＷＥＢモニターＢ 1000 24.0 32.7 32.1 5.8 5.4 0.0 3.6 1.1
ＷＥＢモニターＣ 984 28.7 29.6 28.4 7.9 5.5 0.0 3.7 1.1

表頭：Ｑ７　支持政党
ＴＯＴＡ
Ｌ

自民党 民主党 公明党
日本共
産党

社会民
主党

国民新
党

新党日
本

その他
支持政
党なし

わから
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 18.8 17.4 3.7 3.3 1.5 0.3 0.6 0.7 49.4 4.3 0.1
郵送ランダム 753 22.7 15.5 6.1 3.6 1.1 0.4 0.3 0.7 45.0 4.2 0.4
郵送モニター 986 21.0 16.9 4.1 3.5 2.1 0.3 0.5 0.7 45.5 5.0 0.3
ＷＥＢモニターＡ 1000 17.5 16.8 3.1 3.5 1.0 0.4 0.6 0.8 53.1 3.2 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 18.6 20.8 2.3 2.9 1.7 0.2 0.6 0.2 48.8 3.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 15.0 16.6 3.4 2.9 1.5 0.3 0.7 1.0 53.6 5.0 0.0

表頭：Ｑ８－１　男性は外で働き、女性は家庭を守るべき

ＴＯＴＡ
Ｌ

そう思
う
（４）

どちら
かとい
えばそ
う思う
（３）

どちら
かとい
えばそ
う思わ
ない
（２）

そう思
わない
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 4723 4.0 29.4 26.8 39.8 0.0 2.0 0.9
郵送ランダム 753 5.6 31.1 16.7 46.6 0.0 2.0 1.0
郵送モニター 986 4.2 31.3 24.0 40.3 0.2 2.0 0.9
ＷＥＢモニターＡ 1000 3.5 29.7 25.3 41.5 0.0 2.0 0.9
ＷＥＢモニターＢ 1000 3.8 29.1 33.6 33.5 0.0 2.0 0.9
ＷＥＢモニターＣ 984 3.4 26.0 31.7 38.9 0.0 1.9 0.9

表頭：Ｑ８－２　一般的に人は信用できるか
ＴＯＴＡ
Ｌ

はい いいえ
場合に
よる

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 23.1 11.6 65.2 0.0
郵送ランダム 753 26.0 7.2 66.5 0.3
郵送モニター 986 23.5 8.6 67.8 0.0
ＷＥＢモニターＡ 1000 21.1 16.8 62.1 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 23.1 13.2 63.7 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 22.7 11.2 66.2 0.0

表頭：Ｑ８－３　日本社会階層での自分の位置づけ
ＴＯＴＡ
Ｌ

上
（５）

中の上
（４）

中の中
（３）

中の下
（２）

下
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 4723 1.2 15.4 41.1 33.3 8.8 0.2 2.7 0.9
郵送ランダム 753 1.3 14.9 47.5 28.4 6.9 0.9 2.8 0.8
郵送モニター 986 1.5 17.6 44.1 29.9 6.4 0.4 2.8 0.9
ＷＥＢモニターＡ 1000 1.8 14.2 40.0 34.5 9.5 0.0 2.6 0.9
ＷＥＢモニターＢ 1000 0.7 17.0 40.5 33.5 8.3 0.0 2.7 0.9
ＷＥＢモニターＣ 984 0.9 13.1 34.7 38.9 12.4 0.0 2.5 0.9
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表頭：Ｑ９　仕事・通学・家事状況

ＴＯＴＡ
Ｌ

仕事を
おもに
してい
る

家事が
おもで
仕事も
してい
る

通学が
おもで
仕事も
してい
る

家事・
通学以
外のこ
とがお
もで仕
事もし
ている

家事を
してい
る

通学し
ている

その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 65.7 10.7 2.5 1.2 12.7 3.8 2.2 1.3
郵送ランダム 753 61.1 13.1 3.2 0.7 11.4 3.3 1.9 5.3
郵送モニター 986 63.9 12.4 4.1 0.8 11.0 4.3 1.3 2.3
ＷＥＢモニターＡ 1000 67.6 9.7 2.0 1.4 13.1 4.0 2.2 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 65.9 9.1 1.5 1.4 16.2 4.4 1.5 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 68.7 9.6 2.1 1.6 11.3 2.8 3.9 0.0

表頭：Ｑ９Ａ１　雇用・自営状況【ベース：仕事をしている方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

常雇 臨時雇 日雇
会社な
どの役
員

自営業
主・雇
人あり

自営業
主・雇
人なし

自家営
業の手
伝い

内職 無回答

ＴＯＴＡＬ 3781 67.3 9.3 1.2 3.2 2.1 8.1 2.3 1.6 4.8
郵送ランダム 588 59.7 9.9 1.4 3.2 2.6 5.4 2.7 1.5 13.6
郵送モニター 800 67.1 8.1 0.5 2.3 1.8 4.4 1.9 1.1 12.9
ＷＥＢモニターＡ 807 71.6 9.3 1.6 3.5 2.0 8.7 2.4 1.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 779 69.8 8.9 1.4 3.6 0.8 10.9 2.4 2.2 0.0
ＷＥＢモニターＣ 807 66.4 10.5 1.4 3.3 3.5 10.4 2.4 2.1 0.0

表頭：Ｑ９ＡＳＱ　就労形態【ベース：常雇・臨時雇・日雇の方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

正社
員・正
職員

契約社
員・嘱
託

フリー
ター
（社会
人アル
バイ

学生ア
ルバイ
ター

パート
タイ
マー

派遣 無回答

ＴＯＴＡＬ 2945 65.5 9.4 4.3 3.4 12.0 5.3 0.2
郵送ランダム 417 62.8 8.4 5.3 4.8 14.9 3.4 0.5
郵送モニター 606 64.4 8.7 3.5 4.8 13.9 4.1 0.7
ＷＥＢモニターＡ 666 66.2 9.8 3.9 2.4 11.1 6.6 0.0
ＷＥＢモニターＢ 624 68.1 8.2 4.2 2.4 10.3 6.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 632 64.9 11.6 5.1 3.0 10.8 4.7 0.0

表頭：Ｑ９Ａ２　１週間就業時間【ベース：仕事をしている方】
ＴＯＴＡ
Ｌ

１５時
間未満

１５～１
９時間

２０～２
１時間

２２～２
９時間

３０～３
４時間

３５～４
２時間

４３～４
５時間

４６～４
８時間

４９～５
９時間

６０～６
４時間

６５時
間以上

無回答
～３４
時間

３５～４
８時間

４９時
間以上

ＴＯＴＡＬ 3781 10.5 4.6 3.6 4.5 5.6 22.8 11.6 9.5 14.6 5.0 7.5 0.2 28.8 43.9 27.1
郵送ランダム 588 8.8 6.5 4.9 4.6 6.6 20.2 7.1 10.4 16.2 6.6 7.1 0.9 31.4 37.7 29.9
郵送モニター 800 10.5 4.3 2.6 4.5 6.3 21.5 11.4 8.5 17.3 5.0 7.9 0.4 28.2 41.4 30.2
ＷＥＢモニターＡ 807 10.4 4.5 3.6 4.0 5.3 25.7 12.8 8.9 12.5 5.3 7.1 0.0 27.8 47.4 24.9
ＷＥＢモニターＢ 779 12.5 5.0 4.5 4.4 3.2 22.6 12.3 10.3 13.5 4.5 7.3 0.0 29.6 45.2 25.3
ＷＥＢモニターＣ 807 9.9 3.3 2.7 5.1 6.9 23.4 13.1 9.8 13.9 4.0 7.8 0.0 27.9 46.3 25.7

表頭：Ｑ９Ａ３　１年間収入（収益）【ベース：仕事をしている方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

収入な
し・５０
万円未
満

５０～９
９万円

１００～
１４９万
円

１５０～
１９９万
円

２００～
２４９万
円

２５０～
２９９万
円

３００～
３９９万
円

４００～
４９９万
円

５００～
５９９万
円

６００～
６９９万
円

７００～
７９９万
円

８００～
８９９万
円

９００～
９９９万
円

１０００
～１４９
９万円

１５００
万円以
上

無回答

ＴＯＴＡＬ 3781 5.3 8.4 6.7 4.4 6.5 6.8 13.8 12.9 9.0 7.0 4.8 3.9 3.5 4.8 1.9 0.3
郵送ランダム 588 6.0 10.0 8.2 6.0 7.0 5.4 12.1 10.9 7.7 7.0 4.4 4.1 4.1 4.8 2.0 0.5
郵送モニター 800 5.4 10.0 7.6 3.8 4.4 8.5 13.3 10.0 8.3 8.4 4.4 4.3 2.9 6.0 1.8 1.3
ＷＥＢモニターＡ 807 4.1 7.6 5.7 4.5 7.1 6.8 13.8 16.7 8.9 6.1 5.5 4.5 3.6 3.8 1.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 779 4.9 6.5 6.8 3.5 5.6 6.3 15.3 13.7 10.5 6.0 5.3 3.7 3.9 5.6 2.3 0.0
ＷＥＢモニターＣ 807 6.3 8.1 5.8 4.7 8.6 6.7 14.3 12.4 9.4 7.7 4.3 3.0 3.3 3.7 1.7 0.0

表頭：Ｑ９Ａ４　職種【ベース：仕事をしている方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

製造・
生産工
程

建設・
労務

運輸・
通信職

営業・
販売職

サービ
ス職業

専門
的・技
術的職
業

管理的
職業

事務職

その他
（保安
職な
ど）

無回答
～２９９
万円

３００～
４９９万
円

５００～
７９９万
円

８００万
円以上

ＴＯＴＡＬ 3781 5.1 3.2 3.3 11.8 16.7 25.9 7.1 21.9 4.8 0.2 38.1 26.7 20.8 14.1
郵送ランダム 588 5.4 2.0 2.9 13.8 19.0 24.0 6.6 20.9 4.6 0.7 42.6 23.0 19.1 15.0
郵送モニター 800 6.1 2.5 2.5 14.9 17.6 21.4 8.0 21.9 4.9 0.3 39.7 23.3 21.1 15.0
ＷＥＢモニターＡ 807 4.6 3.5 4.1 9.2 16.0 27.0 6.9 23.8 5.0 0.0 35.8 30.5 20.5 13.4
ＷＥＢモニターＢ 779 4.2 4.2 3.9 9.0 14.4 28.1 8.3 23.0 4.9 0.0 33.6 29.0 21.8 15.5
ＷＥＢモニターＣ 807 5.0 3.6 3.1 12.9 17.1 28.6 5.6 19.6 4.6 0.0 40.2 26.7 21.4 11.7

表頭：Ｑ９Ａ５　仕事満足度【ベース：仕事をしている方】

ＴＯＴＡ
Ｌ

非常に
満足し
ている
（４）

まあ満
足して
いる
（３）

あまり
満足し
ていな
い（２）

満足し
ていな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 6.5 54.5 27.4 11.1 0.5 2.6 0.8
郵送ランダム 588 10.2 52.0 26.0 10.4 1.4 2.6 0.8
郵送モニター 800 6.8 61.4 22.3 8.3 1.4 2.7 0.7
ＷＥＢモニターＡ 807 6.8 50.9 28.9 13.4 0.0 2.5 0.8
ＷＥＢモニターＢ 779 5.1 54.7 28.6 11.6 0.0 2.5 0.8
ＷＥＢモニターＣ 807 4.5 52.9 31.0 11.6 0.0 2.5 0.8
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表頭：Ｑ９Ａ６　働く理由【ベース：仕事をしている方】　Ａ）生計を維持するため

ＴＯＴＡ
Ｌ

あては
まる
（５）

ややあ
てはま
る
（４）

どちら
ともい
えない
（３）

あまり
あては
まらな
い（２）

あては
まらな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 73.9 17.0 3.3 3.2 2.4 0.1 4.6 0.9
郵送ランダム 588 76.5 13.3 2.4 3.9 3.2 0.7 4.6 1.0
郵送モニター 800 74.5 16.9 3.1 3.4 2.1 0.0 4.6 0.9
ＷＥＢモニターＡ 807 75.2 17.0 2.7 2.9 2.2 0.0 4.6 0.9
ＷＥＢモニターＢ 779 67.8 22.6 4.5 3.5 1.7 0.0 4.5 0.9
ＷＥＢモニターＣ 807 76.2 14.5 3.6 2.7 3.0 0.0 4.6 0.9

表頭：Ｑ９Ａ６　働く理由【ベース：仕事をしている方】　Ｂ）視野を広げるため

ＴＯＴＡ
Ｌ

あては
まる
（５）

ややあ
てはま
る
（４）

どちら
ともい
えない
（３）

あまり
あては
まらな
い（２）

あては
まらな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 19.1 34.6 22.0 12.9 10.9 0.4 3.4 1.2
郵送ランダム 588 26.0 30.3 18.7 12.2 11.2 1.5 3.5 1.3
郵送モニター 800 20.0 35.9 22.4 12.8 8.3 0.8 3.5 1.2
ＷＥＢモニターＡ 807 17.6 34.6 22.9 12.5 12.4 0.0 3.3 1.3
ＷＥＢモニターＢ 779 16.4 37.9 23.4 13.6 8.7 0.0 3.4 1.2
ＷＥＢモニターＣ 807 17.5 33.6 21.9 13.3 13.8 0.0 3.3 1.3

表頭：Ｑ９Ａ６　働く理由【ベース：仕事をしている方】　Ｃ）他にやることがないから

ＴＯＴＡ
Ｌ

あては
まる
（５）

ややあ
てはま
る
（４）

どちら
ともい
えない
（３）

あまり
あては
まらな
い（２）

あては
まらな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 7.8 17.7 20.8 19.5 33.7 0.4 2.5 1.3
郵送ランダム 588 8.8 16.7 13.8 17.0 41.8 1.9 2.3 1.4
郵送モニター 800 6.8 16.9 19.1 20.0 36.6 0.6 2.4 1.3
ＷＥＢモニターＡ 807 7.6 16.9 22.7 20.7 32.2 0.0 2.5 1.3
ＷＥＢモニターＢ 779 7.2 20.5 26.6 20.4 25.3 0.0 2.6 1.3
ＷＥＢモニターＣ 807 9.0 17.6 20.1 18.7 34.6 0.0 2.5 1.4

表頭：Ｑ９Ａ６　働く理由【ベース：仕事をしている方】　Ｄ）今の仕事が好きだから

ＴＯＴＡ
Ｌ

あては
まる
（５）

ややあ
てはま
る
（４）

どちら
ともい
えない
（３）

あまり
あては
まらな
い（２）

あては
まらな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 16.6 32.5 26.7 12.8 11.1 0.3 3.3 1.2
郵送ランダム 588 22.3 32.1 23.8 11.2 9.4 1.2 3.5 1.2
郵送モニター 800 15.3 34.4 27.8 13.0 8.9 0.8 3.3 1.2
ＷＥＢモニターＡ 807 15.6 31.4 25.9 14.5 12.6 0.0 3.2 1.2
ＷＥＢモニターＢ 779 14.4 34.3 27.1 12.2 12.1 0.0 3.3 1.2
ＷＥＢモニターＣ 807 16.9 30.4 28.1 12.6 12.0 0.0 3.3 1.2

表頭：Ｑ９Ａ６　働く理由【ベース：仕事をしている方】　Ｅ）社会に影響を与えたいから

ＴＯＴＡ
Ｌ

あては
まる
（５）

ややあ
てはま
る
（４）

どちら
ともい
えない
（３）

あまり
あては
まらな
い（２）

あては
まらな
い
（１）

無回答 平均
標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3781 6.2 15.2 27.6 20.4 30.2 0.4 2.5 1.2
郵送ランダム 588 7.8 14.8 19.4 21.4 34.9 1.7 2.4 1.3
郵送モニター 800 5.4 15.8 29.4 20.6 28.0 0.9 2.5 1.2
ＷＥＢモニターＡ 807 5.6 14.4 28.7 20.6 30.7 0.0 2.4 1.2
ＷＥＢモニターＢ 779 5.9 19.0 28.4 20.7 26.1 0.0 2.6 1.2
ＷＥＢモニターＣ 807 6.8 12.0 29.7 18.8 32.6 0.0 2.4 1.2

表頭：Ｑ９Ｂ　収入になる仕事をしたいと思うか【ベース：仕事をしていない方】
ＴＯＴＡ
Ｌ

思って
いる

思って
いない

無回答

ＴＯＴＡＬ 879 83.6 16.3 0.1
郵送ランダム 125 79.2 20.8 0.0
郵送モニター 163 77.9 21.5 0.6
ＷＥＢモニターＡ 193 86.5 13.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 221 89.1 10.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 177 81.9 18.1 0.0

表頭：Ｑ１０　１８～５９歳有職同居家族人数
ＴＯＴＡ
Ｌ

０人 １人 ２人 ３人
４人以
上

無回答
平均
（人）

標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 4723 18.8 37.4 29.1 8.8 5.3 0.6 4.2 148.6
郵送ランダム 753 21.0 30.8 29.3 10.1 6.2 2.5 1.5 1.2
郵送モニター 986 14.7 37.2 31.3 10.3 5.4 1.0 1.6 1.9
ＷＥＢモニターＡ 1000 20.3 38.5 28.5 7.9 4.8 0.0 1.5 2.2
ＷＥＢモニターＢ 1000 16.1 40.0 30.3 8.2 5.4 0.0 3.6 60.1
ＷＥＢモニターＣ 984 22.7 38.7 26.0 7.8 4.8 0.0 12.0 318.7
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表頭：Ｑ１１　退職経験

ＴＯＴＡ
Ｌ

退職し
たこと
はない

退職し
たこと
がある

働いた
ことが
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 28.2 66.4 4.6 0.8
郵送ランダム 753 28.4 64.9 3.5 3.2
郵送モニター 986 28.6 63.9 6.0 1.5
ＷＥＢモニターＡ 1000 27.1 68.2 4.7 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 31.4 63.7 4.9 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 25.4 70.7 3.9 0.0

表頭：Ｑ１１－１　退職回数【ベース：退職経験者】
ＴＯＴＡ
Ｌ

０回 １回 ２回 ３回 ４回
５回以
上

無回答
平均
（回）

標本標
準偏差

ＴＯＴＡＬ 3134 0.1 37.5 27.4 17.1 6.5 10.6 0.7 2.4 1.9
郵送ランダム 489 0.0 43.8 24.7 14.9 4.1 10.2 2.2 2.2 1.8
郵送モニター 630 0.0 39.7 27.5 17.5 6.7 6.8 1.9 2.2 1.6
ＷＥＢモニターＡ 682 0.0 34.6 30.2 17.6 7.3 10.3 0.0 2.4 1.8
ＷＥＢモニターＢ 637 0.0 35.8 29.5 16.8 7.7 10.2 0.0 2.4 1.6
ＷＥＢモニターＣ 696 0.6 35.3 24.7 18.1 6.3 14.9 0.0 2.7 2.5

表頭：Ｑ１２　回答する調査実施主体（ＭＡ）

ＴＯＴＡ
Ｌ

国や都
道府県
などの
自治体

大学や
公的な
研究機
関

新聞や
テレビ
などの
マスコ
ミ

マーケ
ティン
グ会社
などの
民間調
査会社

いずれ
も回答
したく
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 79.0 73.0 61.0 72.1 6.4 0.6
郵送ランダム 753 80.1 78.5 39.2 37.7 6.9 2.5
郵送モニター 986 80.2 72.1 65.2 84.8 4.8 0.7
ＷＥＢモニターＡ 1000 81.1 73.8 67.8 77.4 5.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 79.9 76.8 68.8 84.1 4.8 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 74.0 64.9 58.7 67.9 10.8 0.0

表頭：Ｑ１３　協力してもよい調査方法（ＭＡ）

ＴＯＴＡ
Ｌ

訪問面
接調査

留置き
調査

電話調
査

郵送調
査

イン
ター
ネット
調査

いずれ
も協力
したく
ない

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 12.5 31.2 22.6 78.1 79.2 3.8 0.3
郵送ランダム 753 5.6 18.9 9.7 84.1 39.7 8.0 1.1
郵送モニター 986 20.1 40.6 32.4 94.7 60.1 3.1 0.5
ＷＥＢモニターＡ 1000 10.9 30.5 22.0 70.4 96.5 2.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 15.8 36.8 27.4 80.1 97.1 2.1 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 8.6 26.4 18.5 62.6 92.9 4.8 0.0

表頭：Ｑ１４　１年間インターネット利用経験
ＴＯＴＡ
Ｌ

はい いいえ 無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 95.6 4.1 0.3
郵送ランダム 753 88.0 11.4 0.5
郵送モニター 986 91.3 7.7 1.0
ＷＥＢモニターＡ 1000 99.0 1.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 98.9 1.1 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 98.9 1.1 0.0

表頭：Ｑ１５　民間調査会社登録有無

ＴＯＴＡ
Ｌ

登録し
ている

登録し
ていな
いが、
登録し
てもよ
い

登録し
ていな
いし、
登録す
るつも
りもな
い

無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 68.9 16.7 14.1 0.3
郵送ランダム 753 14.5 30.5 54.2 0.8
郵送モニター 986 74.8 17.0 7.4 0.7
ＷＥＢモニターＡ 1000 84.3 12.2 3.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 90.2 7.4 2.4 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 67.5 19.6 12.9 0.0
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表頭：Ｑ１５－１　登録モニター（ＭＡ）【ベース：モニター登録者】

ＴＯＴＡ
Ｌ

イン
ター
ネット
調査モ
ニター

郵送調
査モニ
ター

その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 3256 85.4 33.0 1.5 0.0
郵送ランダム 109 73.4 39.4 4.6 0.0
郵送モニター 738 42.3 86.7 2.6 0.0
ＷＥＢモニターＡ 843 99.4 14.9 1.1 0.0
ＷＥＢモニターＢ 902 99.4 14.5 1.0 0.0
ＷＥＢモニターＣ 664 98.5 20.2 0.9 0.0

表頭：Ｑ１５－２　調査回答頻度【ベース：モニター登録者】

ＴＯＴＡ
Ｌ

年に１
～２回
以下

３ヶ月
に１～
２回

月に１
～２回

週に１
～２回

週に３
～４回

週に５
～６回

週に７
回以上

その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 3256 8.0 16.3 12.1 21.4 15.4 10.2 15.5 0.9 0.2
郵送ランダム 109 33.0 18.3 19.3 11.9 6.4 3.7 3.7 3.7 0.0
郵送モニター 738 18.6 49.3 14.4 6.1 3.9 2.4 2.7 1.5 1.1
ＷＥＢモニターＡ 843 2.4 3.4 10.8 35.6 21.1 11.9 14.4 0.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 902 3.7 5.8 7.0 18.1 20.4 15.9 28.9 0.3 0.0
ＷＥＢモニターＣ 664 5.4 9.9 17.0 26.5 15.4 9.9 14.9 0.9 0.0

表頭：Ｑ１６　在学状況
ＴＯＴＡ
Ｌ

在学中 卒業 無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 6.9 91.2 1.8
郵送ランダム 753 6.8 86.5 6.8
郵送モニター 986 7.9 88.5 3.5
ＷＥＢモニターＡ 1000 6.5 93.5 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 8.6 91.4 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 4.9 95.1 0.0

表頭：Ｑ１６－１　在籍・卒業学校
ＴＯＴＡ
Ｌ

小学・
中学

高校・
旧制中

専門学
校

短大・
高専

大学 大学院 無回答

ＴＯＴＡＬ 4723 1.7 20.6 13.2 11.6 46.2 6.0 0.8
郵送ランダム 753 3.1 23.9 13.3 13.0 39.4 4.6 2.7
郵送モニター 986 1.7 19.9 11.5 11.5 48.1 5.7 1.7
ＷＥＢモニターＡ 1000 1.8 18.5 11.6 13.3 47.8 7.0 0.0
ＷＥＢモニターＢ 1000 0.8 18.3 13.3 11.3 48.7 7.6 0.0
ＷＥＢモニターＣ 984 1.4 23.2 16.3 9.0 45.2 4.9 0.0
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付属資料Ⅴ－１ 訪問留め置き調査 調査票 
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付属資料Ⅴ－２ インターネット調査画面（設問が多いため Q10 まで） 
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付属資料Ⅵ クロス集計表 
Ｑ１　現在の就業形態

ｎ=

正社員・正
職員

契約社員・
嘱託

フリーター
（社会人ア

ルバイター）

パートタイ
マー

派遣
業務委託

（一社専属）

業務委託
（複数社と契

約）

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 68.6 5.2 5.5 15.6 4.0 0.8 0.3
２００８ＷＥＢ 6,420 68.9 6.9 5.7 11.7 5.9 0.6 0.3
２００８留め置き 6,500 68.2 3.5 5.3 19.5 2.1 0.9 0.4

Ｑ２　現在の就業形態満足

ｎ=

とても満足し
ている
（４）

まあ満足し
ている
（３）

あまり満足し
ていない

（２）

まったく満足
していない

（１）
無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 14.4 59.0 21.8 4.7 0.1 2.8
２００８ＷＥＢ 6,420 14.0 58.1 22.0 5.9 0.0 2.8
２００８留め置き 6,500 14.8 60.0 21.6 3.5 0.1 2.9

Ｑ３　仕事をすることに対する意欲

ｎ=
非常に強い

（４）
やや強い

（３）
やや弱い

（２）
非常に弱い

（１）
無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 17.9 57.8 21.5 2.7 0.1 2.9
２００８ＷＥＢ 6,420 15.3 54.5 26.2 4.0 0.0 2.8
２００８留め置き 6,500 20.5 61.0 17.0 1.4 0.1 3.0

＊Ｑ４　現在の勤務先の勤続年数

ｎ=
３か月未満

３～６か月
未満

６か月～１
年未満

１～２年未
満

２～３年未
満

３～４年未
満

４～５年未
満

５～１０年未
満

１０～１５年
未満

１５～２０年
未満

２０～３０年
未満

３０年以上 無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.5 6.3 5.6 11.7 9.1 7.2 5.9 17.8 10.4 7.7 9.3 5.1 0.3 101.9
２００８ＷＥＢ 6,420 3.9 6.7 6.3 12.8 9.0 7.6 5.9 17.6 9.4 7.1 9.0 4.5 0.2 96.3
２００８留め置き 6,500 3.1 5.9 5.0 10.7 9.3 6.8 5.8 18.0 11.5 8.2 9.6 5.6 0.4 107.4

Ｑ５　勤務先選択理由  Ａ　会社の規模・知名度

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 7.8 12.8 14.7 25.6 8.6 7.3 23.3 3.7
２００８ＷＥＢ 6,420 7.9 11.7 13.6 23.5 8.3 7.9 27.2 3.5
２００８留め置き 6,500 7.7 13.9 15.8 27.6 8.8 6.7 19.3 3.9

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｂ　会社の理念やビジョン

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 6.6 11.4 16.4 33.2 8.9 6.7 16.7 3.9
２００８ＷＥＢ 6,420 6.1 10.3 15.8 31.8 9.3 7.3 19.5 3.7
２００８留め置き 6,500 7.1 12.5 17.1 34.5 8.6 6.2 13.9 4.0

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｃ　職場の雰囲気

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 12.1 18.4 22.4 29.4 5.1 3.6 8.9 0.1 4.6
２００８ＷＥＢ 6,420 11.4 16.5 21.9 29.5 5.8 4.3 10.5 0.0 4.4
２００８留め置き 6,500 12.8 20.2 22.9 29.4 4.5 2.8 7.2 0.2 4.7

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｄ　仕事内容

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 31.6 29.3 19.8 13.0 2.1 1.0 3.1 5.6
２００８ＷＥＢ 6,420 31.0 28.9 20.2 12.8 2.1 1.2 3.7 5.6
２００８留め置き 6,500 32.2 29.7 19.3 13.1 2.1 0.9 2.6 5.6

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｅ　賃金・福利厚生

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 14.2 22.1 22.0 25.2 6.2 3.4 6.8 0.1 4.8
２００８ＷＥＢ 6,420 13.4 20.4 21.8 25.4 7.0 4.0 8.1 0.0 4.6
２００８留め置き 6,500 15.0 23.7 22.3 25.0 5.4 2.9 5.6 0.1 4.9

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｆ　勤務地

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 31.0 26.7 18.8 14.4 3.2 1.8 4.0 0.1 5.5
２００８ＷＥＢ 6,420 30.1 25.3 19.6 14.9 3.5 2.0 4.6 0.0 5.4
２００８留め置き 6,500 31.8 28.1 18.1 13.8 3.0 1.7 3.4 0.1 5.5

Ｑ５　勤務先選択理由  Ｇ　勤務時間・休日

ｎ=

非常に重視
した
（７）

　　←
（６）

　　←
（５）

どちらともい
えない
（４）

　　→
（３）

　　→
（２）

全く重視して
いない
（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 25.4 23.8 19.7 19.5 4.2 2.5 5.0 5.2
２００８ＷＥＢ 6,420 25.0 22.3 20.6 19.6 4.5 2.6 5.4 5.1
２００８留め置き 6,500 25.7 25.3 18.7 19.4 3.9 2.4 4.6 5.2

＊Ｑ６　現在の業種（大分類）

ｎ=
農林漁業 鉱業 建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水

道業
情報通信業 運輸業

卸売・小売
業

金融・保険
業

不動産業
飲食店、宿

泊業
医療・福祉

教育・学習
支援

郵便 サービス業 公務
他に分類さ
れないもの

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 0.1 0.0 6.0 17.8 0.9 10.5 6.1 13.2 6.0 1.7 5.0 7.6 3.7 0.6 10.7 3.9 6.2
２００８ＷＥＢ 6,420 0.0 0.1 4.5 19.0 1.0 14.6 5.6 10.8 6.4 2.1 3.3 7.3 4.4 0.6 9.8 4.1 6.6
２００８留め置き 6,500 0.1 0.0 7.6 16.6 0.8 6.4 6.6 15.6 5.6 1.4 6.6 7.9 3.0 0.5 11.6 3.8 5.9

＊Ｑ７　現在の従業員規模

ｎ=
９人以下 １０～１９人 ２０～４９人 ５０～９９人

１００～２９９
人

３００～４９９
人

５００～９９９
人

１０００～４９
９９人

５０００人以
上

公務 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 12.5 8.8 13.0 9.3 13.5 6.0 7.4 12.5 12.2 3.9 0.9
２００８ＷＥＢ 6,420 10.1 6.9 10.7 8.9 14.5 6.5 8.5 15.0 14.1 4.1 0.6
２００８留め置き 6,500 14.7 10.7 15.2 9.6 12.5 5.4 6.3 10.1 10.4 3.8 1.2  
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Ｑ８　職場満足

ｎ=

非常に満足
している

（４）

まあ満足し
ている
（３）

あまり満足し
ていない

（２）

満足してい
ない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 9.3 59.6 23.9 6.9 0.3 2.7
２００８ＷＥＢ 6,420 8.4 56.6 25.9 9.2 0.0 2.6
２００８留め置き 6,500 10.2 62.5 22.0 4.7 0.7 2.8

＊Ｑ９　１週間の労働日数

ｎ= １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 0.5 1.5 4.8 6.6 69.4 16.4 0.9 5.0
２００８ＷＥＢ 6,420 0.6 1.7 4.6 6.2 74.8 11.3 0.8 4.9
２００８留め置き 6,500 0.4 1.4 4.9 6.9 64.1 21.4 0.9 5.0

＊Ｑ９　現在の週労働時間

ｎ=
１０時間未

満
１０～２０時

間未満
２０～３０時

間未満
３０～３５時

間未満
３５～４０時

間未満
４０～４５時

間未満
４５～５０時

間未満
５０～５５時

間未満
５５～６０時

間未満
６０～７０時

間未満
７０時間以

上
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 1.9 6.1 7.8 3.9 11.0 25.8 14.9 14.2 3.4 7.5 3.6 41.5
２００８ＷＥＢ 6,420 2.4 5.9 6.8 3.4 10.8 28.2 14.4 14.5 3.5 6.8 3.5 41.4
２００８留め置き 6,500 1.3 6.3 8.8 4.4 11.3 23.4 15.4 13.9 3.3 8.3 3.7 41.6

＊Ｑ１０　現在の職種（大分類）

ｎ=
サービス職

保安・警備
職

農林漁業関
連職

運輸・通信
関連職

生産工程・
労務職

管理職 事務職 営業職
専門職・技

術職
分類不能の

職業

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 12.7 1.0 0.1 3.7 6.4 8.7 32.7 6.4 24.6 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 7.9 0.9 0.0 2.6 4.4 8.2 38.0 5.8 28.1 4.1
２００８留め置き 6,500 17.4 1.2 0.1 4.9 8.3 9.1 27.5 7.1 21.2 3.2

Ｑ１１　勤務先満足

ｎ=

非常によ
かったと思う

（４）

まあよかっ
たと思う

（３）

あまりよかっ
たとは思え

ない
（２）

よかったとは
思えない

（１）
無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 16.2 64.8 14.6 3.6 0.8 2.9
２００８ＷＥＢ 6,420 15.1 63.6 16.3 5.1 0.0 2.9
２００８留め置き 6,500 17.3 65.9 12.9 2.2 1.6 3.0

Ｑ１２　現在の仕事満足

ｎ=

非常に満足
している

（４）

まあ満足し
ている
（３）

あまり満足し
ていない

（２）

満足してい
ない
（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 9.6 61.0 23.8 5.6 2.7
２００８ＷＥＢ 6,420 8.3 57.8 26.2 7.6 2.7
２００８留め置き 6,500 10.8 64.1 21.4 3.6 2.8

Ｑ１３　成長実感

ｎ=
強く持ってい
る　　　（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない　（３）

あまり持って
いない　（２）

持っていな
い　　　　（１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 9.7 44.6 28.3 13.1 4.2 3.4
２００８ＷＥＢ 6,420 7.7 41.6 27.9 16.6 6.2 3.3
２００８留め置き 6,500 11.8 47.6 28.7 9.7 2.2 3.6

Ｑ１４　困難に対する強い意志

ｎ=

常に強い意
志がある

（４）

だいたいに
おいて、強
い意志があ

る（３）

たいだいに
おいて、強
い意志はな

い（２）

常に強い意
志はない

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 16.5 69.8 12.4 1.3 3.0
２００８ＷＥＢ 6,420 13.3 71.0 14.0 1.6 3.0
２００８留め置き 6,500 19.7 68.6 10.7 1.0 3.1

Ｑ１５　一生の仕事

ｎ= はい いいえ
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 42.8 57.2
２００８ＷＥＢ 6,420 42.9 57.1
２００８留め置き 6,500 42.7 57.2

ＳＱ１５－１　一生の仕事は現在の仕事か【ベース：一生の仕事を決定している方】

ｎ= はい いいえ 無回答
 (%)

ＴＯＴＡＬ 5,530 82.1 17.3 0.6
２００８ＷＥＢ 2,753 80.2 19.8 0.0
２００８留め置き 2,777 84.0 14.8 1.3

Ｑ１６　仕事の段階

ｎ=

仕事の基本
ややり方を
習得しつつ
ある段階

（１）

ひとり立ちし
ている段階

（２）

常に、期待
以上の成果
をあげ続け
ている段階

（３）

自分の知識
や技術が高
く評価されて

いる段階
（４）

第一人者と
して社会的

に広く認めら
れている段

階（５）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 15.7 35.1 21.4 24.2 3.7 0.1 2.7
２００８ＷＥＢ 6,420 14.5 34.2 22.3 25.4 3.7 0.0 2.7
２００８留め置き 6,500 16.8 36.0 20.5 23.0 3.6 0.1 2.6

Ｑ２７　初職の就業形態

ｎ=

正社員・正
職員

契約社員・
嘱託

フリーター
（社会人ア

ルバイター）

パートタイ
マー

派遣
業務委託

（一社専属）

業務委託
（複数社と契

約）

自営業・家
族従業

その他

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 80.0 3.7 10.8 2.4 1.1 0.2 0.1 1.2 0.4
２００８ＷＥＢ 6,420 81.7 3.9 9.8 1.6 1.3 0.2 0.0 1.0 0.4
２００８留め置き 6,500 78.4 3.6 11.7 3.2 0.9 0.3 0.1 1.5 0.3

＊Ｑ２８　初職の業種（大分類）

ｎ=
農林漁業 鉱業 建設業 製造業

電気・ガス・
熱供給・水

道業
情報通信業 運輸業

卸売・小売
業

金融・保険
業

不動産業
飲食店、宿

泊業
医療・福祉

教育・学習
支援

郵便 サービス業 公務
他に分類さ
れないもの

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 0.1 0.0 5.6 21.5 0.7 9.6 4.3 15.7 7.7 1.1 6.7 5.5 3.5 0.3 8.7 3.6 5.4
２００８ＷＥＢ 6,420 0.1 0.0 4.3 21.8 0.5 13.3 4.4 13.9 8.1 1.3 5.2 5.1 3.9 0.4 7.7 3.7 6.2
２００８留め置き 6,500 0.1 0.0 6.9 21.1 0.8 6.0 4.2 17.6 7.3 0.8 8.2 5.9 3.1 0.3 9.7 3.4 4.6  



 202 

Ｑ２９　現在の役職

ｎ=

部長・次長・
副部長クラ
スの管理職

部長・次長・
副部長クラ
スと同待遇
の専門職

課長・課長
補佐・課長
代理クラス
の管理職

課長・課長
補佐・課長

代理クラスと
同待遇の専

門職

係長・主任・
班長クラス
の管理職

係長・主任・
班長クラスと
同待遇の専

門職

役職にはつ
いていない

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 5.5 2.1 6.5 3.2 7.4 9.4 65.8
２００８ＷＥＢ 6,420 5.5 2.1 7.0 3.9 7.1 10.4 64.0
２００８留め置き 6,500 5.6 2.0 6.1 2.6 7.8 8.3 67.6

Ｑ３０　昇進スピード【ベース：正社員】

ｎ=

同期入社に
比べて早い

同期入社の
中で平均的

なところ

同期入社に
比べて遅い

同期入社内
で、まだ差
はついてい

ない

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 8,859 15.9 45.4 16.2 21.7 0.9
２００８ＷＥＢ 4,424 15.7 41.0 19.4 24.0 0.0
２００８留め置き 4,435 16.1 49.8 12.9 19.4 1.7

Ｑ３３　退職経験有無

ｎ=
退職したこと

がある
退職したこと

はない

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 64.5 35.5
２００８ＷＥＢ 6,420 65.0 35.0
２００８留め置き 6,500 63.9 36.1

＊Ｑ３３　退職経験（回数）

ｎ= １回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回以上 無回答 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 8,327 38.2 25.7 17.7 7.6 6.2 4.7 0.1 2.4
２００８ＷＥＢ 4,176 34.6 25.4 19.1 7.6 7.6 5.7 0.0 2.5
２００８留め置き 4,151 41.8 25.9 16.2 7.6 4.7 3.6 0.1 2.2

Ｑ３４　退職理由（ＭＡ）【ベース：退職経験者】  (%)

ｎ=

定年
契約期間の

満了

会社倒産、
人員整理・

解雇
結婚 出産

育児に専念
するため

介護
自分のけが

や病気
賃金への不

満
評価への不

満

勤務条件
（勤務時間、
休日数、勤

務地など）へ
の不満

肉体的にき
つい仕事だ

から

精神的にき
つい仕事だ

から

自分の能
力、専門性
が仕事に活
かせないか

ら

仕事を通じ
て成長感を
実感できな
かったから

よりよい仕
事や会社が
見つかった

から

会社の将来
性や方向性
への不安

配置転換・
出向・転籍
への不満

職場の人間
関係への不

満

進学・資格
取得のため

独立のため その他 無回答

ＴＯＴＡＬ 8,327 0.5 5.7 9.6 13.7 9.1 3.0 1.1 4.0 18.2 9.2 21.4 11.9 16.7 9.8 13.1 18.7 18.2 3.7 14.9 2.3 1.8 6.8 0.1
２００８ＷＥＢ 4,176 0.6 7.6 9.6 9.7 6.6 1.6 1.1 3.8 17.1 9.9 19.8 10.8 17.3 10.8 13.7 17.0 19.5 4.7 14.9 2.8 1.7 9.4 0.0
２００８留め置き 4,151 0.3 3.8 9.6 17.7 11.6 4.5 1.2 4.2 19.4 8.6 23.1 12.9 16.0 8.9 12.4 20.4 16.9 2.7 15.0 1.9 1.9 4.1 0.2

Ｑ３５　退職の自発性【ベース：退職経験者】

ｎ=

自発的退職
（自分の希
望、事情で
退職した）

非自発的退
職（勤務先
の都合で退

職した）

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 8,327 87.4 12.5 0.2
２００８ＷＥＢ 4,176 85.5 14.5 0.0
２００８留め置き 4,151 89.2 10.4 0.4

Ｑ３６　転職情報源【ベース：退職経験者】

ｎ=

働きたい会
社に直接問
い合わせ

学校（学生
課）の窓口
や掲示板

ハローワー
ク（職業安定

所）

民間人材紹
介会社

人材派遣会
社

有料の求人
情報誌

無料の求人
情報誌やタ

ウン誌

新聞の求人
広告

折り込みチ
ラシ

インターネッ
トの転職情
報サイト

企業のホー
ムページ

携帯電話の
求人サイト

家族や友
人・知人・縁

故
その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 8,327 8.0 0.7 10.0 3.1 3.9 4.0 5.3 7.3 10.1 9.6 2.1 0.3 30.8 4.6 0.2
２００８ＷＥＢ 4,176 6.8 1.0 10.3 4.5 6.0 3.9 4.5 5.4 9.8 14.5 2.8 0.2 24.6 5.6 0.0
２００８留め置き 4,151 9.1 0.5 9.7 1.7 1.8 4.1 6.2 9.3 10.4 4.6 1.3 0.4 37.0 3.6 0.3

Ｑ４３　転職意向

ｎ=

転職を考え
ており、転職
活動をして
いる　　（＋

４）

転職を考え
ているが、

転職活動は
していない

（＋３）

いずれ転職
したいと思っ

ている
（＋２）

転職するつ
もりはない

（＋１）

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 6.6 14.8 28.1 50.5
２００８ＷＥＢ 6,420 8.5 16.9 29.8 44.8
２００８留め置き 6,500 4.7 12.7 26.5 56.2

Ｑ４４　転職阻害要因（ＭＡ）

ｎ=

年功序列で
上がってき
た給料が下
がってしまう

退職金の額
が下がって

しまう

企業年金の
継続が出来
なくこれまで
の分が無駄

になる

今の会社に
住宅資金な
どの借金を

している

金融機関に
住宅ローン
などの返済
ができなくな

る

社宅や寮、
住宅補助等
の恩恵が受
けられなくな

る

子供の教育
費の工面が
できなくなる

金融機関か
らの社会的
信用を失っ

てしまう

家族の理解
が得られな

い

世間体が悪
くなってしま

う

仕事の経
験、経歴は
世間一般で
は通用しにく

いと思う

転職すると
今までの人
間関係が無
になってしま

う

募集求人の
年齢制限を
超えている
ことが多い

適当な転職
先を探す手
段が思いつ

かない

その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 20.3 14.8 6.0 1.5 9.6 2.9 11.4 4.6 11.2 4.9 23.5 14.7 39.1 24.0 9.0 0.6
２００８ＷＥＢ 6,420 17.7 14.2 5.6 1.4 9.3 3.4 8.0 5.2 9.0 5.4 25.0 12.7 41.8 24.8 9.9 0.0
２００８留め置き 6,500 22.9 15.4 6.5 1.7 10.0 2.3 14.8 4.0 13.3 4.5 21.9 16.6 36.5 23.3 8.1 1.2

Ｑ４５　地方転職希望

ｎ=

ぜひ「地方」
へ転職した
い　　　　（＋

３）

できれば「地
方」へ転職し
たい　　（＋

２）

「地方」へ転
職したいと
は思わない

（＋１）

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.7 10.2 86.0 0.1
２００８ＷＥＢ 6,420 5.2 13.6 81.2 0.0
２００８留め置き 6,500 2.2 6.7 90.8 0.2

Ｑ４６　独立意向

ｎ= してみたい したくない 無回答
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 32.2 67.7 0.1
２００８ＷＥＢ 6,420 40.5 59.5 0.0
２００８留め置き 6,500 24.1 75.7 0.2

ＳＱ４６－１　独立意向の度合い【ベース：独立希望者】

ｎ=

すぐにでも
独立したい

（＋４）

近い将来独
立したい
（＋３）

いつになる
かわからな
いが独立し

たい
（＋２）

関心はある
が本当にす
るかどうか
は未定であ

る（＋１）

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 4,164 6.6 15.6 31.1 46.7 0.1
２００８ＷＥＢ 2,597 6.6 15.5 30.0 47.9 0.0
２００８留め置き 1,567 6.5 15.8 32.8 44.5 0.3  
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ＳＱ４６－２　独立の形態（ＭＡ）【ベース：独立希望者】

ｎ=

会社を設立
する

お店を開く
（法人化しな
い自営業）

フリーランス
非営利団体
（ＮＰＯ）を設

立する

フランチャイ
ズや販売
店・代理店
に加盟する

友人や仲間
と共同して
事業を行う

その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 4,164 42.5 43.3 18.9 4.3 5.1 18.2 2.0 0.2
２００８ＷＥＢ 2,597 45.3 41.0 24.1 5.5 5.4 18.6 2.2 0.0
２００８留め置き 1,567 37.8 47.2 10.3 2.4 4.7 17.4 1.8 0.5

Ｑ４７　副業意向

ｎ=

現在副業を
持っている

現在副業を
持っていな
いが、今後
は持ちたい

現在副業は
持っていな

いし、今後も
持とうと思わ

ない

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 8.0 26.2 65.7
２００８ＷＥＢ 6,420 10.0 37.8 52.2
２００８留め置き 6,500 6.1 14.7 79.1

ＳＱ４７－１　副業意向理由【ベース：副業意向者】

ｎ=
収入を補填
するため

将来の独
立・開業の

ため
趣味の延長 その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 4,423 60.3 14.8 22.5 2.2 0.2
２００８ＷＥＢ 3,069 60.9 15.8 21.1 2.2 0.0
２００８留め置き 1,354 58.9 12.6 25.5 2.2 0.8

Ｑ４８　雇用不安

ｎ=

不安を持っ
ている
（４）

少し不安を
持っている

（３）

あまり不安
を持ってい

ない
（２）

不安を持っ
ていない

（１）
無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 16.4 39.4 31.2 12.8 0.2 2.6
２００８ＷＥＢ 6,420 18.8 43.4 28.5 9.4 0.0 2.7
２００８留め置き 6,500 14.0 35.5 33.8 16.2 0.5 2.5

Ｑ４９　持っている能力  Ａ　円満な人間関係を築く力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 16.5 53.5 21.8 6.6 1.6 3.8
２００８ＷＥＢ 6,420 16.3 49.5 22.9 8.7 2.6 3.7
２００８留め置き 6,500 16.6 57.5 20.7 4.4 0.7 3.8

Ｑ４９　持っている能力  Ｂ　人と協力しながら物事に取り組む力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 16.7 60.2 17.8 4.3 1.0 3.9
２００８ＷＥＢ 6,420 16.4 56.9 19.7 5.4 1.7 3.8
２００８留め置き 6,500 17.1 63.4 15.9 3.2 0.4 3.9

Ｑ４９　持っている能力  Ｃ　目標に向かって人や集団をひっぱる力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 8.6 35.3 37.6 14.9 3.6 3.3
２００８ＷＥＢ 6,420 8.7 35.7 34.9 16.1 4.6 3.3
２００８留め置き 6,500 8.6 35.0 40.2 13.6 2.6 3.3

Ｑ４９　持っている能力  Ｄ　自分の感情をコントロールする力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 14.7 47.2 28.2 8.5 1.4 3.7
２００８ＷＥＢ 6,420 15.7 43.0 29.5 9.8 2.0 3.6
２００８留め置き 6,500 13.7 51.4 26.9 7.2 0.8 3.7

Ｑ４９　持っている能力  Ｅ　やる気を維持する力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 10.2 48.5 31.8 7.8 1.6 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 9.6 44.8 33.4 9.8 2.4 3.5
２００８留め置き 6,500 10.8 52.2 30.2 5.8 0.9 3.7

Ｑ４９　持っている能力  Ｆ　良い行動を習慣として続けられる力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 10.3 50.2 32.3 6.0 1.1 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 11.3 48.4 31.9 6.8 1.6 3.6
２００８留め置き 6,500 9.3 52.1 32.7 5.3 0.6 3.6

Ｑ４９　持っている能力  Ｇ　情報を収集・分析して、課題を発見する力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 12.5 42.8 34.1 9.1 1.6 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 14.9 45.9 30.2 7.3 1.7 3.6
２００８留め置き 6,500 10.1 39.6 38.0 10.8 1.4 3.5

Ｑ４９　持っている能力  Ｈ　課題解決のための計画を立案する力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 10.4 40.8 35.8 10.9 2.1 3.5
２００８ＷＥＢ 6,420 12.0 41.7 33.8 10.1 2.5 3.5
２００８留め置き 6,500 8.7 39.9 37.9 11.7 1.7 3.4  
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Ｑ４９　持っている能力  Ｉ　行動を起こし、最後までやりきる力

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 15.2 50.4 27.8 5.5 1.2 3.7
２００８ＷＥＢ 6,420 15.4 50.1 27.3 5.5 1.7 3.7
２００８留め置き 6,500 15.0 50.7 28.2 5.4 0.7 3.7

Ｑ４９　持っている能力  Ｊ　現在の仕事に関する体系的な知識

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 13.9 49.7 28.8 6.2 1.4 3.7
２００８ＷＥＢ 6,420 14.7 47.8 28.4 7.0 2.1 3.7
２００８留め置き 6,500 13.0 51.5 29.3 5.5 0.7 3.7

Ｑ４９　持っている能力  Ｋ　現在の仕事の遂行や問題解決に必要な技術ノウハウ

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 13.2 47.5 30.7 7.0 1.6 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 14.1 47.0 29.4 7.3 2.3 3.6
２００８留め置き 6,500 12.4 47.9 31.9 6.7 1.0 3.6

Ｑ４９　持っている能力  Ｌ　上記を含む、現在の仕事に必要な能力すべて

ｎ=

十分持って
いる
（５）

持っている
（４）

どちらともい
えない
（３）

あまり持って
いない
（２）

持っていな
い

（１）
平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 7.3 52.3 34.1 5.2 1.1 3.6
２００８ＷＥＢ 6,420 7.9 53.8 31.2 5.7 1.4 3.6
２００８留め置き 6,500 6.8 50.7 37.0 4.6 0.7 3.6

＊Ｑ５０　仕事能力割合（社内のみ通用＋社外でも通用）

ｎ=

社内のみ０
－２０％

＋　社外通
用８０－１０

０％

社内のみ２
１－４０％

＋　　社外通
用６０－７

９％

社内のみ４
１－５９％

＋　　社外通
用４１－５

９％

社内のみ６
０－７９％

＋　　社外通
用２１－４

０％

社内のみ８
０－１００％
＋　　社外通
用０－２０％

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 8.3 10.2 26.6 29.2 25.5 0.2
２００８ＷＥＢ 6,420 10.8 12.8 26.4 26.3 23.7 0.0
２００８留め置き 6,500 5.8 7.6 26.8 32.1 27.2 0.5

Ｑ５１　勤務時間外の学び  Ａ　テレビ・ラジオの講座を視聴する

ｎ=

よく取り組ん
でいる
（＋４）

取り組んで
いる

（＋３）

あまり取り組
んでいない

（＋２）

全く取り組ん
でいない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 2.8 11.5 31.2 54.5 1.6
２００８ＷＥＢ 6,420 2.7 11.1 27.6 58.6 1.6
２００８留め置き 6,500 2.8 12.0 34.8 50.4 1.7

Ｑ５１　勤務時間外の学び  Ｂ　詳しい人に話を聞きにいく

ｎ=

よく取り組ん
でいる
（＋４）

取り組んで
いる

（＋３）

あまり取り組
んでいない

（＋２）

全く取り組ん
でいない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 5.0 25.9 32.5 36.5 2.0
２００８ＷＥＢ 6,420 4.7 24.7 30.7 39.9 1.9
２００８留め置き 6,500 5.3 27.2 34.4 33.1 2.0

Ｑ５１　勤務時間外の学び  Ｃ　参加型の勉強会や交流会に参加する

ｎ=

よく取り組ん
でいる
（＋４）

取り組んで
いる

（＋３）

あまり取り組
んでいない

（＋２）

全く取り組ん
でいない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.1 14.5 30.9 51.5 1.7
２００８ＷＥＢ 6,420 3.0 14.0 28.7 54.3 1.7
２００８留め置き 6,500 3.2 15.1 33.0 48.6 1.7

Ｑ５１　勤務時間外の学び  Ｄ　講演会やセミナーを聴講する

ｎ=

よく取り組ん
でいる
（＋４）

取り組んで
いる

（＋３）

あまり取り組
んでいない

（＋２）

全く取り組ん
でいない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.6 16.1 29.6 50.7 1.7
２００８ＷＥＢ 6,420 4.0 16.8 27.7 51.6 1.7
２００８留め置き 6,500 3.3 15.5 31.5 49.7 1.7

Ｑ５２　社会人での教育機関経験（ＭＡ）

ｎ=

専門学校・
各種学校

職業訓練校
大学・大学
院の公開講

座

大学の学部
に在籍

社会人大学
院・ビジネス

スクール

英会話など
の語学ス
クール

通信教育 その他

社会人に
なってから
教育機関を
活用したこと

はない

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 10.7 3.9 4.1 1.9 2.9 11.2 24.5 3.4 53.7 0.9
２００８ＷＥＢ 6,420 12.1 4.5 5.5 2.7 3.4 14.7 29.6 3.7 47.4 0.0
２００８留め置き 6,500 9.2 3.3 2.8 1.1 2.4 7.8 19.4 3.2 60.0 1.8

Ｑ５３　読んでいる本のジャンル  Ａ　ノウハウ書（営業術、話術、自己啓発書など）

ｎ=
よく読む
（＋４）

読む
（＋３）

あまり読ま
ない　　　（＋

２）

全く読まない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 5.2 21.4 30.7 42.6 1.9
２００８ＷＥＢ 6,420 5.4 22.2 31.7 40.7 1.9
２００８留め置き 6,500 5.0 20.7 29.8 44.4 1.9

Ｑ５３　読んでいる本のジャンル  Ｂ　専門書（自分の仕事に直結する領域のもの）

ｎ=
よく読む
（＋４）

読む
（＋３）

あまり読ま
ない　　　（＋

２）

全く読まない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 10.8 34.0 24.7 30.5 2.2
２００８ＷＥＢ 6,420 11.1 34.7 25.7 28.5 2.3
２００８留め置き 6,500 10.4 33.3 23.7 32.6 2.2

Ｑ５３　読んでいる本のジャンル  Ｃ　ビジネス書（社会経済領域全般）

ｎ=
よく読む
（＋４）

読む
（＋３）

あまり読ま
ない　　　（＋

２）

全く読まない
（＋１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.8 16.6 31.6 48.0 0.1 1.8
２００８ＷＥＢ 6,420 4.5 19.4 31.4 44.7 0.0 1.8
２００８留め置き 6,500 3.2 13.8 31.7 51.2 0.1 1.7  
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Ｑ５３　読んでいる本のジャンル  Ｄ　教養書（歴史書、学術書など）

ｎ=
よく読む
（＋４）

読む
（＋３）

あまり読ま
ない　　　（＋

２）

全く読まない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 5.1 16.2 30.9 47.8 1.8
２００８ＷＥＢ 6,420 6.0 18.2 30.6 45.2 1.9
２００８留め置き 6,500 4.2 14.3 31.1 50.4 1.7

Ｑ５３　読んでいる本のジャンル  Ｅ　語学書（テキスト、参考書など）

ｎ=
よく読む
（＋４）

読む
（＋３）

あまり読ま
ない　　　（＋

２）

全く読まない
（＋１）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 4.4 15.8 31.3 48.5 1.8
２００８ＷＥＢ 6,420 5.3 18.5 31.9 44.3 1.8
２００８留め置き 6,500 3.5 13.0 30.8 52.7 1.7

Ｆ１　性別

ｎ= 男性 女性
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 57.7 42.3
２００８ＷＥＢ 6,420 57.7 42.3
２００８留め置き 6,500 57.6 42.4

Ｆ２　年齢

ｎ= １８～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 11.1 13.8 15.1 15.0 12.9 10.8 9.9 11.5 38.7
２００８ＷＥＢ 6,420 10.6 13.9 15.2 15.1 13.0 10.9 9.9 11.5 38.8
２００８留め置き 6,500 11.6 13.7 15.0 14.9 12.8 10.7 9.8 11.4 38.6

Ｆ３　配偶者の有無

ｎ=
配偶者がい

る
配偶者はい

ない
無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 59.7 39.9 0.4
２００８ＷＥＢ 6,420 54.4 45.6 0.0
２００８留め置き 6,500 64.9 34.4 0.7

＊ＳＦ３＿１　初婚年齢【ベース：配偶者有り】

ｎ= １６～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０歳以上 無回答 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 7,711 1.3 25.0 46.6 18.0 5.5 3.1 0.5 27.7
２００８ＷＥＢ 3,495 0.6 19.7 46.3 21.1 6.8 5.5 0.1 28.8
２００８留め置き 4,216 1.9 29.5 46.9 15.4 4.4 1.1 0.9 26.7

＊Ｆ４　昨年の年収・自分【ベース：年収０円および無回答を除く】

ｎ= ５０万円未 ５０～１００ １００～２００ ２００～３００ ３００～４００ ４００～５００ ５００～６００ ６００～７００ ７００～８００ ８００～９００ ９００～１００ １０００～１２ １２００万円 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 11,944 1.9 7.0 11.8 13.6 15.8 13.2 9.9 8.0 5.7 4.6 2.8 3.1 2.5 437.0

２００８ＷＥＢ 6,235 1.9 5.8 10.0 13.2 16.1 13.6 10.2 8.3 6.1 4.9 3.2 3.4 3.3 463.7

２００８留め置き 5,709 2.0 8.4 13.8 14.0 15.5 12.7 9.6 7.7 5.3 4.3 2.2 2.8 1.7 408.0

＊Ｆ４　昨年の年収・配偶者【ベース：無回答を除く】

ｎ=
０円

１～５０万円
未満

５０～１００
万円未満

１００～２００
万円未満

２００～３００
万円未満

３００～４００
万円未満

４００～５００
万円未満

５００～６００
万円未満

６００～７００
万円未満

７００～８００
万円未満

８００～９００
万円未満

９００～１００
０万円未満

１０００～１２
００万円未

満

１２００万円
以上

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 7,112 31.7 2.2 7.5 10.2 5.0 7.2 7.8 7.4 6.2 4.2 3.7 2.0 2.8 2.2 301.5
２００８ＷＥＢ 3,438 29.2 2.4 6.1 9.3 5.4 7.3 7.6 7.7 6.8 4.4 4.6 2.4 3.4 3.4 341.6
２００８留め置き 3,674 33.9 1.9 8.8 10.9 4.7 7.2 7.9 7.1 5.6 4.0 2.9 1.6 2.3 1.1 263.9

Ｆ５　子供の有無

ｎ= いる いない 無回答
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 54.8 45.0 0.2
２００８ＷＥＢ 6,420 46.0 54.0 0.0
２００８留め置き 6,500 63.6 36.0 0.4

＊ＳＦ５　子供の人数【ベース：子供有り】

ｎ= １人 ２人 ３人以上 無回答 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 7,085 26.5 52.5 20.7 0.2 2.0
２００８ＷＥＢ 2,952 32.3 51.1 16.5 0.1 1.9
２００８留め置き 4,133 22.4 53.6 23.7 0.2 2.0

＊ＳＦ５－１　末子年齢【ベース：子供有り】

ｎ= ０歳 １～２歳 ３～５歳 ６～１１歳 １２～１４歳 １５～１７歳 １８～２２歳 ２３歳以上 不明 平均値
 (%)

ＴＯＴＡＬ 7,085 4.3 10.2 12.9 23.1 9.8 9.5 14.1 15.7 0.3 12.5
２００８ＷＥＢ 2,952 4.3 10.4 11.2 19.6 9.2 11.0 16.5 17.7 0.1 13.2
２００８留め置き 4,133 4.4 10.1 14.1 25.6 10.3 8.4 12.4 14.2 0.5 11.9

＊Ｆ６　同居者

ｎ=
１人暮らし

父（義理の
父を含む）

母（義理の
母を含む）

兄弟姉妹
祖父または

祖母

配偶者（内
縁関係を含

む）
子供

友人・ルー
ムメイト・同

僚
その他の人 親と同居 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 14.8 19.9 25.9 11.6 2.8 58.0 49.9 1.3 1.7 27.4 0.1
２００８ＷＥＢ 6,420 21.3 16.9 22.8 9.5 2.2 52.4 41.0 1.7 2.0 24.2 0.0
２００８留め置き 6,500 8.4 22.9 28.8 13.7 3.3 63.6 58.8 0.8 1.3 30.5 0.2

Ｆ７　世帯主

ｎ= はい いいえ
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 56.7 43.3
２００８ＷＥＢ 6,420 61.1 38.9
２００８留め置き 6,500 52.3 47.6

Ｆ８　住居形態

ｎ=

一戸建て
アパート・マ
ンション（共

同住宅）
その他

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 46.5 51.5 1.9
２００８ＷＥＢ 6,420 38.1 59.3 2.6
２００８留め置き 6,500 54.9 43.9 1.3  
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ＳＦ８－１　オートロック有無【ベース：共同住宅居住者】

ｎ= はい いいえ 無回答
 (%)

ＴＯＴＡＬ 6,657 29.2 69.6 1.2
２００８ＷＥＢ 3,806 36.7 63.3 0.0
２００８留め置き 2,851 19.1 78.0 2.9

Ｆ９　最終学歴

ｎ=
中学校 高等学校

専修各種学
校

短期大学
高等工業専

門学校
大学 大学院 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 3.0 30.8 15.6 8.6 1.5 36.4 4.0 0.1
２００８ＷＥＢ 6,420 1.5 23.3 14.5 8.7 1.5 44.4 6.1 0.0
２００８留め置き 6,500 4.6 38.2 16.6 8.5 1.6 28.5 1.8 0.1

ＳＦ９－１　卒業学部（研究科）【ベース：大学・大学院卒業者】

ｎ= 文科系 理科系 その他 無回答
 (%)

ＴＯＴＡＬ 5,215 58.5 36.7 4.4 0.5
２００８ＷＥＢ 3,242 56.4 40.2 3.4 0.0
２００８留め置き 1,973 62.0 30.9 5.9 1.2

Ｆ１０　学校の中退経験

ｎ=
中退した経
験がある

中退した経
験はない

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 8.3 91.2 0.5
２００８ＷＥＢ 6,420 8.9 91.1 0.0
２００８留め置き 6,500 7.8 91.3 0.9

Ｆ１０　中退経験学校【ベース：中退経験者】

ｎ=
高等学校中

退
専修各種学

校中退
短期大学中

退
高等工業専
門学校中退

大学中退 大学院中退 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 1,077 31.4 18.7 4.0 2.2 39.8 3.6 0.3
２００８ＷＥＢ 572 23.8 15.4 4.4 2.3 49.1 5.1 0.0
２００８留め置き 505 40.0 22.4 3.6 2.2 29.3 2.0 0.6

Ｆ１１　生活価値観  Ａ　家族

ｎ=
非常に重要

（４）
やや重要

（３）

あまり重要
ではない

（２）

全く重要で
ない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 73.7 21.4 3.8 1.0 0.1 3.7
２００８ＷＥＢ 6,420 66.6 26.4 5.5 1.5 0.0 3.6
２００８留め置き 6,500 80.8 16.5 2.1 0.5 0.1 3.8

Ｆ１１　生活価値観  Ｂ　友人・知人

ｎ=
非常に重要

（４）
やや重要

（３）

あまり重要
ではない

（２）

全く重要で
ない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 42.8 49.1 7.1 0.9 0.1 3.3
２００８ＷＥＢ 6,420 37.2 52.5 9.1 1.2 0.0 3.3
２００８留め置き 6,500 48.4 45.8 5.1 0.6 0.1 3.4

Ｆ１１　生活価値観  Ｃ　余暇（レジャー）時間

ｎ=
非常に重要

（４）
やや重要

（３）

あまり重要
ではない

（２）

全く重要で
ない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 43.0 48.5 7.7 0.7 0.1 3.3
２００８ＷＥＢ 6,420 44.3 47.5 7.5 0.7 0.0 3.4
２００８留め置き 6,500 41.7 49.6 8.0 0.7 0.2 3.3

Ｆ１１　生活価値観  Ｄ　仕事

ｎ=
非常に重要

（４）
やや重要

（３）

あまり重要
ではない

（２）

全く重要で
ない
（１）

無回答 平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 29.8 54.8 13.8 1.7 0.1 3.1
２００８ＷＥＢ 6,420 22.9 56.8 17.8 2.5 0.0 3.0
２００８留め置き 6,500 36.5 52.7 9.8 0.8 0.1 3.3

Ｆ１２　生活満足度

ｎ=
満足してい

る　　　　（４）

まあ満足し
ている
（３）

やや不満だ
（２）

不満だ
（１）

どちらともい
えない　（０）

わからない
（０）

平均値

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 11.5 56.4 19.0 8.2 4.3 0.5 2.6
２００８ＷＥＢ 6,420 7.6 54.7 24.4 10.7 2.1 0.5 2.6
２００８留め置き 6,500 15.4 58.1 13.7 5.8 6.6 0.5 2.7

Ｆ１３　人の信頼

ｎ= はい いいえ 場合による
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 36.0 10.2 53.8
２００８ＷＥＢ 6,420 33.5 11.8 54.7
２００８留め置き 6,500 38.5 8.6 52.9

Ｆ１４　海外生活経験

ｎ= ある ない
 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 6.1 93.9
２００８ＷＥＢ 6,420 7.7 92.3
２００８留め置き 6,500 4.6 95.4

Ｆ１５　インターネット使用頻度

ｎ=
ほぼ毎日

１週間に数
回程度

１週間に１回
程度

１ヶ月に１、
２回程度

ほとんど利
用していな

い

全く利用して
いない

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 71.2 11.6 3.0 2.7 4.5 7.1
２００８ＷＥＢ 6,420 92.9 5.7 0.8 0.2 0.1 0.2
２００８留め置き 6,500 49.8 17.3 5.1 5.1 8.7 13.9

Ｆ１６　調査モニター登録有無

ｎ=

登録してい
る

登録してい
ないが、登

録してもよい

登録してい
ないし、登録
するつもりも

ない

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 42.7 18.7 38.5 0.1
２００８ＷＥＢ 6,420 76.4 16.0 7.6 0.0
２００８留め置き 6,500 9.5 21.3 69.1 0.2
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ＳＦ１６－１　登録モニターの種類（ＭＡ）【ベース：モニター登録者】

ｎ=

インターネッ
ト調査モニ

ター

郵送調査モ
ニター

その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 5,518 94.6 14.0 1.8 0.3
２００８ＷＥＢ 4,902 99.1 10.6 1.0 0.0
２００８留め置き 616 58.6 40.4 8.3 2.3

ＳＦ１６－２　調査協力頻度【ベース：モニター登録者】

ｎ=
年に１～２回

以下
３ヶ月に１～

２回
月に１～２回 週に１～２回 週に３～４回 週に５～６回

週に７回以
上

その他 無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 5,518 6.2 6.0 13.5 31.0 20.5 11.3 10.7 0.6 0.3
２００８ＷＥＢ 4,902 3.3 3.4 12.3 33.7 22.5 12.5 11.8 0.5 0.0
２００８留め置き 616 29.1 26.9 23.1 9.7 4.5 1.5 1.5 1.5 2.3

Ｆ１７　協力していい調査方法（ＭＡ）

ｎ=
訪問面接調

査
訪問留置き

調査
電話調査 郵送調査

インターネッ
ト調査

いずれも協
力したくない

無回答

 (%)

ＴＯＴＡＬ 12,920 12.5 29.1 15.0 46.4 59.0 21.6 0.5
２００８ＷＥＢ 6,420 11.3 19.9 21.6 60.4 96.4 2.7 0.0
２００８留め置き 6,500 13.6 38.2 8.5 32.5 22.0 40.3 1.0  




